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第 1 章の要約 

 

本章では，論文全体における問題と目的を述べ，レジリエンス研究のレ

ビューを行い，そして本研究の構成を示す。具体的には，職務遂行場面

におけるレジリエンスに注目することの重要性について言及し，新たに

「職務レジリエンス」の概念を提唱し，実証的検討を行う意義を示す。

また，レジリエンス研究のレビューにおいては，心理学分野における研

究のみならず，近年レジリエンスが注目されている人間工学における研

究のレビューも行い，学際的にレジリエンスについて研究することの必

要性を示す。そして，将来的に職場におけるレジリエンスについて包括

的な理解を可能にするための道標を提案する。  
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問題と目的 

 

近年，技術革新に伴う産業構造の急速な変化やバブル経済崩壊後の厳

しいリストラを含む経済・雇用状勢の悪化のために，勤労者を取り巻く

ストレス状況は極めて厳しいものとなっている（柏木・田口・桃生・江

花・芦原，2006）。厚生労働省の発表によると，平成 23 年度の精神障害

の労災申請件数は 3 年連続で過去最高を更新し，自殺者数も 1998 年以降，

毎年 3 万人を超え続けていた。平成 24 年度の自殺者の総数は 27,858 人

であり，久しぶりに 3 万人を切るという減少傾向を示したが（内閣府自

殺対策推進室警察庁生活安全局生活安全企画課），それでもやはり自殺者

の数の多さに変わりはない。このような状況の中，職場のメンタルヘル

スが産業保健の中心的課題となりつつある（柏木ら，2006）。また，“急

速な変化”や“想定外”といった言葉が多く聞かれる通り，現代は環境

の変化がいつ起こっても不思議ではない「予測不能の時代」であること

が特徴的である（川楠，2009）。そのため，誰でもが困難な未経験課題や

突発的事態に直面する可能性は高まっており，それでも何とか乗り越え

ていくことが求められている。  

そこで近年，特に注目を浴びている概念がレジリエンスである。不安

定な社会情勢の中で，職場でもいつどのようなネガティブ事象が発生す

るかは予測不能である。そこで，従業員が想定外のネガティブ事態に直

面して一時的にストレスを抱え，精神的に落ち込んだり，モチベーショ

ンが下がったりしても，いかにその状態を乗り越え，再び原状通りに職

務を遂行できるように回復できるように促すか，すなわち，いかに従業

員の職務レジリエンスを高めることができるかということに注目する組

織が増加している（志水，2012）。  

とりわけ，日本においては，2011 年 3 月に発生した東日本大震災以降，

レジリエンスへの注目が一気に高まっており，心理学分野においてのみ

ならず，人間工学（小松原，2007；北村，2011）や精神医学（田・八木・

田辺・渡邊，2008；西・松岡，2010），教育学（日高・尾崎，2007；下川・
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室田，2009），経営学（榎並・磯部・浦，2011；西田・渡部，2011）など

様々な領域において研究の数が増加している。というのも，予測不能な

時代であるとぼんやりと知られてはいたものの，東日本大震災という，

未曽有の誰もが予想だにしなかったような甚大な被害をもたらした自然

災害を目の当たりにし，改めて，「自分たちが，いつ深刻な困難な状況に

立たされてもおかしくない」という認識をはっきりと持つことになった

ためであろう。そのため，どのような困難な状況に直面して，一時的に

精神的に落ち込んだり，能力を発揮できない状態に落ち込んだりしたと

しても，そこから何とか這い上がり，状況に向き合い，原状の通りに回

復する力を身につけることの重要性が改めて認識されていると考えられ

る。  

ただし，研究の数が一気に増加したがために，レジリエンスの定義や

概念の整理がなされておらず，多少の混乱が生じているのが現状である。

例えば，レジリエンスを能力や特性としてとらえるか，プロセスとして

捉えるか，結果として捉えるかによって，研究のアプローチは大きく異

なる。さらに，研究対象やフィールドの違いによって，さらには前提と

される困難な状況の“困難なレベル”の違いによっても，得られる研究

知見が異なることが考えられるにもかかわらず，その点についてあまり

考慮されていない。  

また，研究領域によって，どのレベルでレジリエンスを捉えるかにも

違いがある。レジリエンス研究が盛んに行われている心理学分野におい

ては，個人レベルでのレジリエンス研究が多く行われている。それらの

研究のほとんどでは，個人の特性としてのレジリエンスに注目しており，

より精神的な回復力を示しやすい個人の特性に関する構成要素を明らか

にしようとするアプローチが取られている。また，近年，レジリエンス

研究に一気に注目が集まっている人間工学分野においては，マクロレベ

ルの視点，すなわち組織レベルのレジリエンスに焦点が当てられている。

そこでは，組織のシステム全体や，技術的側面の復旧に焦点が当てられ，

組織が困難な状況に直面した際に，いかに迅速に組織全体が復旧を可能
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にするかを検討するアプローチが取られている。  

組織におけるレジリエンスについて理解するためには，心理学分野に

おける個人レベルのレジリエンス，そして人間工学分野における組織レ

ベルのレジリエンスに加え，その中間に位置するチームレベルのレジリ

エンスの視点を取り入れる必要があると考える。というのも，従業員は，

組織全体の状態というよりも，より身近な所属チーム（部署）の状態や

特性により影響を受ける。そしてさらに，個人はチームに組み込まれた

際，自分のアイデンティティよりもチームのアイデンティティを優先し，

そのためチームの特性や状態が大きく個人の状態に影響を及ぼすことが

示されているためである（West, Patera, & Carsten, 2009）。そこで，本研

究では新たにチームレベルのレジリエンスにも焦点を当て，実証的検討

を行う。  

以上より，本研究では，将来的に組織におけるレジリエンスの包括的

な理解を行うことを目指し，まずは個人レベル，チームレベル，組織レ

ベルそれぞれのレジリエンスに焦点を当て，実証的検討を行うことを目

的とする。以下では，まずこれまでのレジリエンス研究をレビューした

上で，本研究におけるレジリエンスの定義を明確に示す。その後，2 つ

のフィールドにおいて実施した実証的研究の報告を行う。  

 

1.レジリエンスとは 

 

レジリエンス（Resilience）の概念は，近年多領域に渡って注目を集め

ている概念である。もともと，レジリエンスの概念は，統合失調症など

の重篤な障害を持つ患者が，厳しい逆境に直面しながらも適応的な結果

を示す要因についての研究が行われたことがきっかけとなり，注目され

始めた（Baldwin, Baldwin, Kasser, Zax, Sameroff & Seifer, 1993）。それ以

来，統合失調症などの精神病理にとどまらず，慢性的な病気，虐待，戦

争，社会的経済的な不利などまで広がりをみせている。例えば，Kanner, 

Coyne, Schaefer, & Lazarus (1981) による日々の悩ましいもの（ daily 
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hassles），つまり日常生活の中で頻繁に経験するような欲求不満や，イラ

イラを引き起こす小さな出来事が well-being や社会的適応に与える影響

について検討する研究などが増加している（e.g. Bobo, Gilchrist, Elmer, 

Snow & Schinke, 1986）。  

日本では特にここ数年の間にレジリエンスの概念が注目され始め，比

較的健康状態の高い者，つまり一般的な人を対象とした研究が特に盛ん

に行われている。研究の歴史は比較的浅く，一気に注目を集め，急激に

研究の数が増えているため，レジリエンスの定義や概念が研究者によっ

て様々に異なり，未だ整理されていないのが現状である。まず，resilience

の日本語表現に関しても様々なものがあり，一般には「弾力性」と表現

されることが最も多いが（Shaffer，1998；無藤・佐藤訳，2001），その他

にも「精神的回復力」（小塩・中谷・金子・長峰，2002）や，「心の強さ」

（齊藤，2007），「強靭性」（澤田，上田，1997）などと表現されることも

ある。しかし，心理学の領域における resilience 研究では，レジリエンス

とカタカナ表記されることが多く，本研究でも，レジリエンスと表記す

る。  

レジリエンスの定義についても，研究によって様々である。レジリエ

ンスの定義は，大きく分けて，レジリエンスを個人特性として捉えるか，

もしくはプロセスとして捉えるかの違いによって，レジリエンスの定義

や概念が異なる。例えば，レジリエンスを個人内特性として捉える研究

では，Block & Block (1980) は「環境の要請する機能に対して，個人の

自我コントロールを柔軟に変化することができる力動的能力」であると

定義しており，また，Masten, Best, & Garmezy (1990) は，「ストレスフル

な出来事に晒されても，能力をはっきりと示すこと」であるとしている。

また，日本では，例えば小塩ら（2002）は，「困難で脅威的な状況に晒さ

れることで一時的に心理的不健康な状態に陥っても，それを乗り越え，

精神病理を示さず，よく適応している者」が有する内面的な特性として

「精神的回復力」を定義している。この他の多くの定義を概観しても（ e.g. 

Luthar, 1991; Osborn, 1990），個人特性の関連でレジリエンスを扱う研究
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者は，レジリエンスの定義に「能力」という言葉を使用していることが

わかる（石原・中丸，2007）。  

また，プロセスとしてレジリエンスを捉える研究者たちの定義として

は，例えば Garmezy (1971) は，「高い困難な環境にもかかわらず，適応

的な調整を行うこと」としており，また Luthar, Cicchetti., & Becker (2000) 

は，「深刻な逆境の中で肯定的な適応を包含する力動的な過程」としてい

る。  

以上のように，レジリエンスを理論的にいかに捉えるかによって様々

な定義が存在する。だが，どの定義にも共通しているのは，レジリエン

スが①困難な状況に直面するという状況・環境要因をきっかけに，一時

的に精神的不健康の状態に陥ったり，能力を発揮できない状態に陥った

りするという位相と，その後，②完全な機能不全に至らずに元の状態に

回復する位相の 2 つの要素から構成されているという点である。  

レジリエンスを理論的にどのように捉えるのかは多様であるが，実証

研究においても，研究者によって，レジリエンスの概念は多様な捉え方

をなされてきている。そして，そのことに起因して，研究者によってレ

ジリエンスを構成する要素も様々に異なる。例えば，  Flach (1997) は，

レジリエンスを，ライフステージの移行やライフイベントで生じるスト

レスのために心理的にネガティブな状態に陥っても，混乱した状態を統

合し，新しい生き方を発見して，自己を立て直す内的な力であり，個人

は変化とその克服を繰り返すことによって強化され，成長するという視

点より，レジリエンスの要素として，「創造性」，「忍耐強さ」，「洞察力」，

「精神的自立性」，そして「社交性」などを挙げている。また，Wagnild & 

Young (1993) は，過去にネガティブなライフイベントを経験したにもか

かわらず心理社会的にうまく適応している成人を対象に，質的および量

的調査により，決断力，自信，忍耐強さを表す「人格的能力  (personal 

competence)」因子および自己受容や目的意識を表す「自己・人生受容  

(acceptance of self and life)」因子をレジリエンスの構成要素として見出し

ている。  
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また，日本におけるレジリエンス研究では，例えば小塩ら（2002）は，

「新奇性追求」，「感情調整」，「肯定的な未来志向」の 3 因子を見出して

おり，石毛・無藤（2006）は，自分でいろいろな方法を模索しながら失

敗してもあきらめずに最後まで問題を解決しようとする意志を反映した

「意欲的活動性」と，不安や喜びといった情動に触発されて他者との内

面的なつながりを求める傾向を表す「内面共有性」，そして前向きにもの

ごとを捉える「楽観性」の 3 因子を見出している。  

 また，本研究における研究対象の一つである看護師について焦点を当

てた研究においては，例えば井原・尾形・犬塚・多田・永井・水野（2009）

は，「肯定的な看護への取り組み」，「対人スキル」，「プライベートでの支

持の存在」，「新奇性対応力」の 4 因子構造を示しており，佐藤・祐宗（2009）

は，「ソーシャル・サポート」，「自己効力感」，「社交性」の 3 因子構造を

提案している。以上のように，心理学分野においては，精神的な回復力

を示しやすい個人が備える特性を明らかにすることを試みる研究がほと

んどである（Figure 1-1）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



14 

 

 

 

  

Figure 1-1 心理学におけるレジリエンスの研究動向  

 

以上のように，これまでのほとんどのレジリエンス研究では，個人特

性としてのレジリエンスに焦点があてられており，「どのような特性を持

つ個人が，より精神的に回復しやすいか」ということが検討されてきた。

そして，それらの構成要素は上記の通り，様々に提唱されている。ただ

し，これらの研究においては，レジリエンスの本来の意味合いである“回

復力”を測定しているわけではなく，あくまでも“回復力に影響を与え

る特性”を測定している。  

 というのも，レジリエンス，すなわち精神的な回復力を直接測定する

ことは容易ではない。直接測定するためには，①困難な状況に直面する

以前の日常の状態，②困難な状況に直面した際の状態，③現在の状態の

レジリエンスの研究動向 ―心理学編―

・楽観主義
・新奇性追求
・忍耐強さ
・感情調整 etc…

・楽観主義でない
・新奇性不適応
・忍耐弱い
・感情任せ etc…

・ストレス反応が高い
・バーンアウト傾向が高い
・うつ症状が見られる

・ストレス反応が低い
・バーンアウト傾向が低い
・うつ症状が見られない

ネガティブイベント



15 

 

3 時点において精神的健康の状態を測定し，精神的な落ち込みの程度や，

現在の状態が①の日常の通りに回復するまでに要した時間などを明らか

にする必要がある。そのためには，困難な状況に直面する可能性が高い

対象人物に注目し，長期的，継続的に測定をし続けなければならず，こ

のような試みを実践するのは容易ではないためである。  

 Kumpfer (1999) は，レジリエンス研究の方法について，5 つに分類し

ている。1 つ目は，レトロスペクティブな単一サンプルもしくは横断的

研究である。この研究デザインは，実際に悲惨な出来事を過去に経験し

たにも関わらず，現在は適応している人物に焦点を当てて，調査を行う

ものである。2 つ目に，レトロスペクティブな横断的・多変量的研究の

方法がある。これは，日常生活で生じるイベントやパーソナリティ特性，

環境要因などを質問紙の形式で尋ね，過去に生じた困難な出来事と現在

の状況からレジリエンスの状態にある者とそうでない者とを分け，比較

するものである。そして 3 つ目に，短期的な縦断的研究の方法がある。

これは，数カ月から数年にわたる短期の縦断的調査を行い，危険因子と

保護因子の影響力を検討する研究デザインである。また，4 つ目は，対

照群のない長期的な発達研究である。この研究デザインは，誕生時から

数十年にわたる追跡調査を行ったり，リスクの高い児童を長期間にわた

り追跡調査したりするものである。最後に 5 つ目として，対照群のある

長期的な発達研究がある。これは，一般的なそれほど高い危険因子をも

たない集団と，危険因子をもつ集団とをともに長期間にわたり追跡調査

し，比較検討するものである。そして，ほとんどのレジリエンス研究に

おいて，上記のような実践的な制限のために，レトロスペクティブな横

断的・多変量的研究が採用されている。  

 本研究では，2 つのフィールドにおいて調査を実施し，1 つ目の病院看

護師を対象とした調査では，レトロスペクティブな横断的・多変量的調

査を実施する。そしてさらに，2 つ目の被災した企業を対象とした調査

では，レトロスペクティブな単一サンプル研究を実施する。特にこの 2

つ目の調査は，これまでのレジリエンス研究ではほとんど行われてこな
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かった手法に基づいており，本研究の特徴の一つである。これら 2 つの

調査におけるそれぞれのアプローチによって得られる知見を併せて考察

することで，レジリエンス研究の発展に寄与する。  

 

2.職務レジリエンスとは 

 

さらに本研究の特徴としては，レジリエンスが発揮される文脈を職場，

仕事組織に限定して調査を行う。先述のように，近年，技術革新に伴う

産業構造の急速な変化やバブル経済崩壊後の厳しいリストラを含む経

済・雇用状勢の悪化のために，勤労者を取り巻くストレス状況は極めて

厳しいものとなっている（柏木・田口・桃生・江花・芦原，2006）。この

ような状況の中，職場のメンタルヘルスが産業保健の中心的課題となり

つつある（柏木ら，2006）。そこで，いかに従業員の職務レジリエンスを

高めることができるかということに注目する組織が増加している（志水，

2012）。これまで，レジリエンスは安定的な個人特性であるという考えが

ほとんどであったが，最近では，レジリエンスは，個人のパーソナリテ

ィのようなものではなく，周囲からの働きかけや適切な支援によって変

化し，どの世代の人でも伸ばすことが出来るとする指摘もある（Grotberg, 

2003）。つまり，レジリエンスは環境と学習により伸ばしてくことが可能

であるという立場から研究が進められており，組織における従業員に対

するメンタルヘルス介入に重要な示唆をもたらすだけでなく，教育やト

レーニングの文脈においても活かせる概念であるといえる（谷口・宗像，

2010）。  

組織の文脈においては，ポジティブ心理学の組織への応用である POB 

(Positive Organizational Behavior)  の分野でレジリエンスが広く研究され

るようになり，最近では経営学分野でも注目されるようになってきてい

る。POB とは「ポジティブに方向づけられた人的資源の長所，および心

理学的可能性であり，測定，開発され，職場の業務改善のために効果的

に管理されるもの」（Luthans,2002）と定義されている。そして，①ポジ
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ティブであること，②測定可能であること，③能力開発が可能であるこ

と，④業務改善のために管理可能であることの 4 つが POB の基準とされ

ている。  

さらに，Luthans & Youssff （2004）は，企業の持続的競争的優位を維

持するために人的資源管理の重要性は言うまでもないが，その人的資源

を支える一つとしてポジティブ心理学的資産（positive psychological 

capital）を提案している。このポジティブ心理学的資産として，彼らは

自己効力感（self-efficacy），希望（hope），楽観主義（optimism），そして

レジリエンスの 4 つを挙げ，これらの能力開発の必要性を強調している。

このように，職場において発揮されることが望まれるものとして，レジ

リエンスへの注目が高まっている。  

これまでのレジリエンス研究では，主に中学生や高校生，大学生など

の学生サンプルを対象としたものが多い。そのため，レジリエンスの発

揮が求められる前提となる“困難な状況”の種類やその困難さのレベル

について，特に限定されていない。しかし，一言に“困難な状況”とい

っても，事故や死別，失恋や友人との喧嘩，怪我，落第など，様々な文

脈における，多様な種類のネガティブイベントが存在し，それらが持つ

インパクトはそれぞれ大きく異なるだろう。そのため，対象とする文脈

によって，得られる知見が異なる可能性が高い。そこで，本研究では，

レジリエンスが発揮される文脈について，仕事場面に限定し，職務中に

困難な状況に直面して，精神的に落ち込んだ際に発揮される力としての

レジリエンスに注目する。そこで，以下では職場で発揮されるレジリエ

ンスを指して，「職務レジリエンス」と呼ぶこととする。  

このように研究対象とする文脈を，日常場面とは切り離し，仕事場面

に限定することは，得られる研究知見の制約を明確にすることを可能に

するだけではなく，個人のレジリエンスについてのより詳細な理解を可

能にするとも考えられる。例えば，仕事以外の日常生活では内向的で控

えめな人でも，仕事となると人が変ったように外向的で積極的に働きか

けることができるというような，仕事場面と日常場面では自分自身を切
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り替えるような人が多く存在する。同じように，日常場面において，例

えば失恋した際にはなかなか立ち直れず，新しい恋愛をスタートさせる

ことができないような人であっても，仕事場面で失敗して一時的に落ち

込んだとしても，すぐに奮起して状況に立ち向かおうとできる人は存在

するだろう。すなわち，職務場面に限定してレジリエンスを捉えること

で，測定している側面についても明確にできると考えられる。  

 

3.類似概念との関連 

 

①ハーディネス，メンタル・タフネス 

ハーディネスやメンタル・タフネスとは，非常にストレスフルな状況

下でも心身の健康を保ち続けることができる特性を指す（Kobasa, 1979）。

ハーディネスの概念では，ストレッサーをポジティブでコントロール可

能なものと見なす（Kobasa, 1979）。ハーディネスが高い者はストレッサ

ーをストレスフルな出来事として知覚しにくく（Banks & Gannon, 1988），

身体的にも情動的にも不健康に陥りにくいことが示唆されている

（Kobasa, 1979）。しかし一般論として，想定外のネガティブな場面に直

面すると，精神的に落ち込むのが自然であろう。その点で，ハーディネ

スが通用するのは，経験したことのある場面や，想定内の場面であり，

未経験課題などのいかなる課題や事象にも耐えられる保証は無い。その

意味で，先述のような，いわゆる“予測不能な時代”である現代に特徴

的な課題には十分に応えることが出来ないと考えられる。  

また，ハーディネスは，一貫して精神的強靭さを示すことを前提とし

ている。しかし，ストレスフルな状況に直面しても常に頑張り続ける人

ほど，突然バーンアウトを引き起こし，かえって深刻な精神病理の状態

に陥ってしまう可能性もあることが指摘されている（Freudenberger，

1980）。その点でも，様々なネガティブな課題に直面しながらも，持続的

に精神的な良好さを保ちながら働くことが求められる現代の課題には十

分に応えることが出来ないと考えられる。  
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②自己効力感 

自己効力感とは，ある状況において，ある結果を達成するために必要

な行動を自分がうまくできるかどうかの予期のことである（Bandura, 

1977）。自己効力感の変動に影響する要因として，Bandura（1977）は次

の 4 つの情報源を想定している。1 つめは，自分が実際にその課題を遂

行し，“やってできた”という成功体験を持つ「遂行行動の達成」である。

2 つめは，他者がその課題を遂行する行為を観察する「代理的経験」で

あり，3 つめは，“自分はやれば出来る”といった自己教示や他者からの

説得的暗示といった「言語的説得」である。そして，4 つめは，脈拍や

鼓動といった生理的な反応の変化を経験する「情動的喚起の情報」であ

る。その上で，Bandura（1977）は，自己効力感は自然発生的に生じるの

ではなく，これら 4 つの情報源を通して，個人が自ら作り出していくも

のだと考えており，遂行行動の達成を情報源とする自己効力感がもっと

も強く安定したものと指摘している。  

すなわち，自己効力感は過去の達成感がもたらすものであり，未経験

のネガティブな課題に直面したときにどのような反応を示すかは十分に

説明できない。その点で，ハーディネスと同様に，昨今求められている

要求には応えることが出来ないと考えられる。  

 

③コーピング 

ストレスの軽減という観点からは，レジリエンスとコーピングは類似

した概念である。コーピングは，問題焦点型コーピングと情動焦点型コ

ーピングの 2 つの分類が基本的次元として多くの研究者に知られている

（加藤，2002）。問題焦点型コーピングは，個人外の状況を変えたり，問

題を解決したりするなどの積極的なコーピングを表す。一方，情動焦点

型コーピングは，個人内（自身）の情緒や情動を調整するなどの消極的

なコーピングを表す（O’Brien, DeLongis, Pomaki, Puterman, & Zwicker, 

2009）。  

これまでも，このコーピングとレジリエンスの類似点と相違点につい
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ては言及されてきた。例えばコーピングはストレス反応の抑制を目的と

するが（坂田， 1989），結果ではなくプロセスに注目する  (Compas, 

Connor-Smith, Saltzman, Thomsen & Wadsworth,2001)。一方，レジリエン

スは適応状態に至ったという結果を重視する効果的なコーピングであり

(Masten, Best, & Garmezy,  1990)，対処能力と内的な適応状態維持の両方

を含む  (Murphy & Moriarty, 1976) 点で従来のコーピングと異なるとさ

れている。また，コーピングはストレスフルな状況におけるストレス反

応の抑制を目指し，一方，レジリエンスは，ストレスフルな状況にポジ

ティブな意義を見出すことができるような概念であるという点でも両者

は異なる（Mallack, 1998）。  

さらに，従来のコーピング尺度では，前提とするストレッサーの深刻

さの程度は考慮されていない。しかし，慢性的なストレッサーと，本研

究で前提とするような突発的で深刻なストレッサーに対して，効果的な

コーピングスタイルは同様であるか，疑問である。端的にまとめると，

日常レベルのストレス状況でコーピングは行われるが，レジリエンスは，

ネガティブイベントが発生し，一時的に落ち込んだ後に発揮されるもの

で，ネガティブイベントの発生無しには発揮されないものである。そこ

で，本研究では，コーピングは，日常的なストレス状況に対して発揮さ

れ，一方レジリエンスは，より突発的で深刻な状況で発揮されるものと

しても区別する。  

 

4.他分野におけるレジリエンス研究 －人間工学におけるレジリエン

ス研究 

 

ここまで，心理学におけるレジリエンス研究についてレビューを行っ

てきた。心理学分野においてだけでも，レジリエンスの研究は山積して

おり，様々な知見が得られているが，近年，他分野においてもレジリエ

ンスへの注目は高まっている。その代表的な例が人間工学である。心理

学においては，個人が備える精神的な回復力としてのレジリエンスに注
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目する一方，人間工学においては，組織全体に備わるものとしてのレジ

リエンスに注目しているのが特徴である。というのも，組織が突発的な

ネガティブイベントに直面することは，完全に防げることではない。例

えば 2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災のような自然災害や，関

連企業の突然の倒産などの外部環境に起因するネガティブイベント，そ

して突然のシステムダウンなどの内部環境，特に技術的要素に起因する

ネガティブイベント，また従業員の操作ミスなどのために起こった組織

全体への大損害などの人的要素に起因するネガティブイベントなど，組

織が直面する可能性のあるネガティブイベントは決してゼロではない。

組織がこのような突発的で深刻なネガティブイベントに直面した際に，

如何に柔軟に対応し，損害を低く抑え，逸早いシステム復旧を可能にす

るかということを考える上で，レジリエンスの概念が人間工学の分野で

注目を集めるようになったのである。  

人間工学においてレジリエンスの考え方を導入する重要性をいち早

く説いた Hollnagel (1998) によると，レジリエンスとは，「システムが本

来的に持っている能力であり，環境変化や外乱など，何かが起こる前に

システムがやるべきことを調整し，何かが起こっている最中や事後は，

状況が予想したものであっても，予想外のものであっても，その機能を

継続することができる能力」と定義される。また，当分野においては，

「いかにシステムの反応力を高めるか，いかにモニタリング力を高める

か，いかにシステムや組織の予測力を高めるか，いかに学習能力を高め

るか」，つまり，いかにレジリエンスを高めるかということに関心があり，

レジリエンス・エンジニアリングの考え方が特に注目されている。  

 レジリエンス・エンジニアリングは，組織の安全を考える上で重要な

概念として注目され始めたが，注目され始めたのは 1980 年代の終わりか

ら 90 年代の初めとされており，まだ歴史は浅い。そもそも，組織の安全

が注目され始めたのは，1931 年に産業災害防止に関する重要な本が初め

て出版された頃からであるとされる。この時代における，安全性におけ

る主な解決策は排除と防御であった。排除とは，事故調査の後，あるい
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はリスク評価によってリスクが確認されたら，それを取り除こうとする

こと，すなわちシステムの再構築や他の設備の導入を試みることを指す。

この時代においては，組織の安全について，技術面から捉えることが中

心であった。  

しかし，1979 年 3 月にアメリカのスリーマイル島で事故が発生したこ

とによって，組織の安全を考える上で，技術の安全評価のみに頼ること

への限界が示された。そこで，「ヒューマンファクター」が注目されるよ

うになった。ここでは，人をリスク要因として捉え，人の行動をリスク

要因として分析し，人がミスや間違いをする可能性を計算する「人間の

信頼性評価」を行うようになった。つまり，事故が発生した際に，その

原因を技術の問題のみに求めるのではなく，そこで働く個人の行動にも

原因を求め，安全評価を行うようになった。  

そしてさらに，1980 年代の終わりから 90 年代の初めにかけては，組

織の安全性は，ヒューマンファクターを加味するだけでは不十分であり，

組織的要素も考慮しなければならないという考え方が導入されはじめた。

このようにして，組織の安全を考える場合には，技術的要素，ヒューマ

ンファクターの要素，組織的要素に着目しなければならないという考え

方が一般となった。  

組織は，様々な安全を確保するために，これら要因の出現を予知し，

要因自体を排除するか，要因が出現してもシステムがダメージを受けな

いよう頑強にシステムを構築する，つまりロバスト・アプローチがとら

れることになる。しかし，ロバスト・アプローチのみに頼ることは，①

出現する各要因の種類と規模の想定を超える要因の出現に対しては無効

となる，②システム構成要素，外界要素が再現性なく変動する場合には，

業務標準化に限界があるという点において，安全構築は困難な場合も多

いということに気がつき始める。  

そこで，想定を超える事態，または変動を吸収してシステムの安定化

（想定を超える要因出現においては，それによる事態の速やかな静定）

を考えることの必要性が認識し始められるようになった。ここで，変動
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を局所で吸収し，システム全体に影響が及ばないようにするレジリエン

ス・アプローチが注目されることになった。  

レジリエンス・エンジニアリングの方法による安全マネジメント指針

は，①安全は static な状態ではなく，状況のダイナミックな変化に対す

る的確な対応を通じて維持的できる「危険回避の継続」プロセスと考え

るべきである。つまり，変化が本質的であるという見方が最も重要な指

摘である。さらに，②変化する要素として，技術システムやそれを運用

する組織，それらを囲む外的環境や社会の要求までを考慮の対象とする。

加えて，組織としての複数の目的（しばしば相克を伴う）の優先順位，

目的達成のための具体策，予算構成，安全管理方策などが状況に応じて

変化することも適切に考量されることが重要であるとされている（北村，

2011）。  

また，このレジリエンスを可能にするために，個人として，あるいは

組織，システムとして必要な 4 つの能力として，Hollnagel (2008) は，①

responding：何かが起こった時に反応できること，②Monitoring：状況を

モニターして何が重要であるかを理解できること，③Anticipating：起こ

り得る出来事や変化を予測できること，④Learning：過去の出来事につ

いて，悪い結果だけではなく，良い結果からも学ぶことができることの

4 点を挙げている。  

さらに，北村（2011）は，これらの 4 つのレジリエンス能力を支える

要素として，Technical skill，Non-technical skill，Attitude，Mental and 

physical health の 4 つの要素を提案している。Technical skill とは，変動

を吸収し，ミッションを遂行するための技術的なスキル，知識である。

また，Non-technical skill とは，CRM（crew resource management）スキル

が該当する。さらに，Attitude とは，変動から逃げずに前向きに挑む態

度で，責任感，使命感，正義感などを指す。そして Mental and physical 

health，すなわち，心と体の健康も挙げており，それらはあと一歩の前向

きの行動に踏み出すために必要なことであり，レジリエンス能力のベー

スとして管理対象とすべきであり，健康の維持管理のためのスキルが教
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えられるべきであるとしている。そして，組織は，これらの 4 つの要素

についての状態を把握し，脆弱性があればそれを埋め，さらに安全を磐

石化するためには一層の強化を図るマネジメントが必要であることを提

案している。  

また，特に日本では，東日本大震災発生後から特にレジリエンスの概

念が一気に注目を浴びることとなった。例えば芳賀（2011）は，東日本

大震災発生時，本部との無線が充分につながらなかったため，上官から

の支持を待たずに暗くなるまで救助活動に携わったヘリコプター・パイ

ロットや，充分な指示を受けられなかった場合でも適切に避難誘導を実

行したり，マニュアルに反して高台からは避難誘導しなかった JR 東日

本の社員など，想定外の状況の中である程度自主的に判断して行動し，

被害を最小限に食い止めた方々の例と，一方で薬事法に違反するからと

病院間の薬の融通をためらった医療機関，自治体からの要請がないから

という理由で支援物資を送ろうとしなかった役所，生徒を高低に並ばせ

て点呼をとっているうちに逃げ遅れて多くの犠牲者を出した小学校など，

法令，マニュアル，前例に縛られたり，教育・訓練を受けたことだけを

行おうとして支援の足を引っ張ったり，被害を大きくしたりした個人や

組織を例に挙げ，比較することによって，レジリエンスの重要性につい

て言及している。  

以上のように，人間工学においては，突如困難な状況に直面したとし

ても，被害や損害を最小限に抑え，できるだけ早く原状の通りに復旧す

ることを可能にする力を組織全体として備えるべきであるという要請に

応えるために，レジリエンスの研究が盛んに行われるようになった。た

だし，実証的な研究はほとんどなされておらず，実証研究の蓄積が求め

られている。さらに，これまで特に組織全体や，システムの復旧に焦点

が当てられており，従業員の精神的な回復は看過されてきた。しかし，

組織を動かすのは従業員ひとりひとりであり，組織の復旧を目指す際に

は，従業員の精神的状態に対して注意を向けるべきであるという指摘が

されるようになってきた（小松原，2012）。これらの課題は残されている
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ものの，組織全体のレジリエンスに着目するというマクロな視点は，職

場におけるレジリエンスに注目する上で重要な視点である。さらに，

Hollnagel (2009) が提唱しているように，組織が置かれている状況の各時

点において，それぞれいかなる要素が重要となるかを考える，すなわち

時系列を考慮するという視点も重要なものである。  
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FIgure 1-2 人間工学分野におけるレジリエンスの研究動向  

 

 

5.職場におけるレジリエンスの包括的理解のための枠組みの提示 

  

以上のように，心理学，人間工学それぞれにおいて，異なる対象レベ

ル，視点において研究が蓄積されてきた。心理学においては特に個人レ

ベルのレジリエンスに，人間工学においては組織レベルのレジリエンス

に焦点が当てられている。さらに，心理学においては，より長期的な精

神的回復に，人間工学においてはより短期的なシステム復旧に着目して

いる点もそれぞれの特徴である。  

レジリエンス研究に多くの注目が集まることで，様々な研究知見が蓄

積され始めた一方，そのために様々な混乱が生じているのも事実である。

予測 監視 対処 学習

脅威・変動

技術的スキル 非技術的スキル 態度 心身の健康

レジリエンスの高い組織

レジリエンスの研究動向 ―人間工学編―
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1 つの領域内においてもレジリエンスの定義や概念の整理がなされてお

らず，ましてや領域横断的，学際的にレジリエンス研究の知見を包括的

に理解することは困難な状況である。そこで，本稿では，心理学分野に

おける研究知見と，人間工学分野における研究知見を統合して捉え，マ

ルチレベルの観点からレジリエンス研究の知見を整理する。このことに

よって，職場におけるレジリエンスについて，より系統だった切り口を

与えることができることが期待できる。そこで，菊地・山口（2012）で

は，研究対象とするレベルと，レジリエンスの発揮過程，すなわち時系

列との 2 つの軸に基づいて職場におけるレジリエンスの包括的理解を試

みている。  

まず，レジリエンスを発揮する主体に注目する視点，すなわち対象と

するレベルに関して，既述のように，心理学では個人レベル，人間工学

では組織レベルのレジリエンスに多くの関心が寄せられてきた。ここに，

さらにチームレベルのレジリエンスを加えることにより，組織における

レジリエンスを包括的に理解することが可能になると考える。なぜなら

ば，従業員は，組織全体の状態というよりも，より身近な所属チーム（部

署）の状態や特性により影響を受ける。そしてさらに，個人はチームに

組み込まれた際，自分のアイデンティティよりもチームのアイデンティ

ティを優先し，そのためチームの特性や状態が大きく個人の状態に影響

を及ぼすことが示されているためである（West, Patera, & Carsten, 2009）。

そこで，対象レベルとして，組織・チーム・個人の 3 つのレベルに着目

する。  

さらに，レジリエンスを理解する上で重要となる視点の一つ目は時間

軸であると考えられる。レジリエンスを発揮する過程を理解するには，

ネガティブイベントの発生前，発生中，発生後の各時点における重要な

要素を見出すことが重要となる。組織のレジリエンスに関する研究の中

で，Pollock, Paton, Smith, and Violanti (2003) は，レジリエンスの高いチ

ームについて理解するために，ネガティブイベント発生前と，発生中，

発生後の 3 段回に分けて，各時点において重要となる要素をまとめてい
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る。例えば，発生前には，メンバーの集団アイデンティティを高め，半

自治的なチーム構造や管理体制を確立することで，組織が危機に直面し

た際にも積極的，かつ主体的に問題に取り組むことに繋がる。発生中に

はチームメンタルモデルが重要な核となり，個人がそれぞれ積極的に状

況認識し，それらの情報を良いコミュニケーションを通して伝達し合う

ことで，情報共有を促すことが効果的な対処行動に繋がる。発生後には，

集団凝集性やソーシャル・ピアサポート，共同コーピングが重要となる。

互いにメンタルケアをし合い，チームのまとまりを強めることがチーム

レジリエンスを高めることに繋がる。これらの示唆は，実証データに基

づくものではないが，時間軸を考慮してレジリエンスを理解する重要性

を示すものである。すなわち，レジリエンスの発揮は，日頃からの準備

状態，ネガティブイベント発生中の対処，そして発生後の取り組みまで

の一連のシステムを考慮することで，より詳細な理解が可能になると考

えられる。  

以上をまとめると，職務文脈におけるレジリエンスの統合的な理解の

ためには，時系列軸と，対象レベル軸の掛け合わせによって検証を試み

る視点と，さらに，対象レベル間のクロスレベルの影響過程に注目する

視点が重要となるだろう。以上のことから，レジリエンスを統合的に理

解するために，時系列と，対象レベルの二次元マトリックスの枠組みを

提案する。この枠組みを Figure 1-3 に示し，以下に関連研究を挙げて整

理する。また，組織に関してはベクトルの向きごとに，チームと個人に

関しては時系列ごとに整理していく。  

 

 

 

 

 

 

 



29 

 

 

   

Figure 1-3 時系列と対象レベルの 2 次元マトリックスの枠組み  

注）Figure 中の矢印は影響過程を表す。  

 

 

 

 

①組織レベル・外向き 

組織は，関連企業や株主，地域コミュニティなどの外部に対し，日頃

から組織全体の態度として，ミッションや目標，取り組み，安全性等を

明確に示す必要があるだろう。これは企業の情報開示責任として CSR

（Corporate Social Responsibility）にも明示されており，組織が存在する

上で前提となる。この説明責任は事故発生中，発生後にも同様に組織が

果たすべきことである。この安全情報の提供を積極的に行うことで，事

故の予測や未然防止に繋がり，組織の安全文化や安全風土が向上するこ
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とが期待できる（福田，2009）。こうした点においても，組織の説明，情

報開示責任は，日頃からの重要な取り組みであると考えられる。  

また，日頃からの地域や関連企業とのネットワーク構築によって，緊

急事態の応援要請をスムーズに行うことが可能になり，それが組織のレ

ジリエンスの発揮を支えることになるだろう。さらに，競合的な環境の

存在のニーズに適合したビジネスモデルを持つ組織は，よりうまく危機

に対処できる（Gittell, Cameron, Lim, Rivas, 2006）。つまり組織は，説明

責任を果たし，ネットワークを構築するだけでなく，外部環境を絶えず

モニタリングし，両者にとって有効なビジネスモデルを構築しておくこ

とが重要であろう。  

 

②組織レベル・内向き  

部署や従業員への働きかけ，すなわち内向きの取り組みによって，適

切な組織文化や組織風土を構築することも，組織レジリエンスを形成す

る重要な要素であると考えられる。というのも，組織の安全文化は，個々

の成員が持つ価値観や能力，行動が相互作用しながら生まれるものであ

る。そしてその逆のベクトルも然り，個人の持つ価値観や態度は，組織

文化の影響を強く受けながら形成される。どのような安全文化が存在す

るかによって，組織の健全性，安全性向上への貢献度，熟達度は強く影

響を受けるため，適切な組織文化の形成が，組織レジリエンスを支える

ことになるだろう（Lengnick-Hall, Beck, & Legnick-Hall, 2011）。  

また，組織は内部に対して目的や中心的価値，ビジョンを明示するこ

とで，ポジティブで建設的な概念的志向を促進する（Collins & Porras, 

1994）。それによってメンバーに共有された強い中心価値が，目的やアイ

デンティティと組み合わさることで，問題解決を促し，状態を整えるこ

とが可能になる（Coutu, 2002）。そのような組織の建設的なセンスメイキ

ングによって，従業員らも予想外の出来事や状況に対する意味の解釈や，

意義を捉えることができる（Thomas, Clark, & Gioia, 1993）。  

組織文化に関しては，高信頼性組織の文脈において，マインドという
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概念を用いて重要な示唆がなされている。マインドとは，「現状の予想に

対する反復的チェック，最新の経験に基づく予想の絶え間ない精緻化と

差異化，前例のない出来事を意味づけるような新たな予想を生み出す意

志と能力，状況の示す意味合いとそれへの対処法に対する繊細な評価，

洞察力や従来の機能の改善に繋がるような新たな意味合いの発見といっ

た要素が組み合わさったもの」を指す（Weick & Sutcliffe, 2002）。マイン

ドが高ければ，わずかな兆候から重要な意味合いを理解し，適切な対応

をとることができるため，不測の事態をマネジメントする鍵となる。マ

インドを備えた組織文化は，経営トップが信念，価値観，および行為に

関するあるべきマインドの姿を一貫性を持って明示し，メンバーの強い

共感を呼び，賞与・昇給・称賛がマインドを持って行動する者に与えら

れる時に活性化する。すなわち組織のレジリエンスを高めるには，ネガ

ティブイベント発生前段階において，組織内部に対してミッションや方

針を明確に，一貫性を持って示し，それらをメンバーが共有し，対処後

には，公正に報酬を与えることが重要となるだろう。  

この公正さについて，芳賀（2011）は Reason（1997）の組織文化の文

脈を用いて重要な示唆をしている。想定外の事象に対して臨機応変に対

応して危機を乗り越えるための最大限の努力をすることは望ましい。し

かし，それが悪い結果に終わった場合に結果責任を問われて裁かれるな

らば，マニュアルに書いてあることと，指示されたこと以外を行わない

方が無難である。すなわち，レジリエンスの高いパフォーマンスの前提

として「公正な文化」が必要であるといえよう。従って，組織のレジリ

エンスを高めるためには，日頃から組織の一貫した方針や公正さを明確

に示すことが重要となるだろう。  

さらに，Gittell ら（2006）は，組織が想定外の緊急事態によって危機

に陥った際の一時解雇は，短期的な対処とはなるが，長期的回復を阻害

する可能性があることを報告している。一時解雇は，価値共有や信頼，

情報共有，チームワークの阻害を招くことがある。そこで重要なのが，

人員削減に頼らない，限られた資源の柔軟な分配である。柔軟で，適応
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性のある資源を有する組織は，予想外の出来事に対してもポジティブに

対処できる（Sutcliffe & Vogus, 2003）。この柔軟な資源の分配を可能にす

るために，実際にどのようなことが重要となるか，今後の研究で明らか

にすることが求められる。  

 

③日常・チームレベル 

チーム適応の文脈において，チームがうまく変化に適応するには，チ

ームのミッション分析や目標の明確化，戦略構築が重要であることが指

摘されている（Rosen, Bedwell, Wildman, Fritzsche, Salas, & Burke, 2011）。

個々のチームは日頃から，組織のミッションや方針を参照したり，組織

の状態を把握したりすることで，チーム独自の具体的な目標を立ててい

る。このことを考えれば，ネガティブイベントに直面した際にチームと

していかに対応するかといった方針やマニュアルの作成を行っておくこ

とが，緊急事態におけるチームレジリエンスの発揮を支える基盤になる

だろう。  

また，内向きの取り組みとして，チーム目標の共有や，メンバーの役

割の明確化，チームワークの向上，TMS（Transactive Memory System；

記憶分有システム）の構築，心理的安心感や信頼関係の構築等々が重要

となることが考えられる。チームが優れた成果を上げるための前提とし

て，チームとして達成すべき目標が明確で，その道筋・手順も明快であ

ること，さらにチームで効率的に課題を遂行するために必要となる役

割・職務を明確にして，その役割を全うするのに適した人材を配置する

ことが重要である（山口，2008）。これに加え，チームワークを高めるこ

とで，チームレジリエンスの発揮を左右するだろう。というのも，効果

的なチームワークはヒューマン・エラーを低減させ，複雑でストレスフ

ルな環境において安全な作業上限を維持する際に威力を発揮することが

指摘されているためである（Salas, 2001）。効果的なチームワークとは，

例えばメンバーが互いに言動に注意を払い，もし間違いがあれば指摘し

て確認し合い，修正することなどを含み，このことが実現されることに
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よって，個人レベルで起こったミスやエラーがチームレベルあるいは組

織レベルの事故へと発展するのを防ぐことが可能になるだろう。  

また，TMS は近年注目されている概念であり，他者の専門的知識に対

する集合的な記憶システムのことを指す（Wegner, 1987）。組織における

TMS の有効性は様々な研究で明らかにされている（e.g. Jackson & Klobas, 

2008；Lewis, 2005）。特に，Akgun, Byrne, Keskin & Lynn（2006）は，不

安定な状況の中で，TMS を構築しているチームはチームパフォーマンス

が高いことを示している。TMS を日頃から構築しておくことで，緊急事

態に陥った際の不安定な状況においても，専門知識へのアクセスをスム

ーズにし，より確実で迅速な意思決定を可能にするだろう。  

さらに，日頃から，チームで心理的安心感を共有しておくことも重要

な要素である。心理的安心感とは，メンバーが意見を言うことや，ミス

の報告を歓迎するようなチーム環境であることを指し（Edmondson, 

1999），チームレジリエンスを決定する重要な要因となることが示唆され

ている（Lengnick-Hall et al., 2011）。  

また，チームメンバー間の信頼は，特に不明瞭であったり，統制が困

難であったりするような状況下で重要である（Dirks, 2000）。メンバー間

で信頼関係が築かれていることで，メンバー同士の結束や連携が強化さ

れ，情報伝達や情報共有，協働を促したり（McEvily, Perrone, & Zahher, 

2003），誤解なく，共通方法や共通理解によって効果的に対処できたりす

ることが示されている（Blatt, 2009）。これらのことから，信頼関係を構

築しておくことも，チームレジリエンスを支える重要な要因であると考

えられる。  

 

④日常・個人レベル 

ネガティブイベント発生前の日常業務の中では，個人は組織やチーム

のミッションや目標，方針，志向性等を参照して，個人の目標，志向性

を確立し，チーム内での自身の役割を明確に認識しておくことが重要で

あると考えられる。これは，いざというときに，どの方向を目指して行
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動することが求められているのかを見極めるためには，組織やチームの

方針や志向性を理解しておくことが必要であると考えられるためである。

また，役割が明確でなければ，自分が何をすれば良いのか判断がつかず，

不安が増大し，それ事態がさらなるストレスを引き起こすことになる（長

谷・堀・中安・松下・稲垣・海野・西ヶ谷・西島・遠田・指原，2008）。

そのため，困難な状況に直面し，混乱状態に陥っている際にも，適切な

行動を選択して実行するためには，日頃からその行動の判断基準となる

組織やチームの方針や志向性を理解し，自身の役割を明確に認識してお

くことが重要となるだろう。  

さらに，組織や仕事に対するコミットメントや，ワーク・モチベーシ

ョンを高めておくことも重要な要素であろう。というのも，これらが備

わっていることで，逆境に立たされた時にも，その状況から逃げず，組

織に対して貢献的にふるまうことに繋がることが示唆されているためで

ある（Maddi, & Khoshaba, 2005）。  

 

⑤困難事象発生時・チームレベル 

先述のように，事故を防ぎ，安全かつ効率的な運航を達成するための

CRM スキルは，組織において困難な事象が発生した際に求められるスキ

ルでもあり（北村，2011），この CRM スキルの要素として組み込まれて

いる状況認識の維持が，この時点では特に重要な要素となるだろう。困

難な状況が発生した際には，混乱状況に陥り，自分たちがどのような状

況に置かれているのか不明確になりがちである。そこで，チームメンバ

ーが絶えず組織，システム全体の状況をモニタリングし，情報を共有す

ることが重要であると考えられる。  

また，当然のように，協働や相互サポートやバックアップも求められ

る重要な要素であろう。メンバーが互いに協力し合い，手が足りないと

ころに対してバックアップすることは，組織のレジリエンスの核となる

要素である（Mallak, 1998）。というのも，危機に直面した際，助言や情

報，財源，情緒的サポート，手続き的サポートなどの利用可能な資源の
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充分さ，手に入れやすさは，脅威を認知する初期段階に影響を及ぼし，

メンバーの採用する対処行動にも影響を及ぼすためである（Mallak, 

1998）。困難な状況に直面した際に，それを脅威と認知すると，その状況

に立ち向かっていくことの障害となる可能性がある。利用可能なサポー

ト資源の十分な量と入手可能性の高さは，驚異の認知に大きく影響を及

ぼすため，チーム全体としての的確な危機対処には相互サポートは不可

欠であるといえる。  

以上のような，チームレベルでの状況認識や情報共有，協働，サポー

トは，チーム適応の文脈，すなわちチームがうまく変化に適応するため

に重要な要因としても示唆されており（Rosen et al., 2011），特に本研究

で前提とするような非常に困難な状況においては，より強く求められる

要素であることが考えられる。  

以上の研究の他にも，リーダーが従業員のレジリエンスに及ぼす影響

に関しても注目され始めている。例えばハーディネスの高い，すなわち

失敗や危機に直面しても容易にへこたれないリーダーは，行動や言葉に

よってストレスフルな状況に対する強いコミットメント，コントロール，

挑戦，対応を見せることで，ストレスは学習や成長の機会を与えてくれ

るものであると示すことになる。その結果，従業員のレジリエンスを促

進し，レジリエンスの高い集団を形成する可能性が示唆されている

（Bartone, 2006）。チームレジリエンスを促進するリーダーシップの在り

方について，さらなる研究が求められるだろう。  

 

⑥困難事象発生時・個人レベル 

困難な事象が発生した際，個人に求められることは，主体的，積極的

に情報提供をしたり，他者に対してサポートを提供したりすることが重

要となる。これは，上記のチームレベルでの効果的な対処を可能にする

ための必要条件であるためである。逆境に立たされ，資源不足の時にで

も，限られた資源によって何とか切り抜けようとする個人の行動は，遠

心的な勢力（想像的な行動を可能にするアイディア，知識，情報の生成
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に影響する）と，求心的な勢力（行動的解決に対する直接的なインプッ

トやプロセスに影響する）を生み，組織が限られた資源をフルに生かし

て問題解決を図ることを促す（Sheremata, 2000）。  

また，その際に重要なのは感情調整であり，小塩ら（2002）は「動揺

しても心を落ち着かせることができる」などの項目を含む感情調整をレ

ジリエンスの下位項目として位置付けている。想定外のネガティブイベ

ントが発生した際に，うまく感情をコントロールできずにいると，視野

が狭窄することで有効な対処行動の判断を妨害したり，行動に移すこと

を困難にしたりする可能性がある。そのため，想定外のネガティブイベ

ントに直面した際にも，感情をうまく調整することが重要となるだろう。 

 

⑦困難事象対処後・チームレベル 

ネガティブイベント発生後には，組織に対してチームの対応や現状を

報告するとともに，組織全体の方針の見直しを参照し，チーム目標や方

針の見直しを行うことになるだろう。例えば，日常業務の中で作成した

マニュアルは，実際に緊急事態が起きた際の現場では，通用しない可能

性もある。そのため，そのギャップを発見した際には，マニュアルの見

直しを繰り返すことが必要となる（Huber, van Wijgerden, de Witt, & 

Dekker, 2008）。  

また，チーム内では，振り返り，学習を行うことが重要となる。チー

ム学習の重要性は多くの研究で明らかにされており，病院を対象とした

調査によっても，医療ミスや失敗が少ない組織の特徴として，ミスやエ

ラーが起きた際には報告し，どのようにそれを防ぐかを議論することが

重要であることが報告されている（Vogus & Sutcliffe, 2007）。  

 さらに，メンバーのメンタルケアも重要である。ネガティブイベント

の発生により，深く落ち込み過ぎている個人を励まし，意義のある経験

であったと意味付けを行えるようサポートすることが大切であり

（Violanti & Paton, 1999），それらの相互サポートは，チームの凝集性を

高めたり，互いの経験や認知を共有したりすることで将来の危機に備え
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ることに繋がる（Lyons, Mickelson, Sullivan, & Coyne, 1998）。  

 

⑧困難事象対処後・個人レベル 

困難な出来事の体験から学ぼうとすることは，チームレベルだけでな

く個人レベルでも重要である。自分自身で状況やそれを体験した自分と

向き合ったり，他者に対して積極的にフィードバックを求めたりするこ

とで，困難な出来事の体験をストレッサーとして認識するのではなく，

学習や成長の機会として認識することで，困難な出来事がもたらしたネ

ガティブなインパクトを軽減できる可能性があるだろう。それと同時に，

メンタルヘルスの回復も大切である。メンタルヘルスの回復については，

特に臨床心理学において多くの知見が報告されている。例えば，人はネ

ガティブイベントを経験し，悲観的になっているときには視野が狭くな

り，よりネガティブな部分にばかり注意が向いて，落ち込む原因となっ

たものから抜け出すことが困難である。しかし，状況やネガティブイベ

ント，そしてイベントを経験している自分に対して意味付けをし，失敗

から学ぶこともあるといった認知的な切り替えを行うことによる精神的

な回復は，有益な効果をもたらすことが示唆されている（Basso, Schefft, 

Ris, & Dember, 1996）。  

これらのことは，PTSD 研究においても広く認識されていることであ

る。トラウマが原因となり発症する PTSD の研究においては，近年，有

益性発見（ finding benefit）という概念の成立に力が注がれている（Affleck 

& Tennen, 1996；Davise, Nolen-Hoeksema, & Larson, 1988；Janoff-Bulmann 

& Frantz, 1997）。この有益性発見とは，困難な状況においてポジティブ

な意味や有益性を見出すことを指し，それによって，ネガティブな側面

が最小化されたり，緩和されたりするとされている。そして，この考え

に基づき，PTG（Post Traumatic Growth：心的外傷後成長）の可能性が提

唱されている。これは，たとえ外傷体験をしたとしても，そのことによ

って人間的成長が認められ，精神的により深みを増すことができること

を指す。  
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レジリエンスは，あくまでも原状の通りに回復するまでを指す概念で

あり，困難な出来事の経験によって成長することまでは含んでいない。

ただし，その体験を成長の機会として認識することで，よりネガティブ

なインパクトを軽減できるのであれば，より早い精神的健康の回復が可

能になることが考えられる。その意味で，心的外傷後成長の考え方は非

常に重要な示唆であり，いわば“目標地点”となる考え方であるといえ

る。  

 

 以上のように，時系列と対象レベルの 2 軸を意識しながら，心理学と

人間工学のそれぞれにおける研究知見を整理し，新たにチームレベルの

レジリエンスの考え方を取り入れることで，職場において発揮されるレ

ジリエンスについての包括的理解のための道標を提案した。一気に研究

が増えたことによって，レジリエンスの定義や概念が未整理の状況で，

研究知見に混乱が生じているため，このような系統だった整理は，レジ

リエンス理解のための土台となることが期待できる。  

ただし，これらは実証的検討に基づくものではなく，関連すると考え

られる従来の研究を整理したに過ぎない。そこで，それぞれの対象レベ

ルと時系列の組み合わせのセルごとに，どのような要素が重要となるの

かについて，1 つずつ研究を積み重ねていく必要がある。また，それぞ

れのレベル，段階を個別的に扱うだけではなく，それぞれのレベル間，

段階間のクロスレベルの影響過程も考慮することで，初めて包括的な理

解が可能になるだろう。  

そこで，本研究では，将来的に，組織におけるレジリエンスについて

包括的に理解することをめざし，まずは個人，チーム，組織それぞれの

レジリエンスについて個別的に理解することを目的とする。そこで，以

下では 2 つの組織を対象に，個人，チーム，および組織のレジリエンス

について検討したこれまでの実証的研究の報告を行い，本研究でどこま

でカバーできているかを明確にし，最後に今後の展望を示す。
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報告の統括
体制，方針，目標の見直し

奨励

情報収集，統括
支持命令
資源提供

目標，方針，志向性の明示
公正性の明示

事後報告
チーム目標、方針の見直し
マニュアルの見直し

目標，方針，志向性の明示
緊急時マニュアルの作成

チーム目標，方針の共有
役割分担の明確化
チームワークの構築

TMSの確立
心理的安心感、信頼関係の構築

組織・仕事コミットメントの向上
ワーク・モチベーションの向上

組織・チームの目標，方針，志
向性の理解と認識

役割認識

外部への報告，説明
資源獲得

組織のミッションの明示
外部ネットワークの構築

事後報告
フィードバック要請
サポート要請

チーム学習
フィードバック提供
情緒的サポート提供

情報提供、収集
状況判断
資源獲得

情報提供，収集
サポート要請

情報共有
サポート提供

感情調整
役割行動

振り返り，学習
メンタルヘルスの回復

Table 1 職場におけるレジリエンスの包括的理解のための枠組み
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5.本稿の構成 

  

第 1 章では，本研究の全体的な問題と目的を提示した。そして，これ

まで行われてきたレジリエンス研究のレビューを行い，類似概念との区

別を明確にし，さらに調査文脈を職場に限定してレジリエンスの検討を

行うことの意義を明示した。そして職場におけるレジリエンスの包括的

理解のための道標を提案した。  

第 2 章では，研究対象である 2 つの調査フィールドについて，その背

景と研究対象とする意義を示す。1 つ目の対象は病院看護師であり，2

つ目の対象は東日本大震災で被災した組織とその従業員である。看護師

については，離職率の高さが問題となっており，特に看護師に焦点を当

てたレジリエンス研究が多くなされている。そして，東日本大震災は，

レジリエンス研究が一気に注目されるようになったきっかけである。す

なわち，いずれの研究対象も，研究対象としても，社会的にも非常に注

目を集めている対象である。  

第 3 章では，職務レジリエンスの発揮を必要とする前提としての，危

険因子の探索を行う。レジリエンス研究では，対象とする文脈によって

得られる研究知見が異なってくる。そこで，看護現場では，実際にどの

ような困難な状況が発生する可能性があるのかを把握することで，日常

的なストレス場面とは異なる，非常に困難な状態を明確に示すことを目

的としている。  

第 4 章では，職務レジリエンス尺度の開発を行う。これまでのレジリ

エンス研究で多く用いられてきたような，レジリエンスの発揮に影響を

及ぼす個人特性を測定する尺度とは異なり，より直接的表現によって，

個人の職務レジリエンスに対する信念を測定する尺度を独自に作成する。

そして，妥当性，信頼性の検証を行う。  

第 5 章では，職務レジリエンスが発展，養成可能なものであるかを検

討するための第一歩として，職務年数によって職務レジリエンスの程度

が異なるかを検討する。職務年数によって職務レジリエンスや，職務レ
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ジリエンスの発揮が影響を及ぼすバーンアウト傾向に違いが見られるの

であれば，職務レジリエンスの発展，養成が可能であることを示すこと

に繋がると考えられるためである。そして，職務レジリエンスの発展可

能性を示すことで，職務レジリエンスの促進要因の検討を行うことの妥

当性を示すことを目的としている。  

第 6 章では，職務レジリエンスの発揮を促す要因の検討を行う。具体

的には，職務意義認知と，職務コミットメントに焦点を当てる。これら

2 つの要因が，職務レジリエンスの発揮にどの程度影響を及ぼすかにつ

いて，看護師を対象とした質問紙調査によって実証的に検討を行う。  

第 7 章では，職務レジリエンス行動尺度の開発を行う。職務レジリエ

ンス行動とは，実際に困難な状況に直面し，一時的に精神的に落ち込ん

だ際に，より効果的に迅速に回復するために必要な行動を指す。これら

の職務レジリエンス行動を構成する下位行動について，看護師を対象と

した自由記述形式の質問紙調査によって探索し，それを基に職務レジリ

エンス行動尺度を開発する。そしてさらに大規模の看護師を対象とした

質問紙調査を実施し，職務レジリエンス行動尺度の妥当性，および信頼

性の検証を行う。  

第 8 章では，職務レジリエンス行動のもたらす効果について実証的に

検討する。第 7 章で開発した尺度を用いて，職務レジリエンス行動が実

際に個人の職務レジリエンスの発揮や，それに伴うバーンアウト傾向や

職務自己効力感に対して，どの程度影響力を持つかについて検討を行う。 

第 9 章では，チームレベルのレジリエンスに焦点を当てる意義につい

て述べる。そして，個人レベルと同様に，チームレベルでレジリエンス

の発揮が求められる前提となる，チームレベルの危険因子について探索

する。このことによって，チームレジリエンスが重要となる背景，前提

をより明確に示すことを目的としている。  

第 10 章では，従業員のチームのレジリエンスの高さに対する評価の

程度を測定することを目的とするチームレジリエンス尺度，および，チ

ームレジリエンスの発揮に影響を及ぼすチームレジリエンス行動の実行
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の程度を測定するチームレジリエンス行動尺度の開発を行う。このこと

によって，チームが困難な状況に直面した際に，チーム全体としてどの

ような対処行動が求められるのかを明らかにし，職場の全体的な迅速な

回復を目指すことを目的としている。  

第 11 章では，第 10 章で見出したチームレジリエンス行動がもたらす

効果について，チーム全体に及ぼす効果と，個人に及ぼす効果について

実証的に検討する。具体的には，チームレジリエンス行動がチームレジ

リエンスの発揮やチーム満足度にどの程度影響を及ぼし，その結果とし

て，個人の職務レジリエンスや職務コミットメントにどの程度効果をも

たらすのかについて検討する。  

第 12 章では，東日本大震災で被災し，甚大な被害を受けながらも，

迅速な復旧を可能にした食品加工会社を対象としたインタビュー調査，

および質問紙調査を実施し，職務レジリエンスの発揮に影響を及ぼす要

因の検討を行う。具体的には，職務意義認知と組織内自尊感情に焦点を

当て，それらの要因が，実際に非常に困難な状況に直面し，精神的に追

い詰められた従業員らの職務レジリエンスの発揮に，どの程度影響を及

ぼすかについて検討する。  

第 13 章では，同様に被災組織の従業員を対象とした調査を実施し，

職務レジリエンスの発揮に影響を及ぼす要因について，第 12 章で明らか

となった 2 つの要因以外の要因について焦点を当てる。具体的には，第

12 章のように個人内で完結する要因ではなく，地域貢献や誇りなど，組

織全体の姿勢や態度，取り組みによって影響を受ける要因に焦点を当て，

それらが職務レジリエンスの発揮にどの程度影響力を持つかについて検

討を行う。  

第 14 章では，組織レベルのレジリエンスに焦点を当てることの意義

を述べる。職場におけるレジリエンスの包括的な理解のためには，人間

工学分野におけるレジリエンス研究のように，よりマクロな視点を持つ

ことが求められる。そこで，本章においても，組織全体としての復旧を

可能にするために求められる要因を検討し，マクロな視点を持つことの
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重要性を示すことを目的としている。  

最後に第 15 章においては，第 3 章から第 14 章までにまとめた実証的

研究の統合的な考察を行う。第 1 章で示した，職場におけるレジリエン

スの包括的な理解のための枠組みを基に，得られた知見の整理を行い，

本研究の意義を示すとともに，今後の課題，展望をまとめる。  

 

 

 

第1章本研究の目的と理論的枠組の提示

第2章 2つの調査フィールド

第3章危険因子の探索

第4章職務レジリエンス尺度の開発

第5章職務レジリエンスの職務年数による違い

第6章職務レジリエンスの促進要因の検討
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第 2 章の要約 

 

第 2 章では，本研究において対象となった 2 つの組織について，その背

景や，具体的な様子をまとめる。研究対象の具体的な様子や状況を示す

ことにより，より明瞭に現実場面を思い浮かべながらの結果の解釈を可

能にすることを目的としている。本研究の対象の 1 つ目は病院であり，2

つ目は東日本大震災で被災した食品加工会社である。レジリエンス研究

において，病院看護師，および被災企業の両方ともが非常に注目を集め

ているフィールドである。というのも，病院看護師は非常にストレスフ

ルな職場であり，離職率の高さが問題となっていることから，そして被

災企業は，未曽有の深刻で突発的な困難な状況に直面した実際例として，

レジリエンス研究に非常に重要な示唆を投げかけるフィールドであるた

めである。  
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はじめに 

 

本研究では，2 つの組織を対象とした調査結果を報告する。一つ目は

病院であり，二つ目は東日本大震災で被災した食品加工会社である。レ

ジリエンス研究において，病院看護師，および被災企業の両方ともが非

常に注目を集めているフィールドである。というのも，病院看護師は非

常にストレスフルな職場であり，離職率の高さが問題となっていること

から，そして被災企業は，未曽有の深刻で突発的な困難な状況に直面し

た実際例として，レジリエンス研究に非常に重要な示唆を投げかけるフ

ィールドであるためである。  

まず本章では，本研究で調査対象とした 2 つのフィールドについて，

その背景と，そのフィールドにおける調査の実践的意義を示す。このこ

とで，より調査フィールドがどのような状況にあるのかを明確に示し，

職務レジリエンス研究の対象として特に焦点を当てることの適切性や意

義を示す。  

 

1.病院看護師 

 

近年，医療現場における看護師不足や離職率の高さが深刻化している。

日本看護協会の調査によると，2011 年には前年度より若干低下したとは

いえ，全国の常勤看護師の離職率は 11.0％であり（日本看護協会 , 2012），

高い離職率が続いている。看護の現場は，患者の命に関わる仕事である

ために常に緊張状態にあり，さらに人手不足などによって過酷な勤務状

態となっている。その中で，看護師は失敗やミス，対人トラブルなどの

非日常的な困難な状況に直面するリスクと隣り合わせの中で業務を行っ

ている。そのため，看護師はメンタルヘルスについてかなり高いストレ

スを持った集団と言われており（川口・豊増・吉田，1998；宗像，2007），

約半数の看護師が精神的不健康状態という報告もある（谷口，2010）。  

これまで，看護師のバーンアウトをはじめ，数多くのメンタルヘルス
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研究がおこなわれているが，決定的な対策は未だ打ち出されていないと

いう現状がある（野原・畠中，2009）。だが，職務関連のネガティブイベ

ントをきっかけに一時的には落ち込みながらも，多くの看護師がその苦

しい状況を乗り越え，精力的に職務を遂行している。そこで注目される

概念がレジリエンスである。近年，特に看護師に焦点を当てたレジリエ

ンス研究も行われ始めている（井原・尾形・犬塚・多田・永井・水野，

2010；谷口・宗像，2010）。  

看護師のレジリエンスは，心身の健康維持にとどまらず，質の高い看

護実践を達成し，一人のプロフェッショナルとして自立していく原動力

となる可能性があるとされている（井原・尾形・犬塚・多田・永井・水

野，2009）。さらに，個々が困難な出来事を乗り越えていく過程が，職務

レジリエンスの形成に影響し，患者のレジリエンスを引き出す看護  

力に至るとされ，看護師の職務レジリエンスの形成が，看護実践の質を

高めることが示唆されている（石井・藤原・河上・西村・新家・町浦・

大平・上田・仁尾，2007）。すなわち，困難を乗り越え適応していくレジ

リエンス特性は看護師に求められる特性であり，看護師のレジリエンス

が解明されれば，バーンアウト予防はもちろん，心身健康の維持に貢献

するとともに，看護ケアの質の向上も期待できる（谷口・宗像，2010）。 

 以上のように，看護師の職務レジリエンスは，良好な精神的健康の維

持につながるだけではなく，職務遂行の質にも大きく影響を及ぼすため，

看護現場における職務レジリエンスに関する実証的研究の蓄積と，その

知見の現場への応用が求められている。そこで，本研究において，1 つ

目の調査対象として病院看護師に焦点を当てた。  

まず第 1 研究においては，福岡県内の A 病院において自由記述形式の

質問紙調査を実施し，看護師が直面する可能性のある特に困難な出来事

の把握を行った。そして，それらの出来事に直面し，一時的に精神的に

落ち込んでしまった際に，どのようにして回復を図るか，すなわち，職

務レジリエンスをいかにして発揮するかについて尋ね，職務レジリエン

スの発揮を促す効果的な対処行動についても検討を行った。さらに，チ
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ームレベルのレジリエンス，すなわちチームレジリエンスの発揮を促す

要因についても検討を行った。  

 そして第 2 研究においては，福岡県内の B 病院において大量サンプル

を対象に質問紙調査を行い，第 1 研究で得られた知見の実証的検討を行

った。これら 2 つのフィールドにおける調査から，個人レベルの職務レ

ジリエンス，およびチームレベルのレジリエンスについて検討を行った。 

 

2.東日本大震災で被災した宮城県女川町の食品加工会社 

 

2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災は，日本において特にレジ

リエンス研究が注目を集めるようになったきっかけとなった。というの

も，東日本大震災という，未曽有の誰もが予想だにしなかったような甚

大な被害をもたらした自然災害を目の当たりにし，改めて，「自分たちが，

いつ深刻な困難な状況に立たされてもおかしくない」という認識をはっ

きりと持つことになったためである。困難な状況に直面して，一時的に

精神的に落ち込んだり，能力を発揮できない状態に落ち込んだりしたと

しても，そこから何とか這い上がり，状況に向き合い，原状の通りに回

復する力，すなわち従業員の職務レジリエンスをいかに高めるか，そし

て，組織が一時的に機能不全の状態に陥ったとしても，迅速に復旧する

力，すなわち組織レジリエンスをいかに高めるか，ということが大きな

課題として認識されるようになった。  

本研究では，東日本大震災によって甚大な被害を被ったにも関わらず，

迅速な復旧を可能にした宮城県女川町の食品加工会社（以下，A 社）を

2 つ目のフィールドとして調査を行った。東日本大震災で被災した企業

の中には，直接的，間接的な被害や損害を受け，その後も復旧に必要な

資源が入手できず，稼働再開を諦めざるを得ない組織も多く存在する。

だが，その一方で，決して資源に余裕があるわけでないにも関わらず，

迅速な復旧を遂げた組織も存在する。こうした違いがどこから生まれて

きたのかを考える時，注目されるのが A 社の実践例である。A 社は，震
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災によって大きな被害を受けながらも，わずか 10 日後には稼働再開を果

たし，さらに地域住民のために貴重な貢献を果たした。未曾有の非常に

困難で苦しい状況下で，精神的に追い詰められ，極限の状態にあったは

ずの A 社の従業員らを，精神的に支え，組織の迅速な復旧活動へ駆り立

てたのはどのような要因であろうか。実際に未曽有のネガティブ事象を

体験した組織とその従業員を対象とした生のデータに基づいた検討は貴

重であり，本研究の特長である。  

具体的な A 社の震災当時の状況，およびその後の取り組みなどについ

てまとめる。A 社は震災によって，窓ガラスは割れ，天井が落ち，製造

ラインが全て止まるなどの甚大な被害を受けた。従業員らの大きな怪我

はなかった。震災発生時刻が出荷前であったため，11 日出荷分の商品が

冷蔵庫にストックされている状況であった。そこで，T 氏の判断で，当

日の夜には，被災した工場内に残っていたすべての商品と水を避難所に

避難している地域住民や，道路が寸断されて動けずに車に閉じ込められ

ている人々に配ってまわった。また，女川町は，外に続く道路が全て寸

断されていたため，食料の配給が非常に遅れていた。そこで，まとめて

購入したいという依頼はすべて断り，長期的に住民らの手に食料を配給

できるよう，無償で 1 つずつ配って回った。  

その後，3 本の製造ラインのうち，被害が小さかった 1 本のラインを

使えるようにし，震災からわずか 10 日後に操業を再開した。そして，1

日 6000 個以上の商品を避難所に無料で配り続けた。また，町内だけでは

なく，食料が不足していた石巻や東松島の避難所にも足を運んだ。そし

て，夏ごろから女川で水揚げされる魚の放射性汚染のうわさが広まると，

自社資本で放射能検査装置を購入し，自社商品だけでなく，市場の魚や

同じ町内の水産加工会社の商品も無料で検査を実施した。9 月には震災

前に着工していた第 2 工場を完成させた。女川町からの住民流失を防ぎ，

街全体の復旧を目指すためには雇用拡大をすべきであるという考えをも

っていた。このため，従業員が不足していたわけではないにも関わらず，

100 人の新規雇用を行った。その後，新工場への移転によって空いた旧
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工場の製造設備は町内水産業の若手団体である女川水産加工研究会に無

償で貸し出している。  

このように，A 社は，自社の迅速な操業再開を可能にしただけではな

く，地域貢献までも行った会社である。この，いわば“成功事例”に基

づいて，非常に深刻な状況に直面した際の，従業員の職務レジリエンス

の発揮や，組織レジリエンスの発揮を促す要因について検討することで，

多くの組織にとって参考となる重要な示唆が得られることが期待できる。 

 

2 つの調査フィールドを取り上げるに際して 

 

本研究では以上の 2 つの組織を対象とした調査の報告を行う。これら

2 つの調査フィールドの違いとして，1 点目に職種の違いがある。看護職

は特にバーンアウトの拡大が懸念されているヒューマン・サービスの代

表的な職である。一方，A 社は食品加工会社であり，技術職や事務職が

含まれる。例えば過重労働や自律性，役割ストレスなど，両者に共通す

るようなストレッサーは多く存在する。ただし，特にヒューマン・サー

ビスにおいては，一般的な組織と異なる特異的な要因が存在する。その

一つが「感情労働」である。  

感情労働とは，“仕事の一部として，組織的に望ましい感情になるよ

う自らを調節する心理的過程”と定義される（Zapf, 2002）。感情労働は，

対面，あるいは声によって人と接することが不可欠な職種に生じ，他人

の中に何らかの感情変化を起こさなければならず，雇用者が研修や管理

体制を通じて労働者の感情をある程度支配するということが特徴である

とされている（Hochschild, 1983）。これらの特徴のために，感情労働は

自分が感じていない感情を表出すること，すなわち感情の不協和が心理

的健康を阻害することが明らかにされている（Hochschild，1983)。特に

看護師は，患者との間に罪悪感，恐れ，怒りなど様々な否定的感情を経

験し，その感情にうまく対処しなければならないこと（Smith, 1992），患

者は必ず何らかの問題を抱えているために，その他のヒューマン・サー
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ビス業より多くの否定的な感情に直面する可能性があること，そしてさ

らに看護師は感情ルールに従った感情を表面的に示すだけでなく，望ま

しい感情を心から感じるよう，自分の感じ方そのものを変える“深層演

技”を行い，その深層演技を続けるうちに，自分の本当の感情を感じな

いよう無意識の防衛（感情麻痺）を行うようになる（武井，2001）ため

に，感情労働によって多大なストレスを経験する代表的な例であるとさ

れている。  

ヒューマン・サービスに特徴的なストレッサーと，その他の職に存在

するストレッサーには大きな違いがあり，日常的に経験されるストレス

を取り上げて両者を比較することは適切ではない。また，リスク・マネ

ジメントの文脈でも，ヒューマン・サービスに存在するリスクと，その

他の職におけるリスクには大きな違いがあり，適切なマネジメントにも

違いが出てくるため，同様の切り口でアプローチすることは適切でない

だろう。ただし，本研究は，あくまでも「従業員自身たちがこれまでに

経験したことのない，もしくは日常的に経験されるものではない，特に

突発的で深刻な状況に直面した」ということを前提とし，そのことによ

って精神的に追い詰められ，一時的に落ち込み，その際にいかに回復力

を示すかということを議論するものである。そのため，経験されるスト

レッサーの質に違いがあるとしても，経験される精神的苦痛の程度には

ある程度同様のインパクトが見られるはずである。そこで，職種の違い

は大きくあるとしても，これら 2 つの調査フィールドを取り上げ，併せ

て議論することで，職種の違いを越えて得られる示唆があるものと考え

られる。  

また，2 つの調査フィールドの違いの 2 点目として，職務レジリエン

スを発揮する前提となる困難な事象―危険因子の発生源の違いがある。

病院看護師を対象とした調査においては，日常的に経験されるストレッ

サーとは区別し，突発的でより深刻なストレッサーを前提としている。

ただし，突発的であるといっても，それらの危険因子は内在的なもので

あり，それらが突如顕在化したものである。すなわち，危険因子が外部
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から持ち込まれたものではなく，発生可能性は常に内部に存在する要因

によって決定している。一方，A 社における危険因子は，外在的なもの

であり，想定外の危険因子が突然襲ってきた状況である。危険因子が内

在的なものであるか，外在的なものであるかによって，それらに対する

適切な対処行動や，求められる日頃からの準備状態は異なるだろう。こ

れまでの研究は，前者のように，内在的な危険因子を前提とするものが

ほとんどである。というのも，外在的な危険因子が突然持ち込まれると

いう状況に直面した組織を対象とする研究は，手続き上困難であるため

である。しかし，いつ何が起こるかわからない予測不能な時代である現

在，社会的な要請としては，後者に焦点を当てることであると考えられ

る。東日本大震災は，危険因子が外在している状況の中でも特に特異的

な状況であり，一般的状況とはかけ離れているが，一般的な状況では見

えてこない要因，知見が浮かび上がる可能性がある。そこで，本研究に

おいて，危険因子が内在している状況と，外在している状況の両者に焦

点を当て，それらにおいて違いがあるのか，また，共通して見られるも

のは何かを検討することは意義のあることであると考える。  

以上より，本研究では，病院看護師と被災組織の 2 つの調査フィール

ドにおいてレジリエンス研究を行い，個人，チーム，組織のそれぞれの

レベルのレジリエンスについて検討を行う。第 3 章以降では，まず病院

看護師を対処とした調査の報告を行い，第 12 章以降において A 社を対

象とした調査の報告を行う。そして，最後に，2 つのフィールドにおけ

る調査結果を併せて考察し，職場におけるレジリエンスの包括的理解の

ための第 1 歩として研究知見の提唱を行う。  
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第 3 章 

看護師の職務レジリエンス① 

危険因子の探索 
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第 3 章の要約 

 

本章では，職務レジリエンスを発揮することの前提となる，困難な状況

の体験について，看護師が実際に職場で体験する可能性のある困難状況

を明らかにすることを目的とするものである。いかなる困難な状況を前

提とするかによって，得られる研究知見は異なる。そのため，レジリエ

ンスを発揮することが求められる前提としての，困難な状況，すなわち

危険因子を明確に示すことが求められる。そこで本章において，実際の

看護現場に潜む危険因子を探索し，その調査結果を報告する。  
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問題と目的 

 

本章は，職務レジリエンスを発揮することの前提となる，困難な状況

の体験について，看護師が実際に職場で体験する可能性のある困難状況

を明らかにすることを目的とするものである。  

これまでのレジリエンス研究において，それぞれの研究者によって採

用される定義や概念，さらにその定義に従って導き出された研究示唆が

様々に異なってきた原因として，研究の背景に存在する危険因子と保護

因子の違いがある。困難な状況をもたらす要因のことを危険因子（ risk 

factor）と言い，困難な状況からの立ち直りを促進する要因のことを保護

因子（protective factor）と言う。危険因子にも保護因子にも，数多くの

要素が含まれている。たとえば危険因子としては，日常生活におけるネ

ガティブなイベント，戦争，病気，親の離婚や精神病理，貧困，虐待と

いった多種多様な要因が取り上げられている。また，保護因子の中には，

パーソナリティや自己にかかわる個人内の保護因子と，家庭や学校，地

域における良好な関係など周辺環境における保護因子も存在する（小塩

ら，2002）。どのような質の，もしくは困難なレベルの危険因子を前提と

しているかによって，得られるデータや知見は大きく異なるだろう。そ

のため，どのような困難な状況を前提としているかを明確に示す必要が

ある。  

本研究では，職務レジリエンス発揮の前提として，日常的なストレス

場面とは区別し，特に深刻な困難な状況に直面することを前提としてい

る。というのも，日常的なストレス場面と，これまで経験したことのな

いような深刻な場面では，対処可能性のレベルや，適切な対処の仕方，

そしてそれらを促す要素などが異なることが考えられるためである。さ

らに，日常的に経験しているようなストレッサーに対しては，ある程度

の免疫ができてくる可能性もあり，“精神的な回復”の前提となる，“一

時的な精神的落ち込み”の状態が，必ずしももたらされることが無くな

ることも想定される。  
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以上の目的から，本章では看護師が職務中に経験する可能性のある深

刻な困難な状況について，具体的場面を明らかにする。  

 

方法 

 

 手続き 自由記述形式の質問紙調査を実施した。  

調査対象者 福岡県内 A 総合病院の看護師 36 名を対象とした。調査

期間は 2010 年 5 月に行い，調査対象者の構成は女性 33 名，男性 3 名，

平均年齢 26.6 年（SD = 4.5），平均勤務年数 5.0 年（SD = 2.3）であった。

回収率，有効回答率はともに 100％であった。  

 質問紙の構成 自由記述形式の質問紙には，以下の 2 つの問いが含ま

れた。1.これまでに体験した困難な状況，2.実際に体験したことはない

が，見聞きした他者が体験した困難な状況 自身の直接体験のみならず，

他者の経験についても尋ねたことに関しては，より多くの具体的場面を

把握することを目的としている。なお，「休みが少ない」，「給料が少ない」

などの日常的なストレス場面とは区別し，特に困難な場面を挙げるよう

強調した。これは，ある程度耐性が備わっているような日常的なストレ

ス場面とは区別し，精神的に落ち込むような困難な状況を想起した上で

の回答を促すためである。  

 

結果  

 

質問項目 1 と 2 への回答についてカテゴリー分けしたところ，これま

でに経験したことのある，もしくは見聞きしたことのあるネガティブイ

ベントとして，①ミスやインシデントに関するもの，②対スタッフに関

するもの，③対患者に関するものの 3 つのカテゴリーが見出された。以

下に，それぞれのカテゴリーに対する回答数を示したグラフを示す

（Figure 3-1）。なお，グラフ中の数字は，回答数を示す。複数回答をし

た人がいたため，グラフ中の数字の合計は回答者の合計数とは異なる。  
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Figure 3-1 ネガティブイベント例別の回答数  

 

以下では，それぞれのカテゴリーごとに具体的な解答例を示す。  

ミスやインシデントに関するもの 28 の回答が含まれた。具体的には，

「知識不足や確認を怠ったことによって，仕事でミスをした」，「業務が

忙しく，忘れていたり，大丈夫だろうという思い込みのためにミスをし

た」，「トイレ介助をおろそかにしたとき真後ろに転倒し，意識レベルが

Ⅲ群まで低下した」，「内服などの飲ませ忘れなどのインシデントを起こ

した」などの回答が含まれた。  

対スタッフに関するもの 32 の回答が含まれた。具体的には，「私が

いることに気が付かずに，同僚が私の悪口で盛り上がっているのを聞い

てしまった」，「自分の中では計画を立てて行動していたつもりだったが，

先輩に頭ごなしに怒られた」，「納得ができない怒られ方をし，力で抑え

つけられた」，「気分の浮き沈みによる気分のムラで先輩にあたられた」

などの回答が含まれた。  

28

32

26

0 5 10 15 20 25 30 35

ミス・インシデント関連

対スタッフ関連

対患者関連
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対患者に関するもの 26 の回答が含まれた。具体的には，「覚えのな

いことで患者さんからクレームを受けた」，「認知症の患者から暴言や暴

力をうけた」，「どんな患者なのか把握が不十分であったため，患者とト

ラブルになった」などの回答が含まれた。  

以上の結果に基づいて，ネガティブイベントの具体例を示す表を作成

した。それぞれの項目には，代表的な回答を 3 つずつ挙げた。  

 

 

 

 

考察 

 

 本章では，看護師が実際に職務中に体験する可能性のある深刻な困難

な状況について把握することを目的とした調査を行った。その結果，ミ

スやインシデントに関するもの，スタッフ間の関係の中で発生したもの，

そして患者との関係の中で発生したものの 3 つのカテゴリーが示された。

いずれの具体例も，例えば休みが少ないことや，給料が低いなどの日常

的なストレッサーとは異なり，特に困難であるが，どの看護師でも経験

カテゴリー 具体例

知識不足や確認を怠ったことによって，仕事でミスをした。

業務が忙しく，忘れていたり，大丈夫だろうという思い込みのためにミスをした。

納得ができない怒られ方をし，力で抑えつけられた。

私がいることに気が付かずに，同僚が私の悪口で盛り上がっているのを聞いてしまった。

患者様から暴言や暴力をうけた。

覚えのないことで患者さんからクレームを受けた。

ミスやインシデント

対スタッフ関連のもの

対患者関連のもの

Table 3-1 ネガティブイベント例
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する可能性が決してゼロではないと考えられる事象が挙げられた。  

 看護職は，高い専門職性が求められる仕事であり，医療技術の進歩に

対応するために，忙しい毎日の中で常に学習し続けなければならない。

また，感情労働所以のストレッサーも存在し，身体的にも精神的にも弱

っている患者に対して，自分の感情をコントロールしながら，最新の注

意を払いながらケアをしなければならない。そして，必ずしも病気が快

復する患者ばかりではなく，患者の死に直面するという，他の職種とは

大きく異なるようなストレッサーも多く存在する現場である。さらに，

近年は看護師不足が深刻化しているため，多くの病院において人手不足

が深刻化しており，ひとりひとりの仕事の負担量は非常に多い。  

 これらの日常的なストレッサーだけでも，深刻であり，高いストレス

反応を引き起こすだろう。そのため，これらのストレッサーに加えて，

本章で明らかとなったような特に深刻なネガティブイベントに直面した

際の看護師の経験する精神的な落ち込み，苦痛の程度は計り知れないほ

ど深刻であろう。それでも何とか乗り越えて，再度職務に向かうことの

できる力，職務レジリエンスを備えることの重要性は明白であり，さら

にそれらをいかに養成し，高めていくか，ということは重要な課題であ

り，現場の切なる要請であろう。そこで，第 4 章以降では，看護師の職

務レジリエンスの発揮に影響する要因の検討を行うことで，それらの要

請に応えていくことを目指す。  
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第 4 章 

看護師の職務レジリエンス② 

職務レジリエンス尺度の開発 
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第 4 章の要約 

 

本章は，職務レジリエンス尺度の開発と，妥当性の検証を行うことを目

的とするものである。これまでのレジリエンス研究においては，「どのよ

うな個人がより精神的な回復を示しやすいか」という視点に基づき，レ

ジリエンスの発揮に影響を及ぼす個人特性を測定する尺度が多く用いら

れてきた。本研究では，それらのレジリエンス特性の尺度とは異なり，

より直接的に回復力を尋ねる尺度を作成し，その尺度の妥当性，信頼性

を検討する。  
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問題と目的 

 

本章は，職務レジリエンス尺度の開発と，妥当性の検証を行うことを

目的とするものである。これまでのレジリエンス研究で開発されてきた

レジリエンス尺度は，レジリエンスの発揮に影響を及ぼすことが考えら

れる個人特性を，個人がどの程度備えているかを尋ねるものである。例

えば，日本において最も多くの研究で用いられる，小塩ら（2002）の尺

度は，「いろいろなことにチャレンジするのが好きだ。」や，「ものごとに

対する興味や関心が強い方だ。」などの項目からなる「新奇性追求」と，

「自分の感情をコントロールできる方だ。」や，「いつも冷静でいられる

ように心がけている。」などの項目からなる「感情調整」，そして，「将来

の見通しは明るいと思う。」や，「自分の将来に希望を持っている。」など

の項目からなる「肯定的な未来志向」の 3 因子から構成されている。  

また，看護師を対象として作成された尺度には，例えば井原ら（2009）

があり，「私には看護師としての目標がある。」や，「看護の勉強をもっと

してみたいと思う。」などの項目からなる「肯定的な看護への取り組み」

と，「さまざまなタイプの上司，同僚とそれなりに付き合える。」や，「嫌

いな上司，同僚とも，仕事とわり切って付き合っていける」などの項目

からなる「対人スキル」，「幼い頃自分には愛情を注いでくれる人がいた」

や，「自分が今日あるのはこの人のおかげといえる人がいる」などの項目

からなる「プライベートでの支持の存在」，そして，「新しい業務や珍し

い仕事が好きだ」や，「臨終時や急変時にも自分を落ち着かせることがで

きる」などの項目からなる「新奇性対応力」の 4 因子から構成されてい

る。  

この他にも，多くのレジリエンス特性尺度が存在し，それぞれの尺度

によって含まれる因子や，項目は多様である（石毛・無藤（2006）：「意

欲的活動性」，「内面共有性」，「楽観性」；佐藤・祐宗（2009）：「ソーシャ

ル・サポート」，「自己効力感」，「社交性」など）。これらの尺度に共通す

るのは，「どのような個人特性を備えた個人が，より回復力を示しやすい
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か」ということを反映する尺度である点である。  

それぞれの研究において，尺度の信頼性や妥当性は確認されており，

興味深い研究知見は得られている。ただし，研究によって，尺度に含ま

れる因子やその項目が多様であるのは，研究対象や研究フィールド，前

提とされるネガティブイベントの質やレベルなどの違いによって，影響

力を持つ個人特性が異なるためであろう。そのため，それらの尺度が，

どのような対象者や対象フィールドにおいても有用であるかは疑問が残

る。  

そこで本研究では，より一般化可能性の高い職務レジリエンス尺度を

作成するため，個人特性を尋ねる尺度ではなく，直接的に回答者自身の

「自身の精神的な回復力に対する信念の程度」を測定する尺度を作成し，

その妥当性を検証する。すなわち，職務中に，特に困難な状況に直面し，

一時的に精神的に落ち込んでしまった際にも，「自分ならこの状況を乗り

越えることができる」と信じることができることで，再び原状の通りに

良好な精神的健康の状態に回復し，職務に尽力することができるだろう

という仮説のもとに尺度を作成し，その妥当性を検証する。  

 

方法 

 

 手続き 自身の精神的な回復力に対する信念の程度を測定する尺度

を独自に作成した。そして尺度の信頼性，および妥当性を検証するため，

看護師を対象とした質問紙調査を実施した。信頼性の検討に関しては，

クロンバックの信頼性係数αを用いて検討した。また，妥当性の検証に

関しては，これまでの研究では，抑うつ尺度（佐藤・祐宗 , 2009）やス

トレス反応尺度，自己効力感尺度（Wagnild & Young, 1993），一般性不安

障害尺度（Kathryn, Connor, Jonathan, & Davidson, 2003）等との関連が検

討されてきている。本研究では，従来の研究に従って，自己効力感との

関連を検討し，さらに看護師に特有のバーンアウトとの関連を検討する。 

バーンアウトとは，過度で持続的なストレスに対処できずに，張り詰
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めていた緊張が緩み，意欲や野心が急速に衰えたり，乏しくなったりし

たときに表出される心身の症状のことであり，持続的な職務上ストレス

に起因する衰弱状態により，意欲喪失と情緒荒廃，疾病に対する抵抗力

の低下，対人関係の親密さ減弱，人生に対する慢性的不満と悲観といっ

た症状を伴う（久保・田尾，1994）。この燃え尽き症候群と呼ばれること

もあるバーンアウトは，日本においては，甲子園など，部活動の引退を

かけて戦ったあとの高校生や，大学受験終わった後の受験生たちが「打

ち込む物が何もなくなった」という虚脱感に襲われ，急に全てに対して

やる気を失ってしまうこと指して多く使われてきたものである。しかし

最近では，このバーンアウトは就職している成人，とくに医療や福祉，

教育など，いわゆるヒューマン・サービスの従事者のあいだで大きな問

題となっている。  

バーンアウトとは，ストレスのひとつであり，心身ともに消耗するこ

とを主症状とするストレスであるが，このバーンアウトは，ヒューマン・

サービス関連の分野で多発することが懸念されているのである。これは，

ヒューマン・サービスの従事者達は，一方で彼らのクライエントに対し

て温かく人間的に，そして献身的に接しなければならない。しかし，他

方では，仕事を成功させる為には，冷静で客観的な態度を堅持しなけれ

ばならないからであるとされている（田尾・久保，1996）。いわば，優し

さと厳しさという２つのメンタリティないしは態度傾性を 1 人の個人の

中で両立させなければならず，この役割葛藤が長期間にわたって続くこ

とによってストレスが生じることになるのである。  

そして，ヒューマン・サービスの中でも特に注目されているのが，看

護師である。看護師のバーンアウト傾向が高いことは多くの研究におい

て明らかになっているが，例えば，田尾（1991）は，理学療法士や作業

療法士，ホームヘルパーと比較して看護師におけるバーンアウトの発生

は高率であることを明らかにしている。看護師不足や看護師の定着性の

低さはしばしば話題になっており，日本看護協会の調査によると，平成

17 年度の看護師の離職率の全国平均は 12.4％にも上ることが明らかに
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なった。このように，看護師が自ら職を離れる大きな原因として，この

バーンアウトが注目されており，更なる拡大が懸念されている（田尾・

久保 , 1996）。  

そこで本研究では，看護師を対象とした調査を行うにあたり，妥当性

の検証のために，バーンアウトとの関連を検証することが適切であると

考える。  

 調査対象者 福岡県内Ｂ総合病院の役職者を除いた全ての科の看護

師 470 名であった。409 名からの回答があり（回収率 87.0%），回答に不

備のあった 4 名を除外し，最終的に 405 名の回答を分析対象とした（有

効回答率 86.2％）。性別構成は女性 364 名，男性 41 名，平均年齢は 32.20

歳（SD =8.91，最小値 20，最大値 60），平均職務年数は 9.47 年  （SD =8.13，

最小値 .30，最大値 38.0）であった。  

 質問紙の構成 フェイスシート：デモグラフィック変数（性別，年齢，

職務年数）を尋ねた。（1）職務レジリエンス尺度：独自に作成した計 6

項目からなる職務レジリエンス尺度を使用した。（2）職務自己効力感尺

度：職務中に発揮される自己効力感の測定をする尺度として，坂野・東

條（1986）が開発した一般性セルフ・エフィカシー尺度を参考にして，

職場における自己効力感尺度を作成した。これは，坂野・東條（1986）

の一般性セルフ・エフィカシー尺度では，例えば「友人より優れた能力

がある」などの項目が含まれるように，日常生活における自己効力感を

測定する尺度である。本研究では，特に職務中に発揮される職務レジリ

エンスに焦点を当てており，そのため，自己効力感が発揮される文脈も，

職場に限定して捉える必要があると考えられる。その際，比較対象は「友

人」ではなく，「同僚」となる。そこで，一般性セルフ・エフィカシー尺

度の構造，および項目内容はそのまま踏襲し，含まれる項目の主語や文

脈を職務遂行場面に沿うように修正を行った。具体的には，「友人」とさ

れる部分を「同僚」と置き換えたり，「世界」を「組織」と置き換えたり

するなどの修正を行った。（3）バーンアウト尺度：Maslach & Jackson（1981）

が開発した Maslach Burnout Inventory（MBI）を久保・田尾（1994）が看
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護師版に修正したものを用いた（計 17 項目）。  

 なお，すべての尺度において，「1 ＝全く当てはまらない」から「5 ＝

とてもよく当てはまる」の 5 件法で回答を求めた。  

 

結果 

 

職務レジリエンス尺度の因子分析結果 尺度の構造を確認するため，

探索的因子分析（重み付けのない最小 2 乗法，プロマックス回転）を行

った。分析にあたっては，SPSS ver. 17.0 を使用した。スクリープロット

の減衰状況より，1 因子解が妥当であると判断し，1 因子解を仮定して分

析を行った。さらに充分な因子負荷量（ .45 以上）を示さなかった 1 項

目を削除し，再度分析を行って因子パターンを確定した。最終的な因子

分析結果を Table 4-1. に示す。なお，全分散を説明する割合は 70.49%で

あった。  

また，内的整合性の検討を行うため，各下位尺度の Cronbach のα係数

を算出したところ， .92 と高い値が得られたため，職務レジリエンス尺

度は内部一貫性の点でその信頼性が保たれていると判断した。  

さらに，因子的妥当性の検討を行うため，Amos17.0 の Amos Graphics

を用いて確認的因子分析による適合度指標を検討した結果，GFI = .99，

AGFI = .90，CFI = .95，RMSEA = .02 と，充分な適合度が示されたため，

因子的妥当性が保たれていると判断した。  
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職務自己効力感尺度の因子分析結果 坂野・東條（1986）の一般性セ

ルフ・エフィカシー尺度では，「行動の積極性」，「失敗に対する不安」，

「能力の社会的位置づけ」の 3 因子構造が見出されている。本研究では，

主語や文脈の修正を行い，職務場面に特化した職務自己効力感尺度を作

成したため，改めて探索的因子分析を行った。重み付けのない最小 2 乗

法・プロマックス回転による因子分析を実行したところ，スクリープロ

ットの減衰状況から 2 因子構造が妥当であると判断した。充分な因子負

荷量を示さなかった 3 項目を除外し，再度因子分析を実行した。その結

果，すべての項目について充分な因子負荷量を示し，因子負荷量が複数

の因子にかかる項目もなかったため，因子構造を確定した。  

 第 1 因子は，「何かをするとき，うまくゆかないのではないかと不安に

なることが多い」，「小さな失敗でも同僚よりずっと気にするほうである」

などの項目からなっており，仕事における失敗に対する不安を意味する

項目で構成されているため「失敗に対する不安」とした。また，信頼性

係数は α =.81 であった。  

職務レジリエンス尺度の項目（α = .92）

項目内容

5．職務中に自分の情けなさに落胆しても、気持ちを立て直して克服しようとできる。 .90
***

6．仕事で落ち込むことがあっても、回復できるすべを持っている。 .87
***

2．仕事で失敗して落ち込んでも、立ち直る力を持っている。 .81
***

4．困難に直面して「もうダメだ」と思っても、また精力的に仕事に挑むことができる。 .81
***

3．気が滅入って仕事に手がつかなくなっても、時間がたてばまた元のように頑張れる。 .80
***

***
p < .001

Table 4-1
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 第 2 因子は，「同僚よりも特に優れた知識を持っている」，「同僚より記

憶力がよいほうである」などの項目からなっており，職場において，同

僚よりも自分の能力を高く位置づける項目で構成されているため，「高い

能力の位置づけ」とした。また，信頼性係数は α= .77 であった。  

 坂野・東條（1986）の因子構造とは異なり，職務自己効力感尺度では

以上の通り，2 因子構造が見られた。具体的には，坂野・東條（1986）

における「行動の積極性」に含まれる項目のうち，ネガティブな内容を

指す項目（例：「人と比べて心配性なほうである」など）が「失敗に対す

る不安」の因子に含まれ，ポジティブな内容を指す項目（例：「何か仕事

をするときは，自信を持ってやるほうである」など）が「高い能力の位

置づけ」に含まれた。  

バーンアウト尺度の因子分析結果 重み付けのない最小 2 乗法・プロ

マックス回転による因子分析を実行したところ，スクリープロットの減

衰状況から 3 因子構造が妥当であると判断した。いずれの項目も充分な

因子負荷量を示し，因子負荷量が複数の因子にかかる項目もなかった。

なお，この 3 因子構造は，田尾・久保（1996）の結果を再現している。  

そこで，田尾・久保（1996）と同様に因子を命名した。すなわち，第

1 因子は「同僚や患者と，何も話したくなくなることがある。」などの項

目を含む“脱人格化”因子（α= .84）であった。第 2 因子は「仕事を終

えて，今日は気持ちの良い日だったと思うことがある。」などの項目を含

む“個人的達成感”因子（α= .79）であった。第 3 因子は「体も気持ち

も疲れはてたと思うことがある。」などの項目を含む“情緒的消耗感”因

子（α= .82）であった。  

なお，それぞれの因子に関して平均値を算出し，因子得点とした。各

変数の平均値，および標準偏差を Table 4-2. に示す。  
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職務レジリエンス尺度の妥当性の検証  本章で作成した職務レジリ

エンス尺度の妥当性を検証するために，相関分析によって職務レジリエ

ンス尺度と職務自己効力感尺度，およびバーンアウト尺度の関連を検討

した。なお，相関分析においては，SPSS ver.17.0 を使用した。相関分析

の結果を Table 4-3 に示す。  

 

最小値 最大値 M SD

職務レジリエンス 1.00 5.00 3.40 .74

高い能力の位置づけ 1.00 5.00 2.93 .70

失敗に対する不安 1.00 4.67 2.36 .67

脱人格化 1.00 5.00 2.15 .77

個人的達成感 1.00 4.50 2.45 .69

情緒的消耗感 1.50 5.00 3.49 .93

各変数の記述統計量

Table 4-2



70 

 

 

  

相関分析の結果，職務レジリエンス尺度と，職務自己効力感の全ての

側面，およびバーンアウトの全ての側面に有意な相関が見られた（高い

能力の位置づけ：r = .42, p < .01；失敗に対する不安： r = -.25, p < .01；

脱人格化：r = -.36, p < .01；個人的達成感： r = .34, p < .01；情緒的消耗

感：r = -.32, p < .01）。  

 以上の結果より，職務レジリエンス尺度の妥当性が確認された。職務

レジリエンス尺度の妥当性が確認されたことは，換言すると，自身の精

神的な回復力を信じることの重要性を示唆していると考えられる。すな

わち，職務中に困難な出来事に直面した際にでも，自分なら何とか乗り

越えられると信じることで，原状の通りに精神的に回復することに繋が

る可能性があるということである。このことは，自己成就効果の考え方

とも一致すると考えられる。社会心理学辞典（有斐閣）によると，自己

1 2 3 4 5

1. 職務レジリエンス

2. 高い能力の位置づけ .42
**

3. 失敗に対する不安 -.25
**

-.38
**

4. 脱人格化 -.36
**

-.18
**

.33
**

5. 個人的達成感 .32
**

.42
**

-.26
**

-.26
**

6. 情緒的消耗感 -.34
**

-.22
**

.47
**

.33
** -.02

**
p  < .01

相関分析結果

T ab le  4 - 3
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成就効果とは，個人が，意識的あるいは無意識的に，自己の予言や主観

的期待に沿うような結果を生じさせる行動をとったために，自己の予言

や期待通りの結果が出現する現象のことを指す。すなわち，自分は精神

的に回復することが出来るという主観的期待を持つことで，その通りの

結果が出現する可能性があるということである。  

 以上の結果より，本研究で開発した職務レジリエンス尺度の有効性が

示され，自身の精神的回復力に対する信念を持つことが重要であること

が示唆された。次章では，職務レジリエンスについて職務年数ごとの比

較を行うことによって，発展可能性を探る。  
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第 5 章 

個人レベルのレジリエンス③ 

職務レジリエンスの職務年数による違い 
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第 5 章の要約 

 

本章では，職務レジリエンス，および職務自己効力感，バーンアウトの

職務年数ごとの比較を行う。このことによって，職務レジリエンスが，

職務経験の積み重ねによって発展するものであるのかを探る。これまで

のレジリエンス研究では，レジリエンスの発展性，養成可能性について

ほとんど実証的検討がなされていない。しかし，仕事現場で要請される

ことは，いかに従業員の職務レジリエンスを高めることができるかとい

うことにたいする研究知見であろう。そこで，まず第 1 歩として，職務

レジリエンスが職務年数によって変化し得るものであるかを検討するこ

とに寄って，職務レジリエンスの発展可能性を探った。  
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問題と目的 

 

本章では，職務レジリエンス，および職務自己効力感，バーンアウト

の職務年数ごとの比較を行う。このことによって，職務レジリエンスが，

職務経験の積み重ねによって発展するものであるのかを探る。  

これまでのレジリエンス研究では，レジリエンスの発展や養成の可能

性や，その促進要因についてあまり議論してこなかった。というのも，

従来の研究のほとんどは，どのような個人特性を備えている個人が，よ

り精神的回復を示しやすいかということを明らかにするものであり，安

定的なパーソナリティとしてのレジリエンスに焦点をあてているためで

ある（石井，2009）。一方で，最近では，レジリエンスは個人のパーソナ

リティのようなものではなく，周囲からの働きかけや適切な支援によっ

て変化し，どの世代の人でも伸ばすことが出来るという指摘もある

（Grotberg, 2003）。  

本研究では，Grotberg（2003）と同様に，養成や発展が可能な力とし

て職務レジリエンスを捉える。これは，現代の実践場面における要請に

応えるためである。というのも，仕事現場では，「いかに従業員の職務レ

ジリエンスを高めていくか」という課題に応えていくことが求められて

おり，養成，発展可能なものとして職務レジリエンスを捉え，その促進

要因を探っていくことが必要であると考えられるためである。  

また，本研究で扱う職務レジリエンスは，日常生活全般において発揮

されるものではなく，職務場面で発揮されるものとして文脈を限定して

捉えるものである。そのため，職務能力のひとつとして捉えることもで

きる。その意味で，もし個人が備える全般的なレジリエンス特性は安定

的であるとしても，職務能力のひとつとして捉える職務レジリエンスは

状況や環境によって変動し，いつでも養成，発展の可能性を含んでいる

ことが期待できる。  

以上のことから，本章では，職務レジリエンスが養成，発展可能なも

のであるかを検討する第 1 歩として，職務レジリエンスの程度と職務年



75 

 

数の関連を検討する。このことによって，職務経験の積み重ねによって，

職務レジリエンスが高まる可能性を検証する。  

 

方法 

 

調査対象者 福岡県内Ｂ総合病院の役職者を除いた全ての科の看護

師 470 名であった。409 名からの回答があり（回収率 87.0%），回答に不

備のあった 4 名，および，職務年数が未記入であった 10 名を除外し，最

終的に 395 名の回答を分析対象とした（有効回答率 84.0％）。性別構成

は女性 354 名，男性 41 名，平均年齢は 32.21 歳（SD =8.94，最小値 20，

最大値 60），平均職務年数は 9.48 年  （SD =8.17，最小値 .30，最大値 38.0）

であった。  

 質問紙の構成 フェイスシート：デモグラフィック変数（性別，年齢，

職務年数）を尋ねた。（1）職務レジリエンス尺度：独自に作成した計 6

項目からなる職務レジリエンス尺度を使用した。（2）職務自己効力感尺

度：第 4 章で作成した職務自己効力感尺度を使用した。（3）バーンアウ

ト尺度：Maslach & Jackson（1981）が開発した Maslach Burnout Inventory

（MBI）を久保・田尾（1994）が看護師版に修正したものを用いた（計

17 項目）。  

 なお，すべての尺度において，「1 ＝全く当てはまらない」から「5 ＝

とてもよく当てはまる」の 5 件法で回答を求めた。  

 

結果 

 

職務年数の群分け 職務年数の度数分布表に従って，約 30%ごとに 3

群にわけた。それぞれ，3 年未満を新人層，3 年以上 10 年未満を中堅層，

10 年以上を熟練層とした。なお，看護師を対象とした研究において，ど

のような看護師を中堅看護師とするかについて議論するものもある。例

えば，単純な職務年数によって捉えるものや（e.g. 嶋田，1999；水野・
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三上，2000；平井，2003），職務能力を測定し，中堅看護師として求めら

れる能力を身につけていることが明らかになった看護師を中堅看護師と

して捉えるものもある（梶谷・内田・津本，2012）。さらに，職務年数に

ついて，何年目から何年目を中堅看護師とするかについても，それぞれ

の研究によって一貫していない（吉田，良村，青柳，岩本，2011）。その

ため，新人，中堅，熟練看護師の定義を明確に定めることの必要性を指

摘するものもある。  

そのような議論はあるものの，本研究では，単純に，度数分布表に従

って操作的に 3 層に群分けした上で，新人層，中堅層，熟練層とした。

これは，どのような看護師を新人看護師，中堅看護師，熟練看護師とす

るかという議論は重要ではなく，単に職務経験の積み重ねによって職務

レジリエンスの程度に変化が見られるかを検討することを目的としてい

るためである。  

各変数の因子構造  

職務レジリエンス尺度の因子分析結果 尺度の構造を確認するため，

探索的因子分析（重み付けのない最小 2 乗法，プロマックス回転）を行

った。分析にあたっては，SPSS ver. 17.0 を使用した。スクリープロット

の減衰状況より，1 因子解が妥当であると判断し，1 因子解を仮定して分

析を行った。さらに充分な因子負荷量（ .45 以上）を示さなかった 1 項

目を削除し，再度分析を行って因子パターンを確定した。信頼性係数α

は .92 と充分な値を示した。  

職務自己効力感尺度の因子分析結果 探索的因子分析（重み付けのな

い最小 2 乗法・プロマックス回転）による因子分析を実行したところ，

スクリープロットの減衰状況から 2 因子構造が妥当であると判断した。

充分な因子負荷量を示さなかった 3 項目を除外し，再度因子分析を実行

した。その結果，すべての項目について充分な因子負荷量を示し，因子

負荷量が複数の因子にかかる項目もなかったため，因子構造を確定した。 

 第 1 因子は，「何かをするとき，うまくゆかないのではないかと不安に

なることが多い」，「小さな失敗でも同僚よりずっと気にするほうである」
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などの項目からなっており，仕事における失敗に対する不安を意味する

項目で構成されているため「失敗に対する不安」とした。また，信頼性

係数は α =.81 と，十分な値を示した。  

 第 2 因子は，「同僚よりも特に優れた知識を持っている」，「同僚より記

憶力がよいほうである」などの項目からなっており，職場において，同

僚よりも自分の能力を高く位置づける項目で構成されているため，「高い

能力の位置づけ」とした。また，信頼性係数は α = .77 と充分な値を示し

た。  

バーンアウト尺度の因子分析結果 重み付けのない最小 2 乗法・プロ

マックス回転による因子分析を実行したところ，スクリープロットの減

衰状況から 3 因子構造が妥当であると判断した。いずれの項目も充分な

因子負荷量を示し，因子負荷量が複数の因子にかかる項目もなかった。

なお，この 3 因子構造は，田尾・久保（1996）の結果を再現している。  

そこで，田尾・久保（1996）と同様に因子を命名した。すなわち，第

1 因子は「同僚や患者と，何も話したくなくなることがある。」などの項

目を含む“脱人格化”因子（α= .84）であった。第 2 因子は「仕事を終

えて，今日は気持ちの良い日だったと思うことがある。」などの項目を含

む“個人的達成感”因子（α= .79）であった。第 3 因子は「体も気持ち

も疲れはてたと思うことがある。」などの項目を含む“情緒的消耗感”因

子（α= .82）であった。  

 

職務年数ごとの記述統計量と相関分析結果 職務年数ごとの各変数

の記述統計量を Table 5-1 に，相関分析の結果を Table 5-2 に示す。  

職務年数ごとの平均値に関して，どの層においても，職務レジリエン

スの得点が 3 ポイントを越えており，比較的高い値を示している。また，

ネガティブな側面である失敗に対する不安や，脱人格化に関しても，す

べての層において 2 ポイント台であり，比較的低い値を示している。た

だし，ポジティブな側面である高い能力の位置づけや，個人的達成感に

関しては，どの層においても 2 ポイント台と低い値を示しており，さら



78 

 

に情緒的消耗感に関しては，すべての層において 3 ポイントを上回って

いる。  

また，職務年数ごとの相関分析に関しては，職務レジリエンスとバー

ンアウトとの関連に関しては，脱人格化（新人層：r = -.22，p > .05；中

堅層：r = -.35，p > .01；熟練層：r = -.43，p > .01），個人的達成感（新

人層：r = .48，p > .01；中堅層：r = .32，p > .01；熟練層：r = .50，p > .01），

情緒的消耗感（新人層： r = -.22，p > .05；中堅層：r = -.22，p > .01；熟

練層：r = -.26，p > .01）のすべての層において有意な相関が見られ，職

務レジリエンスの発揮がバーンアウトに及ぼす影響がどの職務年数の看

護師にも認められることを示している。  

一方で，職務レジリエンスと職務自己効力感との関連に関しては，そ

れぞれの層によって関連性が異なった。失敗に対する不安に関しては，

中堅層と熟練層においては職務レジリエンスとの有意な関連が見られた

が（中堅層：r = -.33，p < .01；熟練層：r = -.49，p > .01），新人層にお

いては有意な関連が見られなかった。また，高い能力の位置づけに関し

ては，新人層と熟練層においては職務レジリエンスとの有意な関連が見

られたが（新人層： r = .39，p < .01；熟練層：r = .43，p > .01），中堅層

においては有意な関連が見られなかった。  

これらの結果は，職務レジリエンスが発揮されることによる職務自己

効力感への影響の程度は，職務年数によって異なることを示している。

具体的には，新人層においては，職務レジリエンスの発揮と失敗に対す

る不安の軽減は結びついておらず，中堅層においては，職務レジリエン

スの発揮と高い能力の位置づけが結びついていない。ただし，熟練層に

おいては，失敗に対する不安と，高い能力の位置づけのどちらにおいて

も，職務レジリエンスとの強い関連が見られた。このことは，職務レジ

リエンスと職務自己効力感との関連に注目することの意義を示している

と考えられる。そのため，職務年数によって，職務レジリエンスと職務

自己効力感の関係性の違いが，どのような要因によってうまれるのかに

ついて，詳細に検討する必要があると考えられる。  
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N M SD 最小値 最大値

新人層 111 3.20 .72 1.00 4.80

中堅層 166 3.42 .72 1.00 5.00

熟練層 118 3.58 .75 1.40 5.00

新人層 111 3.12 .67 1.00 4.60

中堅層 166 2.93 .64 1.00 5.00

熟練層 118 2.73 .74 1.00 5.00

新人層 111 2.09 .76 1.00 7.00

中堅層 166 2.34 .58 1.00 4.00

熟練層 118 2.58 .68 1.00 4.75

新人層 111 2.13 .72 1.00 4.67

中堅層 166 2.22 .79 1.00 5.00

熟練層 118 2.02 .76 1.00 5.00

新人層 111 2.38 .66 1.00 4.50

中堅層 166 2.42 .68 1.00 4.00

熟練層 118 2.56 .70 1.00 4.33

新人層 111 3.64 .89 1.75 5.00

中堅層 166 3.55 .87 1.50 5.00

熟練層 118 3.26 1.01 1.50 5.00

Table 5-1

個人的達成感

情緒的消耗感

職務年数ごとの記述統計量

職務レジリエンス

失敗に対する不安

高い能力の位置づけ

脱人格化
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1 2 3 4 5

1. 職務レジリエンス

2. 失敗に対する不安 -.15

3. 高い能力の位置づけ .39
**

-.22
*

4. 脱人格化 -.22
*

.23
* .18

5. 個人的達成感 .48
** -.09 .34

** -.09

6. 情緒的消耗感 -.22
*

.35
** -.18 .45

**
-.35

**

1. 職務レジリエンス

2. 失敗に対する不安 -.33
**

3. 高い能力の位置づけ .15 -.10

4. 脱人格化 -.35
**

.33
** -.04

5. 個人的達成感 .32
** -.06 .49

**
-.16

*

6. 情緒的消耗感 -.22
**

.35
**

-.25
**

.43
**

-.33
**

1. 職務レジリエンス

2. 失敗に対する不安 -.49
**

3. 高い能力の位置づけ .43
**

-.37
**

4. 脱人格化 -.43
**

.40
**

-.21
*

5. 個人的達成感 .50
**

-.36
**

.44
**

-.45
**

6. 情緒的消耗感 -.26
**

.24
**

-.31
**

.53
**

-.44
**

**
p  < .01, 

*
p  < .05

Table 5-2

職務年数ごとの相関分析結果

新人層

中堅層

熟練層
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職務年数ごとの各変数の比較 職務年数によって，職務レジリエンス

尺度，職務自己効力感尺度，およびバーンアウト尺度の得点にちがいが

あるかを検討するために，一要因分散分析を行った。なお，分析には SPSS 

ver. 17.0 を使用した。職務年数の単純主効果を検定した結果，職務レジ

リエンス（F (2,392), = 7.84, p < .00），失敗に対する不安（F (2,392), = 9.60, p 

< .00），高い能力の位置づけ（F (2,392), = 15.39, p < .00），脱人格化（F  (2,392), 

= 2.34, p < .10），個人的達成感（F (2,392), = 2.46, p < .10），情緒的消耗感

（F  (2,392), = 5.36, p < .01）のすべてにおいて職務年数の主効果が見られた。

以下では，Tukey (T) 法による多重比較の結果をそれぞれの変数ごとに

示す。  

職務レジリエンス 新人層よりも中堅層の方が 5％水準で，新人層よ

りも熟練層の方が 1％水準で有意に高かった。また，中堅層と熟練層と

の間には有意な差は見られなかった（Figure 5-1）。  

この分析では，職務年数の違いによって，職務レジリエンスの高さに

違いがあるかを検討することによって職務レジリエンスが，単なる職務

経験の積み重ねによって高まるかを検討した。その結果，中堅層と熟練

層との間に有意な差は見られなかったものの，全体的な傾向としては，

職務年数が長くなるにつれて職務レジリエンスが高くなることが示され

た。職務経験を積み重ねることによって，看護実践の能力が高まるだけ

ではなく，自身の精神的健康やワーク・モチベーションなどを維持する

ために，自分なりにうまくストレッサーや困難な状況に対処する力を身

につけていくことが現場では求められており，この職務レジリエンスの

職務年数による向上傾向は，看護師らがその要請に応えていることを意

味している。  

そして，中堅層と熟練層との間に有意な差が見られず，特に新人層と

中堅層，熟練層との間に有意な差が見られたことは，職務レジリエンス

が，特に 3 年目から 10 年目の間に発展する可能性を示唆しているとも考

えられる。中堅期間は，先輩として，そしてこれからのリーダーになる

ための準備として，看護能力だけではなく，ひとりの人間としても成長
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を求められる期間であろう。そのため，困難な状況に直面しても，何と

か乗り越えていくことのできる力を身につけ，後輩にとってのロールモ

デルとなったり，状況から逃げずに周囲の期待に応えていったりするこ

とが課題となる。そのような課題に応えることを繰り返すことで，職務

レジリエンスが高まっていくのであろう。  

または，看護師になって 1 年目から 3 年目の新人看護師の離職率が特

に高いことを考慮すると，職務レジリエンスが 3 年目以降から発展する

というよりも，職務レジリエンスの低い看護師が新人期間の間に離職し

ている可能性を反映している結果であるとも考えられる。新人期間にお

いては，社会人としても，看護師としても，これまでに経験したことの

ないような困難な状況に直面することが多く，そのような状況を乗り越

えていくことで看護職に定着していくのであろう。そのため，職務レジ

リエンスの発揮が求められる場面が中堅層や熟練層よりも格段に多いこ

とが想像される。そのため，新人看護師の良好な精神的健康やワーク・

モチベーションを維持させ，離職率を軽減するためには，新人期間のう

ちに，新人看護師が職務レジリエンスを高めていくような働きかけや教

育・トレーニングの実践が求められるだろう。  

 

 

 



83 

 

 

Figure 5-1 職務レジリエンスの職務年数間の比較  

***
p < .001， *

p < .05 

 

職務自己効力感 失敗に対する不安においては，新人層よりも中堅層

のほうが 10％水準で，新人層よりも熟練層のほうが 1％水準で有意に高

かった。また，中堅層よりも熟練層の方が 5％水準で有意に高かった

（Figure 5-2）。  

また，高い能力の位置づけにおいては，新人層よりも中堅層のほうが

1％水準で，新人層よりも中堅層のほうが 1％水準で有意に低かった。ま

た，中堅層よりも熟練層のほうが 5％水準で低かった（Figure 5-3）。  

この結果より，職務自己効力感のうち，ネガティブな側面である，失

敗に対する不安は職務年数が長いほど低くなり，職務自己効力感のうち，

ポジティブな側面である高い能力の位置づけは，職務年数が長いほど高

くなることが示された。Bandura（1977）によると，自己効力感は，自分

が実際にその課題を遂行し，“やってできた”という成功体験を持つ「遂

行行動の達成」によって特に影響を受けるという。本研究の結果は，こ

の示唆の妥当性を認めるものである。  
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職務年数が長くなるに連れて，成功体験も，逆に失敗体験も積み重ね

られることになる。そこで，その成功体験はそのまま自己効力感につな

がり，失敗体験については，職務レジリエンスを発揮して，乗り越える

ことによって，職務自己効力感に影響を与えることが期待できる。  

 

 

 

Figure 5-2 失敗に対する不安の職務年数間の比較  

***
p < .001， *

p < .05，†p < .10 
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Figure 5-3 高い能力の位置づけの職務年数間の比較  

***
p < .001， **

p < .01 

 

 

 

 バーンアウト 脱人格化においては，中堅層よりも，熟練層の方が

10％水準で有意に低かった。新人層と中堅層，新人層と熟練層との間に

は有意な差が見られなかった。なお，中堅層と熟練層の差もほとんどな

く，全体的に職務年数による違いが見られなかった（Figure 5-4）。  
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 Figure 5-4 脱人格化の職務年数間の比較  

†p < .10 

 

 

脱人格化とは，MBI マニュアル（Maslach, Jacson, & Leiter，1996）で

は「クライエントに対する無情で非人間的な対応」と定義されており，

バーンアウトの中でも特に看護職に特有のものであるとされている。具

体的には，クライエントとの接触を避けたり，あるいは，クライエント

ひとりひとりの個人差や人格を無視し，機械的に対応したりする傾向を

示している。たとえば，クライエントに症状名やステレオタイプ的な特

徴など没個性的なラベルをつけ，個人名で呼ばなくなるなどの行為は脱

人格化の典型的な行動とされている（田尾・久保，1996）。  

 今回対象とした看護師は，脱人格化の平均値がどの職務年数の層にお

いても 2 点台と低い傾向にある。さらに，相関分析の結果，どの層にお

いても，職務レジリエンスとの高い相関が見られる。これらの結果より，

すべての層において，安定して職務レジリエンスの発揮が，脱人格化の

軽減に結びついていることを示している。  
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 個人的達成感においては，新人層よりも熟練層のほうが 10％水準で有

意に高かった。新人層と中堅層，中堅層と熟練層との間には有意な差が

見られなかった。なお，新人層と熟練層の間にもほとんど差がなく，個

人的達成感に関しても全体的に職務年数による違いが見られなかった

（Figure 5-5）。  

 

 

 Figure 5-5 個人的達成感の職務年数間の比較  

†p < .10 

 

 

個人的達成感とは，MBI マニュアル（Maslach, Jacson, & Leiter，1996）

では「ヒューマン・サービスの職務に関わる有能感，達成感」と定義さ

れている。成果の急激な落ち込みと，それにともなう有能感，達成感の

低下は，離職や強い自己否定などの行動と結びつくことも少なくないこ

とが指摘されている（田尾・久保，1996）。  

 平均値を参照すると，対象とした看護師の個人的達成感は，どの層に

おいても 2 ポイント台であり，全体的に低い値を示している。ただし，
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相関分析の結果からは，職務レジリエンスと個人的達成感の有意な関連

がどの層においても認められている。これらの結果は，職務レジリエン

スの発揮によって，個人的達成感に強い影響を及ぼすことは明白である

ものの，どの層においてもそれらの効果が適切に発揮されていない可能

性を示唆している。ネガティブな側面である脱人格化や情緒的消耗感の

軽減に注目するだけではなく，ポジティブな側面である個人的達成感を

いかに高めるか，ということに同時に注目することが求められるだろう。 

 情緒的消耗感においては，新人層よりも熟練層のほうが 1％水準で有

意に低く，中堅層よりも熟練層のほうが 5％水準で有意に低いことが示

された。新人層と中堅層との間には有意な差は見られなかった（Table 

5-6）。  

 

 

  

Figure 5-6 情緒的消耗感の職務年数間の比較  

***
p < .001， *

p < .05 
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情緒的消耗感とは，最新版の MBI マニュアル（Maslach, Jacson, & Leiter，

1996）によると，「仕事を通じて，情緒的に力を出しつくし，消耗してし

まった状態」とされている。この消耗感とは，単なる肉体的疲労ではな

く，心理的な要素が中心となって起こる疲労感，虚脱感のことである。

主症状として肉体的疲労感を伴うのであるが，その源は心の疲労にある

とされている（田尾・久保，1996）。  

 この情緒的消耗感の平均値は，どの層においても高い値が示された。

また，新人層においては特に高く，熟練層との差は大きい。相関分析の

結果は，どの層においても，ほぼ同様な程度に職務レジリエンスと情緒

的消耗感との有意な関連が見られた。これらの結果から，どの職務年数

の層においても，職務レジリエンスの発揮によって情緒的消耗感の程度

に影響を及ぼす程度は認められている。そして，職務レジリエンスの程

度が最も高かった熟練層において情緒的消耗感が低いという結果は，職

務レジリエンスの重要性を明確に示しているものであると考えられる。

そのため，特に新人層において，職務レジリエンスの発揮を促すような

働きかけや，職務レジリエンスの向上を目指す教育プログラムの導入な

どを実施することによって，肉体的疲労，および情緒的疲労の軽減を図

ることが大きな課題であろう。  

 

考察 

 

 職務レジリエンスと職務年数との関連をみることによって，職務レジ

リエンスが職務経験の積み重ねによって向上する可能性を検討した。そ

の結果，職務年数が長いほど，職務レジリエンスが高いことが示された。

この結果は，様々な職務経験によって，多様なストレッサーに対する自

分なりの対処法を身につけることによって，たとえ経験したことのない

ような深刻な困難な状況に直面して一時的に精神的に落ち込んだとして

も，そこから効果的に回復できるようになる可能性を示唆している。  
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 ただし，職務経験によって職務レジリエンスが向上したのではなく，

もともと職務レジリエンスの高かった看護師が生き残っているに過ぎな

いということも考えられる。さらに，職務経験が長いほど，精神的に非

常に追い詰められるような突発的で深刻なネガティブイベントに直面す

る頻度が少なくなったり，あまり精神的に落ち込まなくなったりしてい

るという可能性もある。そのため，職務年数と職務レジリエンスの高い

相関のみを根拠に，職務レジリエンスの発達可能性を示すには，説明力

が低いことは注意すべきである。  

 職務年数ごとの相関分析の結果を併せて考察すると，バーンアウトに

関しては，どの層においても職務レジリエンスとの関連が見られ，その

ために職務レジリエンスが最も低かった新人層において，情緒的消耗感

が最も高くなっていた。この結果は，精神的健康の回復のためには，や

はり職務レジリエンスに注目することの重要性を示しているものと考え

られる。  

 また，職務自己効力感においては，各職務年数において職務レジリエ

ンスとの関連性が異なった。具体的には，新人層においては職務レジリ

エンスと失敗に対する不安との関連が見られず，中堅層においては職務

レジリエンスと高い能力の位置づけとの関連が見られなかった。分散分

析の結果から，失敗に対する不安と高い能力の位置づけの両側面におい

て，職務年数によって大きな差が見られ，職務レジリエンスの最も高か

った熟練層において，失敗に対する不安が最も低く，高い能力の位置づ

けが最も高かった。この結果より，全体的な傾向としては，職務レジリ

エンスの発揮によって，職務自己効力感の程度に影響を及ぼす可能性は

ある。ただし，新人層における失敗に対する不安の軽減や，中堅層にお

ける高い能力の位置づけの向上に関しては，「自分ならうまく状況を乗り

越えられる」という信念によって説明できる程度は低く，別の要因が存

在する可能性があることを示している。このように，職務レジリエンス

と職務自己効力感の関連性について職務年数による違いが見られたもの

の，全体的傾向としては，職務レジリエンスと職務年数の高い関連は示
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された。  

 上記をまとめると，職務年数が長いほど，①職務レジリエンスが高い，

②バーンアウト傾向が低い，③職務自己効力感が高い，④職務レジリエ

ンスとバーンアウト，職務自己効力感との関連が強い，という結果が得

られた。これらのことより，職務年数が長いほど，職務レジリエンスと

職務自己効力感，バーンアウトとの関連が強くなる。そのために，職務

レジリエンスが高くなることで，バーンアウト傾向が低くなり，職務自

己効力感が高まっていると捉えることができ，職務レジリエンスの発達

可能性が窺える。  

以上より，職務レジリエンスの発達可能性について，仮説段階ではあ

るものの，職務経験の積み重ねによって発達する可能性が示唆された。

次なる課題は，職務レジリエンスの発展や養成を促す要因の検討を行い，

職務実践場面や職務レジリエンスの向上を目的とした教育やトレーニン

グに，研究知見を応用していくことである。そこで，次章では，その第

1 歩として，職務レジリエンスの発揮がどのような要因によって促進さ

れるかを検討する。  
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第 6 章 

個人レベルのレジリエンス④ 

職務レジリエンスの促進要因の検討 
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第 6 章の要約 

 

本章では，職務レジリエンスの発揮を促す要因の検討を行うことを目的

とした調査の結果を報告する。病院看護師を対象とした質問紙調査を実

施し，職務意義認知，および職務コミットメントに焦点を当て，それら

が職務レジリエンスの発揮にどの程度影響を及ぼすかを検討した。重回

帰分析の結果，職務意義認知，および職務コミットメントともに職務レ

ジリエンスにポジティブな影響を及ぼすことが示された。 
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問題と目的 

 

 本章では，職務レジリエンスの発揮を促す要因の検討を行うことを目

的とした調査の結果を報告する。  

 これまで，レジリエンス研究では，レジリエンスの発揮に影響を及ぼ

す個人特性の構成要素を検討するものがほとんどであり，レジリエンス

をいかに高めるか，レジリエンスの発揮をいかに促すか，という視点で

の研究はほとんど見当たらない。しかし，仕事現場では，非常にストレ

スフルな状況にあったとしても，従業員の精神的健康や，ワーク・モチ

ベーション，自己効力感などを，いかに長期的，持続的に保つか，とい

う課題に応える必要がある。そこで，従業員の職務レジリエンスの発揮

をいかに促し，職務レジリエンスをいかに向上させるかということに注

目する企業も増加しており（志水，2012），この要請に応えるために実証

的研究の積み重ねが求められている。  

 そこで本研究では，この要請に応えるために，看護師を対象とした調

査によって，職務レジリエンスの発揮を促す要因を検討する。  

促進要因の検討 本研究では，職務レジリエンスの促進要因として，

職務意義認知と，職務コミットメントの 2 つの要因に注目する。  

Herzberg（2003）は，ワーク・モチベーションの中心的な要素として

「仕事自体の内容」を挙げ，仕事内容に対する価値を認識することの重

要性を指摘している。さらに，齊藤（2013）も仕事に対する意義を感じ

ることをワーク・モチベーションの構成要素として挙げている。このよ

うに，自身の職務に対して意義を感じることは，積極的に職務に尽力す

るための非常に重要な要素であることが広く認識されている（水元 , 

2006；小河 , 2007 等）。このことから，困難な状況に直面して一時的に仕

事に向かう気力が低下したとしても，自身の職務に対する意義を改めて

感じることによって，再び職務に向かう力を回復することができる，す

なわち職務意義を認知することが職務レジリエンスを促進するだろうと

考えられた。そこで，本研究では自身の職務に対して意義を感じる程度
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を「職務意義認知」と呼び，職務レジリエンスの促進要因の 1 つとして

その影響の程度を検討する。  

また，組織の中で働く専門職の帰属意識を表す概念としてコミットメ

ントが取り上げられ，これまでに数多くの研究が行われてきた（ e.g. 

Cohen, 1998；Meyer, Allen, & Smith, 1993；Steers, 1977）。コミットメン

トとは，同一化（ identification），没入（ involvement），忠誠（ loyalty）と

深い関わりが有り，特に好意的な感情が現れたものである（Buchanan, 

1974）。非専門職を対象とした研究では，コミットメントの対象として組

織を取り扱うことが多い（高木，2003）。Porter, Steers, Mowday, & Boulian

（1974）は，組織コミットメント（organizational commitment）を，「特

定の組織に対する個人の同一化と関与の強さ」と定義し，組織の目標と

価値の受容，組織のために努力する意志，組織のメンバーシップを維持

する欲求の 3 つの要因から特徴付けている。  

しかし，介護職員や看護師といったヒューマン・サービス組織の専門

職は，職業人としての自負を組織人としての帰属意識よりも優先させる

ような価値意識を持っている（田尾，1995）。そのため，看護師は組織よ

り職業へより強くコミットメントしているという（石田・吉田，1983）。 

田尾（1991）によると，仕事へのコミットメントとは，「自らの職業

の価値を内面化し，仕事それ自体のために働くように内発的に動機づけ

られていること」である。このように，専門職業人の要件の中で仕事へ

のコミットメントは仕事の価値を認め内面化していることに関する純粋

に心理的な態度であり，専門職業人の態度面での中核をなすと考えられ

る（石田・柏倉，2004）。以上のことから，専門職としての看護師を対象

とする調査においては，コミットメントについて扱う際，職務コミット

メントに焦点を当てることが適当であると考える。  

また，専門職を対象とした職務コミットメントとして，特に「専門コ

ミットメント」と呼ぶものもある。Hall（1968）や Morrow & Goetz（1988）

は，プロフェッショナルが自分の属する専門職の価値やその仲間集団と

同一化していること，自分の仕事自体を目的として全面的なコミットメ
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ントを持つこと，専門的な仕事に関する自律性を求めることなど特有の

態度を持つことを指摘し，これをプロフェッショナリズム

（professionalism）と呼んでいる。その後，組織への態度として組織コミ

ットメントが広く使用されるようになると，これに対比するものとして，

専門コミットメント（professional commitment）という概念が用いられる

ようになった（Sheldon, 1971；Morrow & Wirth, 1989）。専門コミットメ

ントとは，組織コミットメントの意味内容を専門職への態度に置き換え

たもので，「専門職への同一化の強さや関与の程度」と定義される

（Morrow & Wirth, 1989）。本研究では，専門職を対象とした職務コミッ

トメントと，専門コミットメントを同義のものと捉え，日本の看護研究

において多く用いられる「職務コミットメント」のタームを用いること

とする。  

これらのコミットメントの結果変数としては，ワーク・モチベーショ

ンが特に注目され，研究の中心となっており，組織コミットメントがワ

ーク・モチベーションを高めることは，Mathieu & Zajac（1990）のメタ

分析で認められている。また，浅井（2004）は，専門職としての派遣技

術者を対象とした調査によって，専門コミットメントは組織コミットメ

ントよりも職務モチベーションに強い影響を及ぼすことを報告している。

すなわち，ワーク・モチベーションの規定要因として，職務コミットメ

ントは大きな影響力を持つことは明白であり，これは，精神的に落ち込

んだ際にも同様の影響力を持つことが期待される。  

これらのことより，職務コミットメントが備わっていることによって，

困難な状況に直面して一時的に落ち込み，仕事に対する意欲が失われた

としても，再びワーク・モチベーションを回復し，職務に尽力すること

が可能になることが期待できる。すなわち，職務コミットメントが職務

レジリエンスの発揮に影響を及ぼすことが期待できる。そこで，職務コ

ミットメントを職務レジリエンスの 2 つ目の促進要因と考え，その影響

の程度を検討する。  
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方法 

 

調査対象者 福岡県内Ｂ総合病院の役職者を除いた全ての科の看護

師 470 名であった。409 名からの回答があり（回収率 87.0%），回答に不

備のあった 4 名を除外し，最終的に 405 名の回答を分析対象とした（有

効回答率 86.2％）。性別構成は女性 364 名，男性 41 名，平均年齢は 32.20

歳（SD =8.91，最小値 20，最大値 60），平均職務年数は 9.47 年  （SD =8.13，

最小値 .30，最大値 38.0）であった。  

手続き 質問紙調査は 2010 年 12 月に実施した。各看護師への配布は

各病棟の看護師長に依頼した。なお，プライバシーの保護の観点から，

質問紙票は一部ずつ封筒に入れて渡し，記入後は封を閉じた状態で提出

するよう求めた。  

質問紙の構成 フェイスシート：デモグラフィック変数（性別，年齢，

職務年数）を尋ねた。 (1) 職務レジリエンス尺度：第 3 章において独自

に作成した，計 5 項目からなる職務レジリエンス尺度を使用した。(2) 職

務意義認知尺度：回答者自身の職務に対する意義の認知の程度を測定す

る計 3 項目からなる尺度を独自に作成した。調査対象者が看護師であっ

たため，特に看護職に対する意義の認知を尋ねた。具体的項目は Table 6-1

に示す。 (3) 職務コミットメント尺度：看護職にどの程度コミットして

いるかを測定する計 3 項目からなる職務コミットメント尺度を，Lodahl

（1965）や，Kanungo（1982），日本労働研究機構（1999），福間（2013）

などを参考にして独自に作成した。具体的項目は Table 6-2 に示す。  

 

結果 

 

因子分析  

職務レジリエンスの構造 尺度の構造を確認するため，探索的因子分

析（重み付けのない最小 2 乗法，プロマックス回転）を行った。分析に

あたっては，SPSS ver. 17.0 を使用した。スクリープロットの減衰状況よ



98 

 

り，1 因子解が妥当であると判断し，1 因子解を仮定して分析を行った。

さらに充分な因子負荷量（ .45 以上）を示さなかった 1 項目を削除し，

再度分析を行って因子パターンを確定した。信頼性係数αは .92 と充分

な値を示した。  

 職務意義認知の構造 尺度の構造を確認するため，探索的因子分析

（重み付けのない最小 2 乗法，プロマックス回転）を行った。分析にあ

たっては，SPSS ver. 17.0 を使用した。スクリープロットの減衰状況より，

1 因子解が妥当であると判断した。因子分析結果を Table 6-1 に示す。  

また，内的整合性の検討を行うため，各下位尺度の Cronbach のα係数

を算出したところ， .90 と高い値が得られたため，職務意義認知尺度は

内部一貫性の点でその信頼性が保たれていると判断した。  

さらに，因子的妥当性の検討を行うため，Amos17.0 の Amos Graphics

を用いて確認的因子分析による適合度指標を検討した結果，GFI = .99，

AGFI = .95，CFI = .00，RMSEA = .01 と，充分な適合度が示されたため，

因子的妥当性が保たれていると判断した。  

 

 

 

 

職務コミットメントの構造 尺度の構造を確認するため，探索的因子

分析（重み付けのない最小 2 乗法，プロマックス回転）を行った。分析

項目

1.看護の仕事に意義を感じる。 .91
***

2.看護の仕事は社会的に価値のある仕事である。 .89
***

3.日頃の職務に意味を見出している。 .86
***

***
p < .001

Table6-1

職務意義認知の因子分析結果 （α = .90）
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にあたっては，SPSS ver. 17.0 を使用した。スクリープロットの減衰状況

より，1 因子解が妥当であると判断した。  

また，内的整合性の検討を行うため，各下位尺度の Cronbach のα係数

を算出したところ， .88 と高い値が得られたため，職務レジリエンス尺

度は内部一貫性の点でその信頼性が保たれていると判断した。  

さらに，因子的妥当性の検討を行うため，Amos17.0 の Amos Graphics

を用いて確認的因子分析による適合度指標を検討した結果，GFI = .97，

AGFI = .90，CFI = .00，RMSEA = .04 と，充分な適合度が示されたため，

因子的妥当性が保たれていると判断した。因子分析結果を Table 6-2 に示

す。  

 

 

 

各変数の記述統計量，および相関係数 以下の Table 6-3 に職務レジリ

エンス，職務意義認知，および職務コミットメントの記述統計量，およ

び各変数間の相関係数を示す。  

項目

1.看護の仕事は，あたかも自分の一部である。 .92
***

2.看護の仕事をずっと続けていきたい。 .89
***

3.今の仕事が生きがいである。 .89
***

***
p < .001

Table6-2

職務コミットメントの因子分析結果 （α = .88）
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 各変数の関連性の検討 職務レジリエンス，および職務意義認知，職

務コミットメントとの関連を検討するために，重回帰分析を行った。分

析にあたっては，SPSS ver.17.0 を使用した。  

 職務意義認知と職務コミットメントを独立変数，職務レジリエンスを

従属変数に投入して重回帰分析を実施したところ，職務意義認知（β

= .24, p < .001）と職務コミットメント（β= .23, p < .001）の両方から職

務レジリエンスに対する有意なパスが見られた。なお，重決定係数（調

整済み R
2）は .19（F (2,402) = 47.98, p < .001）であった（Figure 6-1）。  

 

 

最小値 最大値 M SD 1 2

1.職務レジリエンス 1.00 5.00 3.40 .74

2.職務意義認知 1.00 5.00 3.55 .76 .42
**

3.職務コミットメント 1.00 5.00 3.38 .93 .42
**

.804
**

**
p < .01

Table 6-3 

各変数の記述統計量および相関係数
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考察 

 

 本章では，職務レジリエンスの発揮を促す要因の検討を行うことを目

的とし，職務意義認知と職務コミットメントが職務レジリエンスに及ぼ

す影響について検討した調査の報告を行った。重回帰分析の結果，仮説

の通り，職務意義認知と職務コミットメントの両方から職務レジリエン

スへの有意なパスが見られた。  

 困難な状況に直面し，精神的に追い詰められた際に，その状況から逃

げずに再び立ち向かおうとする際には，日頃から自身の職務に対して意

義を感じていたり，高いコミットメントを示していたりすることが重要

な支えとなることが示唆された。自分の中で，意義を感じていたり，自

分自身の一部となっていたりするものは，やはり簡単には失いたくない

ものであり，何とか保持しようと動機づけられるはずである。そのため，

苦しい状況に立たされたとしても，自身の一部である重要な職務を続け

職務意義認知

職務コミットメント

職務レジリエンス

.24***

.23*** R2 = .19, p < .001

Figure 6-1 職務意義認知，職務コミットメントと職務レジリエンスの関連

***p < .001

注1）Figure中の数値は標準化係数である。
注2）誤差変数は省略している。
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ていきたいという思いがあるからこそ，何とか立ち向かおう，いつもの

通りに回復して職務を全うしようとできるのであろう。  

 そこで，次に求められる課題は，いかに日頃から職務に対する意義を

感じさせ，いかにコミットメントを高めておくか，ということである。

どのような点に意義を見出すか，そしてどのようなことがきっかけでコ

ミットメントが高まるかについては，個人差が大きいことも想像される。

しかし，毎日の多忙でストレスフルな職務に振り回され，改めて自分な

りの意義を見出したり，コミットメントを高めたりするきっかけを見つ

けることは特に新人看護師においては容易なことではないだろう。そこ

で，いかに職務意義認知や，職務コミットメントを高めるかを探るため，

それらの促進要因の実証的検討が求められるだろう。  
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第 7 章 

個人レベルのレジリエンス⑤ 

職務レジリエンス行動尺度の開発 
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第 7 章の要約 

 

本章では，職務レジリエンスの行動的側面，すなわち職務レジリエンス

行動の構成要素を検討し，職務レジリエンス行動尺度を開発することを

目的とした調査の結果を報告する。職務レジリエンス行動とは，職務レ

ジリエンスの発揮に影響をおよぼすことが期待される，困難な状況に対

する対処行動を指す。本章では，看護師を対象とした調査を実施し，日

常的なストレス場面とは異なり，特に困難な状況における効果的な対処

行動を明らかにすることで，職務レジリエンス行動の構成要素を検討し

た。そしてその結果に基づき，職務レジリエンス行動尺度の開発を行い，

妥当性および信頼性を検討した。 
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問題と目的 

 

本章では，職務レジリエンスの行動的側面，すなわち職務レジリエン

ス行動の構成要素を検討し，職務レジリエンス行動尺度を開発すること

を目的とした調査の結果を報告する。  

これまでのレジリエンス研究のほとんどが，個人がどのような能力や

特性を持っていることを自ら認識しているか，ということを検討するこ

とに終始している。しかしその中でも，井隼・中村（2008）は，いかに

それらの能力や特性を有効に活かすのかという実際の行動力も重要であ

ると指摘した。そして，大学生を対象とした調査によって，「資源の活用」

として，レジリエンスを規定する行動的側面を測定する項目を含む尺度

を開発した。  

本研究では，特にこのレジリエンスの行動的側面に着目する。という

のも，特性に対する個人の認識を尋ねるのでは，実際にそれらを活用で

きているかが不明であるためである。実際に職務中に困難な状況に直面

して一時的に落ち込んだ際に，いかに自身の特性や能力を活用できてい

るか，実際に行動に移すことができているか，ということを捉える必要

があると考えられる。また，行動的側面で測定することによって，職務

レジリエンスの発揮を促す行動を個人がとれているか否かを可視化する

ことに繋がる。それによって，職場において困難な状況に直面した従業

員に対する理解や，適切なアプローチがより具体的に理解できることが

期待できるためである。  

そこで，本研究では，井隼・中村（2008）の手続きに従い，看護師を

対象とした調査を実施し，特に仕事場面で求められる行動を検討し，新

たに職務状況における資源の活用を測定する尺度を開発する。以下では，

職務状況における資源の活用を指して「職務レジリエンス行動」と呼ぶ

こととする。  

従来のストレス研究の文脈において，ストレッサーに対する適切な対

処を検討する研究，すなわちコーピングの研究は数多く成されてきてお
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り，特に職場におけるコーピングに焦点を当てた研究も多く存在する（小

杉・田中・大塚・種市・高田・河西・佐藤・島津・島津・白井・鈴木・

山手・米原，2004；真船・田中・佐藤・鈴木・高田・山手・大塚・種市・

島津・島津・小杉，2004；佐野・田中，2012 等）。コーピングとは，「心

理的ストレス反応の軽減を目的とした行動」（坂田，1989）と定義され，

ストレッサーによってストレス状態が発生・維持するのを避けるための

方略を指し，ストレス状態のどこにアプローチするかによって情動焦点

型や問題解決型などがあることが指摘されている（Lazarus & Folkman, 

1984）。  

職務レジリエンス行動は，ストレッサーに対する対処行動を指す点で，

コーピングの一例である。ただし，コーピングの文脈では，日常的なス

トレス場面とより深刻なストレス場面が区別されずに含まれている。し

かし，ある程度の耐性が備わっている日常的なストレス場面と，特に困

難な場面とでは，効果的な対処行動は異なる可能性がある。さらに，コ

ーピングは「心理的ストレス反応を軽減する」ことを目的とする一方，

レジリエンスの目的は「元の状態に回復する」ことを目的とする点で異

なる。そのため，本研究において新たに「職務レジリエンス行動」とし

てコーピングとは区別して尺度を開発し，その効果性を検討することは

意義のあることであると考える。  

 信頼性，および妥当性の検討 信頼性の検討に関しては，クロンバッ

クの信頼性係数αを用いて検討する。また，妥当性の検証に関しては，

これまでの研究では，抑うつ尺度（佐藤・祐宗 , 2009）やストレス反応

尺度，自己効力感尺度（Wagnild & Young, 1993），一般性不安障害尺度

（Kathryn, Connor, Jonathan, & Davidson, 2003）等との関連が検討されて

きているが，本研究ではバーンアウトとの関連を検討する。バーンアウ

トとは，燃え尽き症候群とも呼ばれ，持続的な職務上ストレスに起因す

る衰弱状態により，意欲喪失と情緒荒廃，疾病に対する抵抗力の低下，

対人関係の親密さ減弱，人生に対する慢性的不満と悲観といった症状を

伴う。ヒューマン・サービスの従事者に多くみられるバーンアウトは，
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特に看護師において深刻であり，更なる拡大が懸念されている（田尾・

久保 , 1996）。また，バーンアウトが離職の具体的な契機となる場合も多

い。そこで妥当性の検証のために，バーンアウトとの関連を検証するこ

とが適切であると考える。  

 

方法 

 

1.予備調査 

 職務中に困難な状況に直面して一時的に精神的に落ち込んだ際に，看

護師らが実際にどのような行動をとって回復を図っているかを明らかに

することを目的とし，自由記述形式の質問紙調査を実施した。 

 調査対象者 福岡県内 A 総合病院の看護師 36 名を対象とした。調査

期間は 2010 年 5 月に行い，調査対象者の構成は女性 33 名，男性 3 名，

平均年齢 26.6 年（SD = 4.5），平均勤務年数 5.0 年（SD = 2.3）であった。

回収率，有効回答率はともに 100％であった。  

質問紙の構成 質問紙中では，まず第 3 章において作成したネガティ

ブイベント例を表示し，以下の問いに対して，これらのネガティブイベ

ントを想起しながら回答するよう求めた。（1）例に示すような深刻な困

難な状況に直面して，一時的に落ち込んだ際に，回答者自身が行った具

体的な対処行動を尋ね，（2）さらに，実際には自分自身では行えなかっ

たものの，効果的だと考える行動を尋ねた。なお，ネガティブイベント

を問うことは精神的苦痛を経験させる可能性もあるため，回答中にきつ

くなった際には直ちに回答を中止してよいことを教示文中で強調した。  

職務状況における資源の活用の具体例 質問項目（1）および（2）に

対する回答の分類を行った。具体例は全体で 138 件挙げられ，6 つのカ

テゴリーに分類した。含まれる回答内容からそれぞれ次のように変数名

を仮に設定した。なお，変数名は井隼・中村（2008）を参考にした。1．

熟慮的行動（31 件）：「自分の悪かったことを整理し，今後どうするかを

決め，自分なりに目標を立てる。」，「失敗を次に生かすために，自分なり
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に次はこうしてみようと考える。」などの回答を含む。2．学習（21 件）：

「もう一度失敗した原因を振り返り，二度と同じことで失敗しないよう

学習し，確実な知識として身につけるよう勉強する。」，「復習をし，次に

生かす為に知識を深める。」などの回答を含む。3．楽観的行動（24 件）：

「考えすぎず，どうにかなるだろうと割り切る。」，「落ち込んでいても仕

方ないので，次は大丈夫だろうと考える。」などの回答を含む。4．ポジ

ティブイベント想起（8 件）：「仕事で褒められたことを思い出して，自

分は大丈夫だと思い込む。」，「仕事で感謝されたことを思い出して元気を

取り戻す。」などの回答を含む。5．同僚や上司への相談（20 件）：「色々

な先輩にアドバイスしてもらい，今後どうすれば良いかを見つけ出す。」，

「同僚に自分のいけなかったところを聞く。」などの回答を含む。6．気

ばらし行動（34 件）：「好きなことをして気分を紛らわせる。」，「お酒を

飲んで嫌な事を忘れる。」などの回答を含む。  

これらの回答を基に，24 項目からなる職務レジリエンス行動尺度の項

目を作成し，この尺度を用いて本調査を実施した。  

 

2.本調査 

調査対象者 福岡県内Ｂ総合病院の役職者を除いた全ての科の看護

師 470 名であった。409 名からの回答があり（回収率 87.0%），回答に不

備のあった 4 名を除外し，最終的に 405 名の回答を分析対象とした（有

効回答率 86.2％）。性別構成は女性 364 名，男性 41 名，平均年齢は 32.20

歳（SD =8.91，最小値 20，最大値 60），平均職務年数は 9.47 年  （SD =8.13，

最小値 .30，最大値 38.0）であった。  

手続き 質問紙調査は 2010 年 12 月に実施した。各看護師への配布は

各病棟の看護師長に依頼した。なお，プライバシーの保護の観点から，

質問紙票は一部ずつ封筒に入れて渡し，記入後は封を閉じた状態で提出

するよう求めた。  

質問紙の構成 フェイスシート：デモグラフィック変数（性別，年齢，

職務年数）を尋ねた。（1）困難な状況の具体例：第 3 章で作成したネガ
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ティブイベントの具体例の表を表示した。そして，次から続く質問項目

に対して，日常的なストレス場面ではなく，例に示すような特に深刻な

困難な場面を想起して回答するよう求めた。（2）職務レジリエンス行動

尺度：予備調査で独自に作成した尺度を用いた（24 項目）。（3）バーン

アウト尺度：Maslach & Jackson（ 1981）が開発した Maslach Burnout 

Inventory（MBI）を久保・田尾（1994）が看護師版に修正したものを用

いた（計 17 項目）。  

 なお，以上の（2），（3）の各尺度の回答に当たっては，「1 ＝全く当て

はまらない」から「5 ＝とてもよく当てはまる」の 5 件法を用いた。  

 

結果 

 

1. 因子分析 

職務レジリエンス行動尺度の因子分析結果  尺度の構造を確認する

ため，探索的因子分析（重み付けのない最小 2 乗法，プロマックス回転）

を行った。分析にあたっては，SPSS ver. 17.0 を使用した。スクリープロ

ットの減衰状況より，5 因子解が妥当であると判断し，5 因子解を仮定し

て分析を行った。さらに充分な因子負荷量（ .45 以上）を示さなかった

項目と，因子負荷量が複数の因子にかかる項目の計 6 項目を削除し，再

度分析を行って因子パターンを確定した。最終的な因子分析結果を Table 

7-1. に示す。なお，全分散を説明する割合は 61.96%であった。  

各下位尺度に含まれる項目内容から，第 1 因子を“楽観的行動”因子，

第 2 因子を“ポジティブイベント想起”因子，第 3 因子を“熟慮的行動”

因子，第 4 因子を“気ばらし行動”因子，第 5 因子を“同慮や上司への

相談”因子と命名した。予備調査において見出されていた“学習”の項

目は，熟慮的行動に含まれた。なお，第 1 因子と第 5 因子，および，第

4 因子と第 5 因子との間には弱い相関が，その他の組み合わせには中程

度の相関が示された。なお，因子間相関係数は Table 7-1. に示す。  

また，内的整合性の検討を行うため，各下位尺度の Cronbach のα係数
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を算出したところ， .89 から .80 と高い値が得られたため，職務レジリエ

ンス行動尺度は内部一貫性の点でその信頼性が保たれていると判断した。 

さらに，因子的妥当性の検討を行うため，Amos17.0 の Amos Graphics

を用いて確認的因子分析による適合度指標を検討した結果，GFI = .90，

AGFI = .86，CFI = .92，RMSEA = .07 と，若干 AGFI の値が低いものの，

充分な値であり，因子的妥当性が保たれていると判断した。  
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1 2 3 4 5

第1因子　楽観的行動　（α =.87）

3．問題についてしつこく考えず，割り切る。 .84 -.03 -.05 .03 -.03

4．どうにかなるだろう，と開き直る。 .81 -.15 -.04 .06 .01

1． 失敗はあまり気にしすぎない。 .80 -.10 .03 .00 .07

2． 嫌なことはすぐに忘れてしまう。 .78 -.07 -.03 .07 .07

5． 無理やりにでも前向きに考える。 .53 .17 .03 -.02 .08

6． 次同じミスをしなければ大丈夫だと言い聞かせる。 .52 .23 .05 -.05 -.06

第2因子　熟慮的行動　（α =.85）

10．自分には足りない部分があることを認め，そこをおぎない

高めていこうとする。
-.07 .83 -.01 .06 -.05

8． 失敗を次に生かそうと思う。 .06 .80 -.04 -.03 -.05

11．起こった問題やその原因について自分なりに考える。 -.13 .72 -.12 -.07 .12

9． 困難を克服することに意味があると考える。 .13 .71 .03 -.02 -.05

7.    失敗から成長することもあると考える。 .38 .54 .04 -.07 -.11

12．冷静に物事を受け止める。 .02 .45 .03 .07 -.04

18．知識が足りないことについて学習する。 -.15 .45 .00 .19 .18

22．失敗したことのある仕事にも意欲的に取り組む。 -.12 .44 .17 .03 .18

第3因子　ポジティブイベント想起　（α = .89）

25．以前に仕事で褒められたことを思い出して，自分は大丈夫

だと考える。
.03 -.10 .93 -.04 -.04

24．仕事において嬉しかったことを思い出して気分を落ち着か

せる。
-.05 .03 .93 -.03 -.01

26．患者さんに感謝されたことを思い出して元気を取り戻す。 -.10 -.01 .78 .09 -.03

23．自分には得意なことがあるから大丈夫だと言い聞かせる。 .20 .05 .63 -.04 .05

第4因子　気ばらし行動　（α =.78）

15．夢中になれるものに打ちこんで嫌なことを忘れる。 .02 -.02 -.07 .83 .01

16．楽しいこと，いいことをイメージして気分を紛らわす。 .08 -.01 .09 .72 -.03

13．好きなことを行い，ストレスを発散している。 .04 .13 -.10 .68 -.09

17．患者さんと楽しく話をして気持ちを落ち着かせる。 -.05 -.02 .27 .45 .10

14．お酒を飲んで気を紛らわす。 .02 -.02 .05 .36 .03

第5因子　同僚や上司への相談　（α = .82）

19．同僚や上司に自分の問題点についてフィードバックを求め

る。
.07 .01 -.03 -.05 .98

20．同僚や上司に解決，克服の仕方について相談する。 .04 .04 .01 .02 .69

因子間相関 1 2 3 4 5

1 ‐ .37 .32 .40 .01

2 ‐ .38 .46 .36

3 ‐ .53 .46

4 ‐ .28

5 ‐

Table 7-1.

職務レジリエンス行動尺度の構造
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バーンアウト尺度の因子分析結果 重み付けのない最小 2 乗法・プロ

マックス回転による因子分析を実行したところ，スクリープロットの減

衰状況から 3 因子構造が妥当であると判断した。いずれの項目も充分な

因子負荷量を示し，因子負荷量が複数の因子にかかる項目もなかった。

なお，この 3 因子構造は，田尾・久保（1996）の結果を再現している。  

そこで，田尾・久保（1996）と同様に因子を命名した。すなわち，第

1 因子は「同僚や患者と，何も話したくなくなることがある。」などの項

目を含む“脱人格化”因子（α= .84）であった。第 2 因子は「仕事を終

えて，今日は気持ちの良い日だったと思うことがある。」などの項目を含

む“個人的達成感”因子（α= .79）であった。第 3 因子は「体も気持ち

も疲れはてたと思うことがある。」などの項目を含む“情緒的消耗感”因

子（α= .82）であった。  

なお，それぞれの因子に関して平均値を算出し，因子得点とした。職

務レジリエンス行動とバーンアウトの平均値，標準偏差を Table 7-2. に

示す。平均値は，熟慮的行動において最も高く，困難な状況に直面した

際には，熟慮的行動をその他の行動に比べてより多く行うことを示して

いる。  
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2. 尺度の妥当性の検証 

 職務レジリエンス行動尺度の妥当性を検証するために，職務レジリエ

ンス行動尺度の下位項目の得点とバーンアウト尺度の下位項目の得点と

の相関を分析した。相関分析の結果を Table 7-3. に示す。結果としては，

全体的な傾向として中程度からやや低い相関であり，さらに楽観的行動

とポジティブイベント想起と，脱人格化との間には有意な相関は見られ

なかったものの，概ね予測の通り，職務レジリエンス行動尺度とバーン

アウト尺度との間に関連が見られた。この結果は，本研究で作成した職

務レジリエンス行動尺度の妥当性を示している。以下では，職務レジリ

エンス行動のそれぞれの側面ごとに，バーンアウトとの関連性について

結果の解釈を行う。  

 

M SD

1. 楽観的行動 2.58 .77

2. 熟慮的行動 3.59 .64

3. ポジティブイベント想起 2.59 .78

4. 気ばらし行動 3.12 .84

5. 同僚や上司への相談 2.90 .80

6. 脱人格化 2.15 .77

7. 個人的達成感 2.45 .69

8. 情緒的消耗感 3.49 .93

Table 7-2.

各尺度の平均値と標準偏差
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楽観的行動 楽観的行動は，バーンアウトのうち，情緒的消耗感と負

の相関が（r = -.19, p < .01），個人的達成感と正の相関が見られた（ r = .22, 

p < .01）。すなわち，困難な状況に直面して精神的に一時的に落ち込んだ

際には，そのことについて深く考えすぎず，割り切ってやり過ごすこと

で情緒的な消耗感の低減に繋がったり，達成感を取り戻したりすること

ができる可能性を示唆している。この結果は，個人内資源の活用として

の 楽 観 的 行 動 と ， SDS （ ツ ァ ン 自 己 評 価 式 抑 う つ 尺 度 ：  Zung’s 

Self-Depression Scale）との負の関連を示した井隼・中村（2008）の知見

と一致していると言える。また，レジリエンス特性の構成要素を検討し

ている従来の研究の多くにおいて，楽観主義（Flach, 1997）や楽観性（石

1 2 3 4 5 6 7

1. 楽観的行動

2. 熟慮的行動 .37
**

3.ポジティブイベント想起 .31
**

.32
**

4. 気ばらし行動 .39
**

.43
**

.39
**

5. 同僚や上司への相談 .09 .40
**

.30
**

.21
**

6. 脱人格化 -.06 -.08 -.25
**

-.19
**

-.22
**

7. 個人的達成感 .22
**

.45
**

.35
**

.27
**

.31
**

-.22
**

8. 情緒的消耗感 -.19
**

-.21
**

-.13
*

-.17
**

-.19
**

.47
**

-.38
**

**
p  < .01

Table 7-3.

相関分析結果（N  = 405）
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毛・無藤 , 2006）がレジリエンスの特性の下位要素としていることとも

一致していると言える。  

一方で，楽観的行動と脱人格化との間には有意な相関が見られなかっ

た。楽観的行動はあくまでも情動焦点型の対処行動であり，精神的に楽

にはなるものの，ヒューマン・サービスに特有の脱人格化のような，問

題焦点型の対処行動や，職務に対する認知の変化が求められることが想

定されるような側面に対しては効果的な影響をもたらすには十分でない

ことが考えられる。  

 ポジティブイベント想起 ポジティブイベント想起は，バーンアウト

のうち，個人的達成感と正の相関（ r = .45, p < .01），情緒的消耗感と負

の相関が見られ（r = -.21, p < .01），脱人格化とは相関が見られなかった。

この結果は，困難な状況に直面して一時的に落ち込んでも，過去に経験

した嬉しい出来事や自信の出る出来事を思い出すことで，仕事における

達成感が回復したり，情緒的な消耗感が緩和したりする可能性を示唆し

ている。達成感を経験することで，自己効力感の向上や継続的な職務遂

行意図を高めることが期待されるため，困難な出来事を経験して仕事か

ら離れたくなった際にも，過去のポジティブな経験を思い出して仕事に

対する自信を回復させることは有効な対処行動であることが考えられる。 

 熟慮的行動 熟慮的行動は，バーンアウトのうち，個人的達成感と正

の相関（r = .35, p < .01），脱人格化（r = -.25, p < .01），および情緒的消

耗感（r = -.13, p < .01）と負の相関が見られた。すなわち，困難な状況

に直面したことの意味を見出そうとしたり，失敗を次に活かそうとした

りすることによって，良好な精神的健康の状態に回復できる可能性を示

唆している。井隼・中村（2008）の学生を対象とした調査においても，

熟慮的行動と SDS の有意な相関が示されており，熟慮的行動の効果性が

示唆されている。そして，本研究の結果より，その効果性は，職務状況

においても見られることが示された。また，熟慮的行動の平均値が最も

高かったことから，看護師は他の行動に比べてより多く熟慮的行動をと

ることが示されており，熟慮的行動とバーンアウトの全ての側面との関
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連が示されたことは重要な示唆である。  

 気ばらし行動 気ばらし行動は，バーンアウトのうち，個人的達成感

と正の相関（r = .27, p < .01），脱人格化（r = -.19, p < .01），および情緒

的消耗感（r = -.17, p < .01）と負の相関が見られた。すなわち，困難な

状況に直面して一時的に落ち込んでしまった際に，楽しいことをイメー

ジして気を紛らわせるなどの気ばらしをすることで，良好な精神的健康

の状態に回復できる可能性を示唆している。従来の研究においても，気

ばらし行動の効果は広く認められており，気ばらしをする方が落ち込ん

だ気分や，その原因や結果について考え込むよりも落ち込み気分からの

回復に効果的であることが報告されている（Nolen-Hoeksema, Morrow, & 

Fredrickson, 1993）。本研究の結果から，日常場面における困難な状況下

のみならず，職務中の困難な状況下においても，気ばらしの効果が期待

できることを示唆している。  

 同僚や上司への相談 同僚や上司への相談は，バーンアウトのうち，

個人的達成感と正の相関（r = .31, p < .01），脱人格化（r = -.22, p < .01），

および情緒的消耗感（r = -.19, p < .01）と負の相関が見られた。日常的

に経験するストレッサーに対しては自分なりの対処方法を経験的に身に

つけていくことがほとんどであろう。しかし，本研究で前提としている

ような深刻な困難な状況は，経験する頻度や可能性も高くなく，初めて

の状況である場合もある。そのような状況に自分でしっかりと向き合い，

何とか回復しようとすることも重要ではあるが，同僚に相談をしたり，

先輩や上司にアドバイスを求めたりすることが，効果的な精神的回復に

影響を及ぼすことが期待できる。  

 ただし，本研究で作成した職務レジリエンス行動尺度には，具体的に

手助けをしてもらうような道具的サポートや，励ましてもらうなどの情

緒的サポートは含まれず，アドバイスやフィードバックを求める情報的

サポートの側面のみが含まれる。これは，予備調査で前者 2 つの対処行

動を挙げる看護師がひとりもいなかったためである。これは道具的サポ

ートや情緒的サポートが対処行動として十分に認識されておらず，活用
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されていない可能性を示唆する。その反面，熟慮的行動では平均値が 5

件尺度中 3.59 と最も高かった。この結果は，熟慮的行動が多く行われや

すいことを示しており，困難な状況には個人として対処しなくてはなら

ない状況があるようだ。とはいえ，本研究で先輩や同僚にアドバイスを

求める行動がバーンアウトの複数の側面に対して一定の影響を及ぼす可

能性が示された。今後，幅広くソーシャル・サポートの側面を取り入れ

る試みをすることで，看護師同士がサポートし合うことによる効果も実

証的に検討していく必要があるだろう。  

3. 職務年数による比較 

 職務レジリエンス行動尺度の妥当性について，より詳細に検討するた

めに，職務年数ごとにバーンアウトとの関連を検討した。なお，職務年

数の区切りにあたっては，度数分布に従って，3 年未満を新人，3 年以上

10 年未満を中堅，10 年以上を熟練とする 3 群に分けた。  

職務年数ごとの記述等計量を Table 7-4. に示す。まず，職務年数の違

いによって，職務レジリエンス行動の平均値に差があるかを検討するた

めに分散分析を行った。その結果，楽観的行動（F(2,392）= 4.05 , p < .05）

と熟慮的行動（F(2,392）= 3.01 , p < .10）においてのみ，有意な差が見られ

た。Tukey T を用いた多重比較によると，楽観的行動と熟慮的行動の両

方において，新人と熟練間のみに有意な差が見られ，熟練は新人よりも，

楽観的行動と熟慮的行動を多く行うことが示された。ただし，この差も

ごく僅かであり，全体的に職務年数ごとの職務レジリエンス行動の平均

値の差は見られなかった。この結果は，困難な状況に直面した際，どの

ような対処行動をとるかは，職務年数によって違いが見られない可能性

を示唆している。  
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M SD

1. 楽観的行動 2.44 .69

2. 熟慮的行動 3.48 .56

3. ポジティブイベント想起 2.61 .71

4. 気ばらし行動 3.12 .78

5. 同僚や上司への相談 3.00 .66

6. 脱人格化 2.13 .72

7. 個人的達成感 2.38 .66

8. 情緒的消耗感 3.64 .89

1. 楽観的行動 2.59 .76

2. 熟慮的行動 3.61 .63

3. ポジティブイベント想起 2.57 .77

4. 気ばらし行動 3.15 .84

5. 同僚や上司への相談 2.84 .79

6. 脱人格化 2.22 .79

7. 個人的達成感 2.42 .68

8. 情緒的消耗感 3.55 .87

1. 楽観的行動 2.73 .83

2. 熟慮的行動 3.67 .67

3. ポジティブイベント想起 2.62 .83

4. 気ばらし行動 3.09 .90

5. 同僚や上司への相談 2.88 .90

6. 脱人格化 2.02 .76

7. 個人的達成感 2.56 .70

8. 情緒的消耗感 3.26 1.01

熟練（N = 118）

Table 7-4.

職務年数ごとの記述統計量

新人（N = 111）

中堅（N = 166）
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次に，相関分析の結果を Table 7-5. に示す。全体的な結果として，新

人，中堅，熟練間で職務レジリエンス行動とバーンアウトとの関連性に

違いが見られた。この結果と，分散分析の結果を併せて考察すると，そ

れぞれの職務年数によって，困難な状況下において行われる職務レジリ

エンス行動に違いはないものの，その効果性に違いがある可能性を示唆

している。以下では，それぞれの職務年数ごとに結果の解釈を行う。  
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1 2 3 4 5 6 7

1. 楽観的行動

2. 熟慮的行動 .31
**

3. ポジティブイベント想起 .49
**

.33
**

4. 気ばらし行動 .43
**

.51
**

.33
**

5. 同僚や上司への相談 .15 .32
**

.37
**

.26
**

6. 脱人格化 .03 .01 -.10 -.09 -.02

7. 個人的達成感 .34
**

.45
**

.30
**

.28
**

.25
** -.09

8. 情緒的消耗感 -.24
* -.03 .02 -.05 .05 .45

**
-.35

**

1. 楽観的行動

2. 熟慮的行動 .30
*

3. ポジティブイベント想起 .17
**

.24
**

4. 気ばらし行動 .32
**

.34
**

.39
**

5. 同僚や上司への相談 .03 .40
**

.23
** .09

6. 脱人格化 -.01 -.08 -.30
**

-.24
**

-.16
*

7. 個人的達成感 .08 .46
**

.31
**

.23
**

.31
**

-.16
*

8. 情緒的消耗感 -.08 -.24
** -.09 -.20

*
-.16

*
.43

**
-.33

**

1. 楽観的行動

2. 熟慮的行動 .46
**

3. ポジティブイベント想起 .35
**

.36
**

4. 気ばらし行動 .44
**

.46
**

.45
**

5. 同僚や上司への相談 .15 .43
**

.34
**

.33
**

6. 脱人格化 -.14 -.14 -.28
**

-.22
*

-.41
**

7. 個人的達成感 .28
**

.43
**

.41
**

.34
**

.36
**

-.45
**

8. 情緒的消耗感 -.24
**

-.30
**

-.25
**

-.27
**

-.39
**

.53
**

-.44
**

**
p  < .01, 

*
p  < .05

Table 7-5.

職務年数ごとの相関分析結果

新人（N = 111）

中堅（N = 166）

熟練（N = 118）
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 新人層 脱人格化においては，すべての職務レジリエンス行動との間

に有意な相関が見られなかった。また，個人的達成感においては，すべ

ての職務レジリエンス行動との間に有意な相関が見られた（楽観的行

動：r = .34, p < .01；ポジティブイベント想起：r = .45, p < .01；熟慮的行

動：r = .30, p < .01；気ばらし行動：r = .28, p < .01；同僚や上司への相談：

r = .25, p < .01）。そして情緒的消耗感においては，楽観的行動との間に

おいてのみ相関が見られ（r = -.24, p < .05），その他の行動とは相関が見

られなかった。  

 新人層の特徴としては，職務レジリエンス行動の効果は，個人的達成

感に対しては見られる可能性があるものの，脱人格化と情緒的消耗感に

対しては効果が見られない可能性がある点である。職務レジリエンス行

動の平均値においては中堅層や熟練層と有意な差が見られなかったこと

を考慮すると，新人層は困難な場面で自分なりに対処行動をとったとし

ても，適切に実行できていない可能性がある。もしくは，個人的達成感

に関しては，すべての職務レジリエンス行動との関連が見られたことか

ら，新人層は，精神的に追い詰められた際に，個人的達成感の回復がよ

り優先的に行われる，または，ストレス状態の軽減よりも達成感の維持

の方が重要な意味を持つ可能性が考えられる。  

 中堅層 脱人格化においては，熟慮的行動（ r = -.30, p < .01），気ばら

し行動（r = -.24, p < .01），および同僚や上司への相談（ r = -.16, p < .05）

との間に有意な相関が見られ，楽観的行動とポジティブイベント想起と

の間には相関が見られなかった。また，個人的達成感においては，熟慮

的行動（r = .46, p < .01），ポジティブイベント想起（r = .31, p < .01），気

ばらし行動（r = .23, p < .01），および同僚や上司への相談（ r = .31, p < .01）

との間に有意な相関が見られ，楽観的行動との間には相関が見られなか

った。そして，情緒的消耗感においては，ポジティブイベント想起（ r = 

-.24, p < .01），気ばらし行動（r = -.20, p < .05），および同僚や上司への

相談（r = -.16, p < .05）との間に有意な相関が見られ，楽観的行動と熟

慮的行動との間には相関が見られなかった。  
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中堅の特徴としては，バーンアウトのすべての側面と楽観的行動との

間に有意な関連が見られなかった点である。看護師を対象とした研究で

は，特に中堅看護師に注目する研究が多く存在する。というのも，中堅

看護師の臨床実践能力が病院の看護の質を左右し（相場，2001），新人看

護師の育成や職場の環境作りに大きく影響していると言われている（土

佐・出口・上野・内藤・佐藤・佐藤，2000）。またこの時期は，看護師個々

の職業キャリア発達からみても，臨床実践能力が充実し，それぞれの専

門性が確立される時期に相当する（牛田，2007；水野・三上，2000）。そ

のため，他の職務年数層と比較して，中堅看護師の働きは注目され，よ

り高いストレスを抱えていることが指摘されているためである（瀬川・

石井，2010）。このように，日常的に高いストレス状態に置かれている中

堅看護師にとって，さらに深刻な困難な事態が発生した際，経験される

ストレスの程度は計り知れないほど高く，楽観的行動はもはや効果を発

揮できない可能性が考えられる。  

熟練層 脱人格化においては，熟慮的行動（ r = -.28, p < .01），気ばら

し行動（r = -.22, p < .05），同僚や上司への相談（r = -.41, p < .01）との

間に有意な負の相関が見られ，楽観的行動とポジティブイベント想起と

の間に有意な相関が見られなかった。また，個人的達成感においては，

すべての職務レジリエンス行動との間に有意な正の相関が見られ（楽観

的行動：r = .28, p < .01；ポジティブイベント想起：r = .43, p < .01；熟慮

的行動：r = .41, p < .01；気ばらし行動：r = .34, p < .01；同僚や上司への

相談：r = .36, p < .01），情緒的消耗感においても，すべての職務レジリ

エンス行動との間に有意な負の相関が見られた（楽観的行動：r = -.24, p 

< .01；ポジティブイベント想起： r = -.30, p < .01；熟慮的行動： r = -.25, 

p < .01；気ばらし行動：r = -.27, p < .01；同僚や上司への相談：r = -.39, p 

< .01）。  

熟練層の特徴としては，ほぼ全ての職務レジリエンス行動とバーンア

ウトとの間に有意な相関が見られ，新人層と中堅層と比較して，最も職

務レジリエンス行動の効果が得られやすい可能性を示唆している点であ
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る。すなわち，熟練看護師は，困難な状況に直面した際に，いかに対処

すれば良いのかを心得ており，職務に関して熟練しているだけでなく，

自身の精神的健康の回復に対しても熟練していることを示唆している。

また，特に熟練層において，職務レジリエンス行動尺度の高い妥当性が

示されたことは，換言すると，本研究で開発した職務レジリエンス行動

尺度は，看護師が職務キャリアの中で身に着けていくべき行動を反映で

きているとも考えられる。  

 

考察 

 

本研究では，職務レジリエンスの発揮に影響を与える職務レジリエン

ス行動の探索，および尺度作成を行った。すなわち，職務中に，日常的

なストレス場面とは異なる，特に困難な状況に直面して，一時的に精神

的に落ち込んだ際に，どのような対処行動をとることがより効果的であ

るかについて探索し，その効果的な行動を職務レジリエンス行動と命名

して尺度作成を行った。そして，バーンアウト尺度との相関を検討する

ことで，その妥当性を検証した。その結果，楽観的行動とポジティブイ

ベント想起，熟慮的行動，気ばらし行動，および同僚や上司への相談の

5 側面から構成される職務レジリエンス行動尺度の妥当性が認められた。 

 しかし，さらに詳細に妥当性を検証したところ，職務年数によって職

務レジリエンス行動尺度の妥当性が異なることが示された。すなわち，

職務中に困難な状況に直面した際に，どの職務レジリエンス行動がより

多く選択されるかについては，職務年数によって違いは見られないもの

の，それらの対処行動がもたらす効果については職務年数による違いが

ある可能性が示唆された。もしくは，例えば新人と熟練で，同じように

失敗に対する意味付けをしようとしたとしても，熟練の場合はうまく意

味付けを行い，次に活かすことができた一方，新人の場合うまく意味付

けを行えなかったというように，対処行動として選択していたとしても，

適切に行えていないという可能性も考えられる。これらの考察は推測の
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域を脱しないため，今後，職務年数による適切な対処行動やその効果性

の違いにも着目しながら，職務レジリエンス行動尺度の精緻化を行う必

要がある。  

ただし，特に熟練層において，職務レジリエンス行動尺度の高い妥当

性が示されたことは，換言すると，本章で開発した職務レジリエンス行

動尺度は，看護師が職務キャリアの中で身に着けていくべき適切な対処

行動を反映できているとも考えられる。というのも，看護師として長年

働くことで，職務に関して熟練するだけではなく，日常的なストレッサ

ーや，非日常的な困難な状況に対していかに向き合い，対処していくか，

ということに関しても熟練していくはずである。そのような熟練した看

護師の層において，妥当性が確認されたことは，より適切な職務レジリ

エンス行動を組み込んだ尺度構成になっているとも考えられるためであ

る。  

上記をまとめると，本章で作成した職務レジリエンス行動尺度は，職

務年数によって尺度の妥当性が異なる可能性が示唆されたものの，全体

的には妥当性が確認された。そこで，この尺度を用いて，職務レジリエ

ンス行動がもたらす効果について，看護師を対象とした調査を実施した。

この調査については次章以降において報告する。  
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第 8 章 

個人レベルのレジリエンス⑥ 

職務レジリエンス行動のもたらす効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



126 

 

 

 

第 8 章の要約 

 

本章では，職務レジリエンス行動が，職務レジリエンス，およびバーン

アウト，職務自己効力感に及ぼす影響について検討した調査結果を報告

する。看護師を対象とした質問紙調査を実施し，深刻な困難な状況に直

面し，一時的に精神的に落ち込んだ際に，職務レジリエンス行動をとる

ことで，いかに職務レジリエンス，バーンアウト，および職務自己効力

感に影響を及ぼすかについて検討した。その結果，職務レジリエンス行

動が職務レジリエンスを高め，そのことによって，バーンアウト傾向が

軽減され，職務自己効力感が高まることが示唆された。 
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問題と目的 

 

 本章では，職務レジリエンス行動が，職務レジリエンス，およびバー

ンアウト，職務自己効力感に及ぼす影響について検討した調査結果を報

告する。職務レジリエンス行動とは，職務中に困難な状況に直面し，精

神的に一時的に落ち込んでしまった際の，効果的な回復を支える行動を

指す。第 7 章においては，職務レジリエンス行動尺度の開発を行い，そ

の妥当性を検証した。  

 そこで，本調査では職務レジリエンス行動が実際に回復力を支えるか

否かを，職務レジリエンス，およびバーンアウト，職務自己効力感への

影響を検討することによって明らかにする。困難な状況に直面し，一時

的に精神的に落ち込んでしまった際に，効果的な対処行動を実行するこ

とが出来れば，回復への兆し，暗闇からの出口が見えやすくなり，自身

の回復力を信じることができるようになるだろう。すなわち，職務レジ

リエンス行動を取ることができることによって，自身の精神的回復力に

対する信念―職務レジリエンスが高まることが期待できる。  

以上のことから，困難な状況に直面しても，職務レジリエンス行動を

取ることによって，職務レジリエンスが高まり，その結果として，バー

ンアウト傾向が軽減され，職務自己効力感は高まるだろうという仮説を

立てた。この仮説を検証するために，看護師を対象とした調査を実施し

た。  

 

方法 

  

手続き 看護師を対象とした質問紙調査を実施した。調査期間は 2011

年 12 月であり，質問紙の配布と回収にあたっては，看護師長に一任し，

病棟ごとに回収を依頼した。また，個人情報の保護の観点と，調査結果

が病院関係者の目に触れないことで安心して回答できるよう，質問紙は

テープ付きの封筒に入れて配布し，必ず封をして提出するよう求めた。  
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調査対象者 福岡県内Ｂ総合病院の役職者を除いた全ての科の看護

師 470 名であった。409 名からの回答があり（回収率 87.0%），回答に不

備のあった 4 名を除外し，最終的に 405 名の回答を分析対象とした（有

効回答率 86.2％）。性別構成は女性 364 名，男性 41 名，平均年齢は 32.20

歳（SD =8.91，最小値 20，最大値 60），平均職務年数は 9.47 年  （SD =8.13，

最小値 .30，最大値 38.0）であった。  

質問紙の構成  

フェイスシート：デモグラフィック変数（性別，年齢，職務年数）を尋

ねた。  

1. 職務レジリエンス行動尺度：第 7 章において独自に作成した計 24 項

目の職務レジリエンス行動尺度を使用した。  

2. 職務レジリエンス尺度：第 4 章において独自に作成した計 5 項目の職

務レジリエンス尺度を使用した。  

3. バーンアウト尺度：Maslach & Jackson（1981）が開発した Maslach 

Burnout Inventory（MBI）を久保・田尾（1994）が看護師版に修正したも

のを用いた（計 17 項目）。  

4. 職務自己効力感尺度：第 4 章において，坂野・東條（1986）の一般性

セルフ・エフィカシー尺度を参考にして，職務文脈に合うように修正を

行った職務自己効力感尺度を使用した。  

なお，以上のすべての尺度の回答に当たっては，「1 ＝全く当てはま

らない」から「5 ＝とてもよく当てはまる」の 5 件法を用いた。  

 

結果 

 

因子分析結果 

 職務レジリエンス行動尺度の因子分析結果 探索的因子分析（重み

付けのない最小 2 乗法，プロマックス回転）を行った。分析にあたって

は，SPSS ver. 17.0 を使用した。スクリープロットの減衰状況より，5 因

子解が妥当であると判断し，5 因子解を仮定して分析を行った。  



129 

 

第 1 因子は，「問題についてしつこく考えず，割り切る。」などの項目

から構成される「楽観的行動」因子（α  = .87）であった。第 2 因子は。

「以前に仕事で褒められたことを思い出して，自分は大丈夫だと考える。」

などの項目から構成される「ポジティブイベント想起」因子（α  = .89）

であった。第 3 因子は「自分には足りない部分があることを認め，そこ

をおぎない高めていこうとする。」などの項目から構成される「熟慮的行

動」因子（α  = .85），第 4 因子は「夢中になれるものに打ちこんで嫌な

ことを忘れる。」などの項目から構成され「気ばらし行動」因子（α  = .78），

そして，第 5 因子は「同僚や上司に自分の問題点についてフィードバッ

クを求める。」などの項目から構成される「同慮や上司への相談」因子（α  

= .82）であった。  

職務レジリエンス尺度の因子分析結果 探索的因子分析（重み付けの

ない最小 2 乗法，プロマックス回転）を行った。スクリープロットの減

衰状況より，1 因子解が妥当であると判断し，1 因子解を仮定して分析を

行った。信頼性係数αは .92 と充分な値を示した。  

職務自己効力感尺度の因子分析結果 探索的因子分析（重み付けのな

い最小 2 乗法・プロマックス回転）による因子分析を実行したところ，

スクリープロットの減衰状況から 2 因子構造が妥当であると判断した。

充分な因子負荷量を示さなかった 3 項目を除外し，再度因子分析を実行

した。その結果，すべての項目について充分な因子負荷量を示し，因子

負荷量が複数の因子にかかる項目もなかったため，因子構造を確定した。 

 第 1 因子は，「何かをするとき，うまくゆかないのではないかと不安に

なることが多い」，「小さな失敗でも同僚よりずっと気にするほうである」

などの項目からなっており，仕事における失敗に対する不安を意味する

項目で構成されているため「失敗に対する不安」とした。また，信頼性

係数はα  =.81 と，十分な値を示した。  

 第 2 因子は，「同僚よりも特に優れた知識を持っている」，「同僚より記

憶力がよいほうである」などの項目からなっており，職場において，同

僚よりも自分の能力を高く位置づける項目で構成されているため，「高い
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能力の位置づけ」とした。また，信頼性係数はα  = .77 と充分な値を示

した。  

バーンアウト尺度の因子分析結果 探索的因子分析（重み付けのない

最小 2 乗法・プロマックス回転）による因子分析を実行したところ，ス

クリープロットの減衰状況から 3 因子構造が妥当であると判断した。い

ずれの項目も充分な因子負荷量を示し，因子負荷量が複数の因子にかか

る項目もなかった。なお，この 3 因子構造は，田尾・久保（1996）の結

果を再現している。  

そこで，田尾・久保（1996）と同様に因子を命名した。すなわち，第

1 因子は「同僚や患者と，何も話したくなくなることがある。」などの項

目を含む“脱人格化”因子（α= .84）であった。第 2 因子は「仕事を終

えて，今日は気持ちの良い日だったと思うことがある。」などの項目を含

む“個人的達成感”因子（α= .79）であった。第 3 因子は「体も気持ち

も疲れはてたと思うことがある。」などの項目を含む“情緒的消耗感”因

子（α= .82）であった。  

 

各変数の記述統計量，および相関係数  

職務レジリエンス行動尺度，職務レジリエンス尺度，バーンアウト尺

度，および職務自己効力感尺度の記述統計量を Table 8-1 に示す。また，

各変数間の相関係数を Table 8-2 に示す。  
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M SD

楽観的行動 2.58 .77

ポジティブイベントの想起 2.59 .78

熟慮的行動 3.59 .64

気ばらし行動 3.12 .84

同僚や上司への相談 2.90 .80

職務レジリエンス 3.40 .74

失敗に対する不安 2.93 .70

高い能力の位置づけ 2.35 .69

脱人格化 2.15 .77

個人的達成感 2.45 .69

情緒的消耗感 3.49 .93

各変数の記述統計量　（N  = 405)

Table 8-1
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各変数間の関連の検討  

職務レジリエンス行動と職務レジリエンス，およびバーンアウト，職

務自己効力感の関連を検討するために，職務レジリエンス行動を独立変

数，職務レジリエンスを媒介変数，バーンアウト，および職務自己効力

感を従属変数に投入し，共分散構造分析を行った。なお，分析にあたっ

ては，Amos Graphics 17.0 ver. を使用した。  

 職務レジリエンス行動に関して，下位尺度間の相関が高いことから，

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

1. 楽観的行動

2. ポジティブイベントの想起 .31
**

3. 熟慮的行動 .37
** .31

**

4. 気ばらし行動 .39
** .43

**
.40

**

5. 同僚や上司への相談 .09 .40
*

.30
**

.21
**

6. 職務レジリエンス .53
** .29

**
.56

**
.41

**
.20

**

7. 失敗に対する不安 -.40
** -.16

**
-.24

**
-.22

**
-.11

*
-.37

**

8. 高い能力の位置づけ .35
** .38

**
.23

**
.21

**
.11

*
.32

**
-.26

**

9. 脱人格化 -.06 -.08 -.25
**

-.19
**

-.22
**

-.34
**

.33
** -.02

10.個人的達成感 .22
** .45

**
.35

**
.28

**
.31

**
.42

**
-.18

**
.42

**
-.22

**

11.情緒的消耗感 -.19
**

-.21
**

-.13
*

-.17
**

-.19
**

-.25
**

.33
**

-.26
**

.47
**

-.38
**

**
p  < .01, 

*
p  < .05

各変数間の相関係数

Table 8-2



133 

 

多重共線性が発生する可能性を考慮し，潜在変数化した上で独立変数に

投入した。仮説にしたがってモデルを描き分析を実行したところ，充分

に高い適合度が示されたため（GFI = .97，AGFI = .90，CFI = .95，RMSEA 

= .08），仮説モデルを採用した。最終的に得られたモデルを Figure 8-1

に示す。なお，Figure 中の数値は標準化係数である。  

 

 

 

  

職務
レジリエンス

行動

楽観的行動

ポジティブイベント
の想起

熟慮的行動

気ばらし行動

同僚や上司への相談

職務レジリエンス

脱人格化

個人的達成感

情緒的消耗感

失敗に対する不安

高い能力の位置づけ

.89***

.60***

.32***

.62***

.22***

.46***

-.33***

.43***

-.25***

-.36***

.32***

Figure 8-1 職務レジリエンス行動と職務レジリエンス，およびメンタルヘルス指標との関連

***p < .001

適合度：GFI = .97，AGFI = .90，CFI = .95，RMSEA = .08

注1）実線は正のパスを示し，破線は負のパスを示している。

注2）Figure中の数値は標準化係数である。

注3）誤差変数は省略している。
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共分散構造分析の結果，仮説が支持された。すなわち，職務レジリエ

ンス行動が職務レジリエンスを促進することが示された（β= .89, p 

< .001）。そしてその結果，バーンアウトのうち，脱人格化が軽減され（β

= -.33, p < .001），個人的達成感が高まり（β= .89, p < .001），情緒的消耗

感が軽減された（β= -.25, p < .001）。また，職務自己効力感のうち，失

敗に対する不安が軽減され（β= -.36, p < .001），高い能力の位置づけが

高まることが示された（β=.32, p < .001）。  

代替モデルの可能性の検討  職務レジリエンス行動と職務レジリエ

ンスの影響過程に関して，職務レジリエンスが独立変数となる可能性も

考えられる。すなわち，職務レジリエンスが高い個人ほど，困難な状況

に直面しても職務レジリエンス行動を行うことができるという代替説明

である。この点に関して検討するために，独立変数に職務レジリエンス，

媒介変数に職務レジリエンス行動を投入し，共分散構造分析を行った。  

その結果，充分な適合度が示されなかった。さらに修正指数を參照す

ると，職務レジリエンスからバーンアウト，および職務自己効力感に対

する直接のパスの有効性が高く示されたため，代替モデルの説明力は低

いと考えられる。従って，本研究で検証したモデルの有効性を確認でき

たと言える。  

 

考察 

 

 本調査では，職務レジリエンス行動が職務レジリエンスに及ぼす影響

と，その結果，バーンアウト，職務自己効力感に及ぼす影響を検討した。

その結果，職務レジリエンス行動をとることができることによって，職

務レジリエンスが促進され，その結果，脱人格化，情緒的消耗感，失敗

に対する不安が軽減され，個人的達成感，高い能力の位置づけが高まる

ことが示された。  

 これまでのレジリエンス研究では，どのようなパーソナリティを備え

た個人がより回復を示しやすいかという観点からの研究がほとんどであ
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った。それに対して，本研究では，困難な状況に直面した際に，どのよ

うな対処行動をとることが，より効果的な回復を導くことができるかに

ついて検討を行った。そのため，精神的な回復力を示しやすい個人を特

定することにとどまっていたレジリエンス研究に対して，行動さえ起こ

すことが出来れば，効果的な回復が可能になることを示唆している点は

意義のある研究知見を投げかけていると考えられる。というのも，当該

個人に，精神的な回復を示しやすいパーソナリティが備わっているか否

かに注目するよりも，効果的な対処行動を取ることができるか否かに注

目する方が，可視的に評価できるためである。  

そして，行動療法の考え方からも，本研究の結果は現場における有用

性が高いと考えられる。すなわち，職務レジリエンス行動を行えるよう

に支援することによって，もともと備わっている職務レジリエンス特性

が低い個人であっても，職務レジリエンスを発揮できる可能性が高まる

ことが期待できることを示唆しているためである。教育やトレーニング

の場面において，職務レジリエンス行動を身につけさせるようなプログ

ラムを導入することによって，職務レジリエンスを開発し，向上させる

ことができることが期待できる。  

以上のように，本研究の知見は仕事現場への応用が期待できるもので

あると言える。しかし，職務レジリエンス行動の具体的内容について，

本研究では病院看護師を対象とした調査によって得られた知見のみに基

づいて作成したものである。そのため，病院看護師に特有の要因が潜在

的に含まれている可能性は高い。そこで，今後，様々な職場や職種にお

ける調査を重ねることによって，より一般性の高い，有効的な職務レジ

リエンス行動を明らかにしていくことが課題である。  
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第 9 章 

チームレベルのレジリエンス① 

チームレベルの危険因子の探索  
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第 9 章の要約 

 

本章では，看護現場におけるチームレベルの危険因子の探索を行った調

査結果の報告を行う。これまでのレジリエンス研究は，個人レベルのレ

ジリエンス研究がほとんどである。しかし，個人はチームで働く際には，

チームの状態に大きく影響を受けるため，個人が発揮するレジリエンス

のみならず，チームレベルでのレジリエンスにも着目することで，職務

文脈におけるレジリエンスの統合的な理解が可能になることが期待され

る。そこで，まずチームレベルの危険因子を探索することで，チームレ

ジリエンス発揮の前提となる困難な状況を明確にした。 
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問題と目的 

 

本章では，看護現場におけるチームレベルのレジリエンスについての

調査結果を報告する。チームレベルのレジリエンスとは，個人のレジリ

エンスの概念を集団レベルに引き上げて，チームに備わる回復力を捉え

ようとする概念である。例えば，個人レベルのコンピテンシーを，チー

ムレベルに引き上げて捉えようとする，チームコンピテンシーの概念が

提唱されているが（Liden & Tewksbury, 1995），これと同様の考え方に基

づく。すなわち，チームに所属するメンバーの職務レジリエンスの単な

る総和ではなく，個人レベルには還元できない，チーム全体に備わるも

のとしてのチームレジリエンスである。  

なお，本研究で指す“チーム”とは，“病棟”を指し，近年広がりを

見せている“チーム医療”の文脈におけるチームではない。チームの定

義には様々なものが存在するが（e.g. Cohen & Bailey, 1997；Guzzo & 

Dickson, 1996；Sundstrom, De Meuse, & Futrell, 1990），一般的には，「価

値のある共通の目標・目的・職務のために，ダイナミックで，相互依存

的で，適応的な相互作用を交わす 2 名以上の人々で構成される識別可能

な集合である。また，各メンバーは，課題遂行のための役割や職能を割

り当てられており，メンバーとして所属する期間には一定の期限がある」

という Salas, Dickinson, Converse, & Tannenbaum (1992)の定義が広く用い

られている。  

様々な定義がある中でも，チームの特徴として，①メンバー間の相互

作用の存在，②従事する課題の相互依存性，③目的・目標の共有を重視

する点は類似している（三沢・佐相・山口，2009）。本研究で対象とする

“病棟”は，上記の①，②，③のすべてを満たしていると考えられるた

め，“チーム”として扱うことが妥当であると考える。そこで，以下では

病棟を指してチームと呼び，そこに全体的に存在するレジリエンス，チ

ームレジリエンスの検討を行う。  

チームレジリエンスに関する研究は，West, Patema, & Caesten (2009) 
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の研究を除いてまだ見当たらない。本研究でチームレジリエンスを新た

に扱う意義は，チーム（看護職の場合，病棟）単位で働くような組織で

は，チームの特性やチーム力が非常に重要な要素となる。West ら（2009）

は，先行研究のレビューによって最近の研究の動向についてまとめ，産

業組織に関する研究においては，組織の成功にはチームがキーとなって

おり，組織の効果性について理解するには，チームや，チームメンバー

のパフォーマンスに注目することの重要性の認識が高まってきているこ

とを述べている。  

職場における心理メカニズムについて検討する際，個人レベルとチー

ムレベルの両方のレベルにおける心理メカニズムについて議論すること

が重要となる。というのも，個人は所属チームの特性に強く影響を受け，

また，チームの特性は個人の特性によって，強く影響を受ける（West et al., 

2009）。また，個人は，所属しているチームのメンバーの態度を自分の中

に受け入れることで，自己を形成していくことと仮定されている（Mead, 

1934）。この仮定によると，職場，チームに基づく様々な感情や態度は，

周囲のメンバーによって，強く影響を受けることが示唆される。そのた

め，レジリエンスの文脈においても，これまで多く行われてきた個人レ

ベルのレジリエンについての検討だけではなく，チームレベルにおける

レジリエンスについての検討を併せて行うことが重要であると考えられ

る。  

これまでの組織研究では，特にヒューマンエラーの文脈において，レ

ジリエンスの概念が用いられている（Reason, 2008）。この文脈において

は，①ヒューマンエラーを防ぎ，②問題が発生した際にはその問題の深

刻化を防ぎ，③より早くその解決，回復を図ることを可能にするものを

指してレジリエンスとし，レジリエンスの高い組織づくりを目指す。こ

の文脈において用いられるレジリエンスの概念は，精神的，情緒的なも

のというよりも，いかにヒューマンエラーを防ぎ，エラーが起きた際に

早急に復旧を行うことのできるような，それぞれのセクションにおける

体制，システム構築を確立することを対象，目的としている。  
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それらの研究においては，チームの心理学的側面については注目して

いない。しかし，チーム全体が困難な状況に直面した際にも，いかに迅

速に元の状態に回復できるかは，システムや技術的側面に注目するだけ

では不十分であろう。それらを支えるメンバーや，メンバー同士の相互

作用に注目することで，チームのレジリエンスを全体的，統合的に考え

ることができるだろう。  

これまでに，チームレベルでのレジリエンス研究はほとんどないが，

その中でも，チームレジリエンスというタームを用いて，POB の文脈に

おけるチームレベルのレジリエンスについて研究を行っている研究に，

West ら  (2009) の研究がある。Luthans (2002)などにおいて，POB の 3 つ

の構成要素として自己効力感，レジリエンス，楽観主義が挙げられてい

るが，West ら（2009）はそれら 3 つの POB の構成要素を，チームレベ

ルの概念，および変数に変換し，チームレベルの POB について議論を行

っている。彼らは，POB team capacities のひとつとしてチームレジリエ

ンスを取り上げ，「チームが，失敗，挫折，葛藤，その他の脅威から回復

し，ウェルビーイングの状態に向かわせる capacity を与えるもの」であ

るとした。  

これまでの研究によって，チームが，失敗，挫折，葛藤，その他の脅

威を経験した際のような，ストレスフルな状況下にあるときは，チーム

内で連携なども行われにくくなることが示唆されているが，特にこのよ

うな場面でレジリエンスが重要になってくることが想定される。つまり，

ネガティブ状況下でもレジリエンスがあることで，連携や協力を促進す

ることが可能になるという予測である。その予測に基づき，West ら（2009）

は，実験調査によって POB team capacities が凝集性や共同，葛藤などの

チームレベルのアウトカムに与える影響を検討し，チームレジリエンス

は新規のチームではなく，メンバーが長期間相互作用し合ったチームに

おいて効果的であることを示した。  

West ら（2009）では，POB team capacities を測定する際，個人レベル

の心理学的能力を測定する尺度である PsyCap questionnaire (Luthans & 
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Youssff, 2004)を，チームを主語にしてチームレベルの POB capacity を測

定している。（PsyCap questionnaire のレジリエンスのカテゴリーに含ま

れる項目は，Wagnild & Young (1993) の 25 項目のレジリエンス尺度のう

ち，6 項目を使用した短縮版である。）例えば，「私は課題遂行の際はい

つも様々な方法で困難に対処している」という個人レベルの尺度項目を，

「私達のチームは課題遂行の際はいつも様々な方法で困難に対処してい

る」と主語をチームに変換することで，チームレジリエンスを測定して

いる。  

ただし，彼らの用いた尺度項目には，レジリエンスの元々の意味合い

である「回復力」の意味合いを捉えるタームが含まれていない。そこで，

本研究では，改めてチームレジリエンス尺度を作成するために，個人レ

ベルの職務レジリエンス尺度の作成過程と同様に，実際の看護現場にお

けるチームレベルの危険因子を特定することから始める。そこで，本章

においては，チームレベルの危険因子について検討した自由記述形式の

質問紙調査の結果を報告する。  

 

方法 

 

 手続き 自由記述形式の質問紙調査を実施した。  

調査対象者 福岡県内 A 総合病院の看護師 36 名を対象とした。調査

期間は 2010 年 5 月に行い，調査対象者の構成は女性 33 名，男性 3 名，

平均年齢 26.6 年（SD = 4.5），平均勤務年数 5.0 年（SD = 2.3）であった。

回収率，有効回答率はともに 100％であった。  

 質問紙の構成 自由記述形式の質問紙には，以下の 2 つの問いが含ま

れた。1.これまでに体験した困難な状況，2.実際に体験したことはない

が，見聞きした他者が体験した困難な状況 自身の直接体験のみならず，

他者の経験についても尋ねたことに関しては，より多くの具体的場面を

把握することを目的としている。なお，「休みが少ない」，「給料が少ない」

などの日常的なストレス場面とは区別し，特に困難な場面を挙げるよう
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強調した。これは，ある程度耐性が備わっているような日常的なストレ

ス場面とは区別し，精神的に落ち込むような困難な状況を想起した上で

の回答を促すためである。  

 

結果 

 

 日常的なストレス状況ではなく，チーム全体が落ち込んだり，士気が

下がったりするような，特に困難な状況について尋ねたところ，①ミス

やインシデントに関する事象，②対人関係に関する事象，③支援・コミ

ュニケーションに関する事象の 3 つのカテゴリーに関するネガティブな

イベントが挙げられた。この他にも，人手不足や，給料の少なさ，多忙，

休みのなさなどが挙げられたが，特に未経験であったり，突発的に発生

した困難な事象ではないと判断されるため，除外した。各カテゴリーご

との回答件数を Figure 9-1 に示す。なお，Figure 中の数値は，回答数を

示している。  

 

Figure 9-1 チームのネガティブイベントの各回答数  
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ミスやインシデントに関する事象
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ミスやインシデントに関する事象には，「病棟内でミスやインシデン

トが立て続けに起こった」，「誰か一人が重大なミスをしたことで，全員

がピリピリして嫌な雰囲気になった」，「一人のために全員が責任を負わ

されて，ギスギスした」などの，病棟全体に関わるようなミスやインシ

デントの発生に関する回答が含まれた。  

 また，対人関係に関する事象には，「スタッフ同士で言い合いになり，

病棟全体が嫌な空気に包まれた」，「いわゆる，嫌がらせが多発」，「先輩

に楯突いた後輩が，先輩集団に囲まれて泣かされていた」などの，スタ

ッフ間の揉め事などに関する回答が主に含まれた。  

 そして支援・コミュニケーションに関する事象には，「スタッフ間で意

思疎通がうまくいかず，情報の伝達がうまくいかなかったために患者さ

んに迷惑をかけた」，「「明らかに困っている人がいるのに誰も助けようと

しなかった」，「一人のスタッフに気分のムラがあり，その人がイライラ

しているときは空気が重くなり，みんながしゃべらなくなった」，「急に

仕事が増えた時に，声かけや協力体制が全くなく，連携もとれず，ギス

ギスしていた」などの，コミュニケーションの希薄さや，協力体制のな

さに関する回答が含まれた。  

 以上の結果を基に，チーム全体にネガティブな影響をもたらす困難な

事象の具体例を示す，チームネガティブイベント例の表を作成した

（Table 9-1）。このチームネガティブイベント例は，次章からの調査に用

いる。  
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Table 9-1

チームネガティブイベント例

具体例

病棟内でミスやインシデントが立て続けに起こった。

一人のミスのために，病棟全体で責任を負わされた。

連携のなさのためにミスが起こった。

先輩，後輩間で大きなトラブルが起こった。

スタッフ間で大きな衝突が起こり，全体的に険悪な雰囲気になった。

メンバー同士の葛藤のために全体的な雰囲気が悪くなった。

急な仕事が立て続けに入っても協力しようとしなかった。

明らかに困っている人がいても誰も助けなかった。
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第 10 章 

チームレベルのレジリエンス② 

チームレジリエンス尺度，および 

チームレジリエンス行動尺度の開発 
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第 10 章の要約 

 

本章では，チームレジリエンス尺度，およびチームレジリエンス行動尺

度の開発と，信頼性，妥当性の検証を行った調査の報告を行う。本研究

で新たに作成したチームレジリエンス尺度とチームレジリエンス行動尺

度について，チーム満足度尺度を用いることでその妥当性を検証した。

その結果，充分な尺度の妥当性，信頼性が示された。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



147 

 

問題と目的 

 

 本章では，まずチームレベルのレジリエンスを測定する尺度，チーム

レジリエンス尺度の作成を行う。そして，第 9 章で明らかになったよう

な，チームレベルの危険因子がチーム内で発生し，全体的に落ち込んだ

ムードに陥ったり，緊張状態になったりした際に，いかに効果的に全体

的な回復を図るかを明らかにすることを目的とした調査の報告を行う。

そこで，チーム全体で，困難な状況から抜け出し，元の状態に回復する

ために効果的な行動を，チームレジリエンス行動と呼び，それらの構成

要素を検討することで，チームレジリエンス行動尺度の作成を行う。  

 

チームレジリエンス尺度の作成 

 チームレジリエンスとは，個人レベルの概念である職務レジリエンス

を，チームレベルの概念に引き上げたものである。チームレジリエンス

は，個人の職務レジリエンスと同様，直接的に測定することは困難であ

る。そこで職務レジリエンスと同様に，チームメンバーの，自身の所属

チームの回復力に対する評価，信念を測定することで，間接的にチーム

に備わる回復力を予測することが手段として適切であると考えた。  

そこで本研究ではチームレジリエンスを「チーム全体が困難な状況に

直面し，一時的に全体的に落ち込んだムードに陥ったり，士気が下がっ

たり，緊張状態になったりした際にも，再び元の状態に戻ることができ

るチームの力に対するメンバーの信念」と定義する。そして，職務レジ

リエンスの項目を，チーム全体のレジリエンスを問う項目に修正するこ

とによって，チームレジリエンス尺度を作成した。  

手続き 職務レジリエンスの項目のうち，「困難に直面して「もうだ

めだ」と思っても，また仕事に精力的に挑むことができる。」という項目

を，「困難に直面してチーム全体が暗くなっても，また精力的な雰囲気を

取り戻すことができる。」のように，また，「職務中に自分の情けなさに

落胆しても，気持ちを立て直して克服しようとできる。」という項目を，
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「失敗してチーム全体が落ち込んだ状態になっても，一致団結して乗り

越えようとする。」のように修正した。また，主語を「私たちのチームは」

と表示し，チーム全体の回復力を尋ねていることを強調した。  

 調査対象者 福岡県内Ｂ総合病院の役職者を除いた全ての科の看護

師 470 名であった。409 名からの回答があり（回収率 87.0%），回答に不

備のあった 4 名を除外し，最終的に 405 名の回答を分析対象とした（有

効回答率 86.2％）。性別構成は女性 364 名，男性 41 名，平均年齢は 32.20

歳（SD =8.91，最小値 20，最大値 60），平均職務年数は 9.47 年  （SD =8.13，

最小値 .30，最大値 38.0）であった。  

チームレジリエンス尺度の因子分析結果 尺度の構造を確認するた

め，探索的因子分析（重み付けのない最小 2 乗法，プロマックス回転）

を行った。分析にあたっては，SPSS ver. 17.0 を使用した。スクリープロ

ットの減衰状況より，1 因子解が妥当であると判断し，1 因子解を仮定し

て分析を行った。すべての項目について，充分な因子負荷量（ .45 以上）

が示されたため，1 因子解の因子パターンで確定した。最終的な因子分

析結果を Table 10-1 に示す。なお，全分散を説明する割合は 69.23%であ

った。  

また，内的整合性の検討を行うため，各下位尺度の Cronbach のα係数

を算出したところ， .93 と高い値が得られたため，チームレジリエンス

尺度は内部一貫性の点でその信頼性が保たれていると判断した。  

さらに，因子的妥当性の検討を行うため，Amos17.0 の Amos Graphics

を用いて確認的因子分析による適合度指標を検討した結果，GFI = .96，

AGFI = .90，CFI = .98，RMSEA = .11 と，RMSEA の値が若干高いものの，

充分な適合度が示されたため，因子的妥当性が保たれていると判断した。 
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チームレジリエンス行動尺度の作成 

 

1.予備調査 

  

まず，チームレジリエンス行動の構成要素を明らかにするにあたり，

第 9 章で明らかとなったようなチームレベルの危険因子が発生し，チー

ム全体が困難な状況に直面して，一時的にチーム全体が緊張状態になっ

たり，全体的な士気が下がったりした際に，チームとしてどのようにそ

のような状態から抜け出し，元の状態へと回復を図っているかを明らか

にすることを目的とし，自由記述形式の質問紙調査を実施した。この結

果を踏まえて，職務レジリエンス行動尺度の構成要素を明らかにする。  

  

調査対象者 福岡県内 A 総合病院の看護師 36 名を対象とした。調査

期間は 2010 年 5 月に行い，調査対象者の構成は女性 33 名，男性 3 名，

項目内容　　（α= .93)

4．ネガティブな事が発生してチーム全体が暗くなっても，また精力的な雰囲気を取り戻す。 .93
***

5．理不尽で嫌な出来事がありチーム全体が苛ついた空気になっても，落ち着きを取り戻すことができる。 . 89
***

3．ミスが起きてチーム全体がピリピリした悪い雰囲気になっても，またいつもの状態に戻れる。 .88
***

2．チーム内で衝突が起きてチーム内が険悪なモードになっても，再び穏やかさを取り戻す .80
***

6．失敗してチーム全体が落ち込んだ状態になっても，一致団結して乗り越えようとする。 .76
***

1．困難に直面してチーム全体の士気が下がっても，時間が経てば意欲的な状態になる。 .70
***

***
p  < .001

チームレジリエンス尺度の構造

Ta ble  10-1
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平均年齢 26.6 年（SD = 4.5），平均勤務年数 5.0 年（SD = 2.3）であった。

回収率，有効回答率はともに 100％であった。  

質問紙の構成 質問紙中では，まず第 9 章において作成したチームネ

ガティブイベント例を表示し，以下の問いに対して，これらのネガティ

ブイベントを想起しながら回答するよう求めた。（1）例に示すような深

刻な困難な状況に直面して，チーム全体が一時的に落ち込んだ際に，チ

ームとしてどのような対処をしてきたか，（2）さらに，実際には行えな

かったものの，効果的だと考える対処を尋ねた。  

チームレベルの対処行動の具体例  チーム全体がネガティブ状態に

陥った際に，再度意欲的な雰囲気を取り戻すために必要だと考えられる

取り組みについて尋ねたところ，「協力・声かけ」，「チーム学習」，「勤務

体制の見直し」，「チーム目標の設定と共有」，「コミュニケーション」，「リ

ーダー・上司の在り方」，「仕事以外の交流」，「指摘できる人の存在」，「ム

ードメイカーの存在」，「その他」の 10 のカテゴリーが見出された。  

 「協力・声かけ」のカテゴリーには，「みんなが協力しあって，助け合

う事で負担の軽減を図り，雰囲気改善につなげられる」，「スタッフ同士

が周りの状況を把握してフォローできるところは声かけをする」，「お互

いに声をかけあって，手伝えることは何か確かめながらコミュニケーシ

ョンを図る事で可能にできる」などの，多忙な中でもお互いに協力し合

うことで士気を高めたり，課題をこなしていったりすることに関する回

答が含まれた。  

 「チーム学習」のカテゴリーには，「どうしてそうなったのか，原因に

ついてみんなで話し合う機会をつくる」，「役職や新人などの経験年数を

問わず，みんなの意見が発言できる場をつくる」，「病棟会や，その日の

終了カンファレンスなど，スタッフがそろっている時に話し合うように

する」など，ミスやインシデントが起こった時の情報共有や，反省・勉

強会，そして日頃からの意見の言いやすい雰囲気づくりに関する回答が

含まれた。  

 「勤務体制の見直し」のカテゴリーには，「給料・手当てアップ・週休
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を増やすなど，時間外をしっかり取る」，「人員を増やして，一人の仕事

量を減らさないことには無理」など，病院の雇用体制や人員確保などを

求める回答が含まれた。  

 「チーム目標の設定と共有」のカテゴリーには，「病棟全体としての目

標がはっきりしていれば，いざという時の行動の指針になる」，「お互い

にどう動くべきか共有できていることが大切」などの，病棟全体に目標

や志向性が存在し，それらをメンバーが共有しておくことで，いざとい

うときにも同じ方向を向いて，対処行動をとることを求める回答が含ま

れた。  

 「コミュニケーション」のカテゴリーには，「スタッフ同士のコミュニ

ケーションを欠かさない事」，「病棟全体で人と接すること」，「仕事はじ

めと終わりの会の際に，笑顔でしっかり声を出して挨拶を交わす」など，

情報共有のためだけではなく，関係性を気づくためにも，日頃からコミ

ュニケーションをとることなどの回答が含まれた。  

 「リーダー・上司の在り方」のカテゴリーには，「誰がどのような仕事

をしているかリーダーは把握し，適切な指示を出す」，「上司の「あなた

が悪いのよ」という考えを捨てて欲しい」，「上司の公平さ（特別扱いを

しない）」などの，リーダーや上司の公平さや現場把握を求める回答が含

まれた。  

 「仕事以外の交流」のカテゴリーには，「レクリエーションを行い，気

分をフレッシュにできる」，「みんなの士気があがるよう，みんなで会話

できるようなごはんにいく機会をつくる」など，仕事以外での交流を行

い，関係を深めることを必要とする回答が含まれた。  

 「指摘できる人の存在」のカテゴリーには，「一人でもはっきりと意見

の言える人がいると，病棟全体に活気が出ると思う」，「上に対しても下

に対しても，良いことは良い，悪いことは悪いなどと，上下を気にしな

い人がいると良い」などの，病棟内での問題点や疑問点などを言うこと

のできる人や，上司に対しても意見を述べることのできる人の存在を求

める回答が含まれた。  
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 「ムードメイカーの存在」のカテゴリーには，「場を明るくするような

ムードメイカーの存在」，「みんなでがんばろう，声を出し合って助け合

おう！と言うスタッフがいること」などの，病棟全体がネガティブな状

態だからこそ，積極的にその場を明るくしたり，切り替えようとしたり

する人の存在を求める回答が含まれた。  

また，「その他」のカテゴリーには，「個々の能力を上げる」，「自分の

仕事に夢中で取り組む」などの回答が含まれた。  

これらの回答のうち，「勤務体制の見直し」に関しては，看護師ら自

らが実行できることではなく，病院全体の経営に関することであるため，

除外した。また，「その他」に含まれる項目に関しては，チームレベルの

行動ではなく，個々のメンバーに求められる行動であるため，除外した。

さらに，「リーダー・上司のあり方」に関しても，チーム全体として求め

られる対処行動ではなく，リーダー自身のリーダーシップの取り方や，

パーソナリティ等に関連する事柄であるため，除外した。  

その他の 9 つのカテゴリーについて，それぞれ代表的な回答を 4 つず

つ抜粋し，36 項目の職務レジリエンス行動尺度を作成した。  

 

2.本調査 

 本調査では，予備調査で作成したチームレジリエンス行動尺度の妥当

性を検証するために，チームレジリエンス尺度，およびチーム満足度尺

度との関連を検討した。 

 チームレジリエンス行動尺度の妥当性の検証  本調査では，チームレ

ジリエンス行動尺度の妥当性を検証するにあたり，チームレジリエンス

尺度，およびチーム満足度尺度との関連を検討することによって確認す

る。 

 チームレジリエンス チームレジリエンスとは，先述の通り，「チー

ム全体が困難な状況に直面し，一時的に全体的に落ち込んだムードに陥

ったり，士気が下がったり，緊張状態になったりした際にも，再び元の

状態に戻ることができるチームの力に対するメンバーの信念」を指す。
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困難な事象が発生して，チーム全体が落ち込んだ際にも，チームとして

効果的な対処を行うことができれば，自分たちのチームの回復力を強く

信じることにつながる，すなわち，チームレジリエンスが高まることが

考えられる。そのため，予備調査において作成したチームレジリエンス

行動尺度の妥当性が高ければ，チームレジリエンスとの有意な相関が見

られるはずである。そこで，チームレジリエンス行動尺度の妥当性を検

証するに当たり，チームレジリエンスを妥当性確認のための指標の 1 つ

とする。  

チーム満足度 チームがネガティブ状況に直面し，全体的に暗く落ち

込んだり，士気が下がったり，ピリピリとしたムードが漂っていたりし

ていると，メンバーはそのチームに対して不満を感じ，チームから離れ

たくなることが考えられる。そのような状況でチームレジリエンスを発

揮できるチームであれば，再度意欲的で活気のある雰囲気を取り戻すこ

とができ，メンバーもチームに対する不満が下がり，そのチームからの

離脱意向も減少する可能性がある。 

これまで，チーム満足度の概念は，日本における研究ではあまり扱

われていないが，欧米においてはいくつかの研究がある。例えば，Jinnett 

& Alexander (1999) は，チーム満足度と離職意向との関連を検討し，チ

ームに満足しているメンバーはその組織からの離脱意向が低いことを示

した。そのため，チーム満足度の程度は，潜在的にメンバーの離脱意向

を予測していることになり，チーム満足度はチームレベルのポジティブ

な面を検討するうえで，非常に重要なアウトカム変数である（ West, 

2009）。  

 本研究の最終的に目指す目的は，看護師の離職率を下げ，看護師不足

を解消することである。よって，チーム満足度をアウトカム変数として

測定することは，適切であると考える。  

これまで，チームレジリエンスとチーム満足度との関連を検討した研

究は見当たらない。ただし，類似した概念の，ライフ満足度とレジリエ

ンスとの関連を検討した研究はいくつかある。例えば，Abolghasemi & 
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Varaniyab (2010) は，レジリエンスとストレス反応とライフ満足度との

関連を検討した。その結果，よりレジリエンスが高く，ストレス反応が

低い群において，より高いライフ満足度が示された。この結果より，レ

ジリエンスを高め，ストレスを減少させることによってライフ満足度を

向上させることができることを示唆している  

 厳密には，ライフ満足度に焦点を当てた研究を，チーム満足度に焦点

を当てた研究に参考とするのは概念のずれがあるかもしれない。しかし，

個人が自分の生活，自分が置かれている状況にどの程度満足しているか

の指標は，組織研究に持ち込むのであれば，個人が所属している組織に

どの程度満足しているかについての指標となり，それがチームレベルに

なると，個人が所属しているチームにどの程度満足しているかを尋ねる

ことになる。よって，先行研究で明らかにされた，レジリエンスとライ

フ満足度とのポジティブな関連は，チームレジリエンスとチーム満足度

とのポジティブな関連を予測するものであると考えられる。  

 そこで，本研究では，チームレジリエンスの発揮によってもたらされ

る要素として，チーム満足度に焦点を当て，職務レジリエンス行動尺度

の妥当性の検証に用いることとする。  

調査対象者 福岡県内Ｂ総合病院の役職者を除いた全ての科の看護

師 470 名であった。409 名からの回答があり（回収率 87.0%），回答に不

備のあった 4 名を除外し，最終的に 405 名の回答を分析対象とした（有

効回答率 86.2％）。性別構成は女性 364 名，男性 41 名，平均年齢は 32.20

歳（SD =8.91，最小値 20，最大値 60），平均職務年数は 9.47 年  （SD =8.13，

最小値 .30，最大値 38.0）であった。  

手続き 質問紙調査は 2010 年 12 月に実施した。各看護師への配布は

各病棟の看護師長に依頼した。なお，プライバシーの保護の観点から，

質問紙票は一部ずつ封筒に入れて渡し，記入後は封を閉じた状態で提出

するよう求めた。  

質問紙の構成  

フェイスシート：デモグラフィック変数（性別，年齢，職務年数）を尋
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ねた。  

1.困難な状況の具体例：第 9 章で作成したチームネガティブイベントの

具体例の表を表示した。そして，次から続く質問項目について，例に示

すような特に困難な状況が発生したことを想起，想定した上で回答する

よう強調した。  

2. チームレジリエンス尺度：個人レベルの職務レジリエンスを参考に，

独自に作成した計 6 項目からなるチームレジリエンス尺度を使用した。  

3. チームレジリエンス行動尺度：予備調査において作成した計 27 項目

からなるチームレジリエンス行動尺度を使用した。  

4. チーム満足度尺度：チーム満足度の指標は日本の研究においては見当

たらないため，Costa (2003) , Smith & Barclay (1997) , Vegt, Emans, & Wert 

(2001)，Gladstein (1984) , West ら（2009）などの team satisfaction に関す

る項目を参考に，7 項目の尺度を構成した。  

なお，すべての尺度において，「全く当てはまらない＝１」から「と

てもよく当てはまる＝５」の 5 件法で回答を求めた。  

 

 

結果 

 

因子分析結果 

チームレジリエンス尺度の因子分析結果 探索的因子分析（重み付け

のない最小 2 乗法，プロマックス回転）を行った。分析にあたっては，

SPSS ver. 17.0 を使用した。スクリープロットの減衰状況より，1 因子解

が妥当であると判断した。なお，クロンバックの信頼性係数αは， .93

と高い値が得られた。  

チームレジリエンス行動尺度の因子分析結果  尺度の構造を確認す

るため，探索的因子分析（重み付けのない最小 2 乗法，プロマックス回

転）を行った。分析にあたっては，SPSS ver. 17.0 を使用した。スクリー

プロットの減衰状況より，4 因子解が妥当であると判断し，4 因子解を仮
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定して分析を行った。さらに充分な因子負荷量（ .45 以上）を示さなか

った項目と，因子負荷量が複数の因子にかかる項目の計 15 項目を削除し，

再度分析を行って因子パターンを確定した。最終的な因子分析結果を

Table 10-2. に示す。なお，全分散を説明する割合は 67.91%であった。  

各下位尺度に含まれる項目内容から，第 1 因子を“支援・協力体制”

因子，第 2 因子を“チーム学習”因子，第 3 因子を“ムードメイカーの

存在”因子，第 4 因子を“チーム目標に基づく解決”因子と命名した。  

なお，予備調査において見出されていた“仕事以外の交流”の項目は，

充分な因子負荷量を示さなかったために削除された。また，“コミュニケ

ーション”に含まれていた項目は，“支援・協力体制”に含まれた。なお，

第 1 因子から第 4 因子まで，すべての組み合わせにおいて，中程度の相

関が示された。なお，因子間相関係数は Table 10-2 に示す。  

また，内的整合性の検討を行うため，各下位尺度の Cronbach のα係数

を算出したところ， .96 から .89 と高い値が得られたため，チームレジリ

エンス行動尺度は内部一貫性の点でその信頼性が保たれていると判断し

た。  

さらに，因子的妥当性の検討を行うため，Amos17.0 の Amos Graphics

を用いて確認的因子分析による適合度指標を検討した結果，GFI = .94，

AGFI = .91，CFI = .98，RMSEA = .04 と充分な値であり，因子的妥当性が

保たれていると判断した。  
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Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

第Ⅰ因子　支援・協力体制　（α =.93）

15．困っているスタッフに積極的に声かけをする。 .90 .00 .01 -.05

14．落ち込んでいるスタッフが深く気にしすぎないように励ます。 .89 -.03 .02 -.03

12．誰かひとりが困難な状況なとき，進んでそのスタッフを助ける。 .85 .02 -.02 .01

11．困っていることなどを積極的に相談する。 .84 -.13 .02 .08

10．わからないことを気軽にお互いに質問する。 .78 -.06 .03 .00

13．問題が起きた時，みんなで乗り越えようと協力し合う。 .69 .21 .02 .01

8． 互いに信頼し合っている。 .52 .28 .05 .00

第Ⅱ因子　チーム学習　（α =.89）

4． 積極的にフィードバックし合う。 -.15 .92 .06 .00

5． 従来のやり方にこだわらず，新しいやり方を提案する。 -.05 .77 -.03 .07

3． メンバーの知識や技術を高めるために，積極的に勉強会を開く。 -.04 .75 .06 -.04

6． スタッフ間で意見の相異がある場合，納得するまで話し合う。 .12 .73 -.08 .05

7． 積極的に問題や間違いの指摘をする。 .17 .62 -.06 .01

2． 問題が発生した時，メンバーで解決策を話し合う。 .08 .58 .05 .02

第Ⅲ因子　ムードメイカーの存在　（α =.96）

21．「みんなでがんばろう！」と場を意欲的にするスタッフがいる。 -.09 .02 1.00 -.02

22．困難な状況でも，積極的に声かけをするスタッフがいる。 .04 .00 .93 -.03

23．緊迫した状況を，積極的にやわらげようとするスタッフがいる。 .13 -.01 .86 -.01

20．落ち込んだ雰囲気でも，場を盛り上げようとするスタッフがいる。 .07 -.01 .75 .11

第Ⅳ因子　チーム目標に基づく解決　（α =.93）

18．問題解決の軸となる目標や目指す点がはっきりとしている。 .02 -.03 -.02 .95

17．目標の不足点を確認する。 .00 .06 .01 .84

19．目標がメンバーに共有されている。 -.01 .05 .04 .82

16．チーム全体の目標に従って行動する。 .00 .03 .01 .78

因子間相関 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

Ⅰ ‐ .66 .66 .56

Ⅱ ‐ .53 .68

Ⅲ ‐ .58

Ⅳ ‐

Table 10-2

チームレジリエンス行動尺度の構造
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チーム満足度の因子分析結果   尺度の構造を確認するため，探索的因

子分析（重み付けのない最小 2 乗法，プロマックス回転）を行った。分

析にあたっては，SPSS ver. 17.0 を使用した。スクリープロットの減衰状

況より，1 因子解が妥当であると判断し，1 因子解を仮定して分析を行っ

た。充分な因子負荷量（ .45 以上）を示さなかった項目などはなかった

ため，全ての項目を含む 1 因子解の因子パターンを確定した。最終的な

因子分析結果を Table 10-3. に示す。なお，全分散を説明する割合は

75.00%であった。  

また，内的整合性の検討を行うため，各下位尺度の Cronbach のα係数

を算出したところ， .95 と高い値が得られたため，チーム満足度尺度は

内部一貫性の点でその信頼性が保たれていると判断した。  

さらに，因子的妥当性の検討を行うため，Amos17.0 の Amos Graphics

を用いて確認的因子分析による適合度指標を検討した結果，GFI = .98，

AGFI = .91，CFI = .90，RMSEA = .08 と充分な値であり，因子的妥当性が

保たれていると判断した。  

 

 

 

項目内容　　（α = .95)

3．このチームで働くことに満足している。 .91
***

5．このチームで働きたいと思っている。 .90
***

4．チームのやり方に満足している。 .90
***

2．チームメンバーに好感を抱いている。 .87
***

6．このチームは私が仕事に対して求めるものを満たしてくれる。 .86
***

7．チームの全体的なコミュニケーションに満足している。 .84
***

1．チームの全体的な能力に満足している。 .78
***

***
p  < .001

チーム満足度尺度の構造

Table 10-3
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各変数の記述統計量 チームレジリエンス尺度，チームレジリエンス行

動尺度，およびチーム満足度尺度の記述統計量を Table 10-4 に示す。平

均値を参照すると，どの項目に関しても比較的高い値が示された。  

 

     

 

 

妥当性の検証  チームレジリエンス行動尺度の妥当性を検証するため

に，チームレジリエンス行動，チームレジリエンス，およびチーム満足

度の関連を検討した。なお，分析にあたっては，SPSS ver. 17.0 を用いて

分散分析を行った。Table 10-5 に相関分析の結果を示す。  

M SD

チームレジリエンス 3.16 .69

支援・協力体制 3.25 .75

チーム学習 3.04 .65

ムードメイカーの存在 3.11 .85

チーム目標に基づく解決 2.87 .77

チーム満足度 3.03 .82

Table 10-4

各変数の記述統計量　（N = 405）
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 相関分析の結果，チームレジリエンス行動の全ての側面と，チームレ

ジリエンス，チーム満足度との間に有意な正の相関が見られた。すなわ

ち，本研究で作成したチームレジリエンス行動尺度の妥当性が確認され

た。そこで次章では，このチームレジリエンス行動尺度を用いて，チー

ムレジリエンス行動がもたらす影響について検討を行う。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 2 3 4 5

1. チームレジリエンス

2. 支援・協力体制 .54
**

3. チーム学習 .57
**

.63
**

4. ムードメイカーの存在 .51
**

.66
**

.54
**

5. チーム目標に基づく解決 .43
**

.54
**

.65
**

.57
**

6. チーム満足度 .57
**

.66
**

.58
**

.62
**

.49
**

**
p  < .01

Table 10-5

各変数間の相関係数
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第 11 章 

チームレベルのレジリエンス③ 

チームレジリエンス行動のもたらす

効果の検討 
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第 11 章の要約 

 

本章では，チーム全体が困難な状況に直面して，全体的に落ち込んだり，

緊張状態に陥ったりした際に，チームレジリエンス行動がもたらす影響

について，看護師を対象として検討した調査の報告を行う。チームレジ

リエンス行動がチームレジリエンス，およびチーム満足度を高め，その

結果，チームレジリエンスが職務レジリエンスを，チーム満足度が職務

コミットメントを高めるだろうと仮説を立てた。この仮説を検証するた

めに，看護師を対象とした質問紙調査を実施したところ，仮説が支持さ

れた。  
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問題と目的 

 

 本章では，チーム全体が困難な状況に直面して，全体的に落ち込んだ

り，緊張状態に陥ったりした際に，チームレジリエンス行動がもたらす

影響について，看護師を対象として検討した調査の報告を行う。  

 第 10 章において，チームが困難な状況に直面し，全体的に落ち込んだ

雰囲気に陥ったとしても，皆で協力しあったり（支援・協力体制），自分

たちに足りないところを皆で学習したり（チーム学習），積極的に雰囲気

を盛り上げるメンバーがいたり（ムードメイカーの存在），同じ方向を目

指して解決を測ったりする（チーム目標に基づく解決）ことがチーム全

体の効果的な回復に影響を及ぼすことが示唆された。そこで本章では，

上記のチームレベルの要素が，メンバー個々にどのような影響を及ぼす

のかについて検討する。  

チームで働く際，個人は所属チームの特性に強く影響を受け，また，

チームの特性は個人の特性によって，強く影響を受けることが示唆され

ている（West et al., 2009）。よって，チーム全体を揺るがすような困難な

状況が直面して，チーム全体が落ち込んだ雰囲気に陥ったり，険悪なム

ードになったりした際には，個々のメンバー自身の精神的状態もネガテ

ィブな状態に引きずられるだろう。しかし逆に，チーム全体が，困難な

状況に立ち向かっていこうとする前向きな雰囲気になると，それに引き

ずられるように個人の前向きな姿勢も高まるというように，ポジティブ

な影響も期待できる。すなわち，チームレジリエンスが高まることで，

個々の職務レジリエンスが高まることが考えられる。そこで，チームレ

ジリエンス行動を取ることができることによって，チームレジリエンス

が高まり，その結果，メンバー個々の職務レジリエンスが促進されると

いう仮説を立て，その影響力を検証する。  

また，第 10 章において，チームレジリエンス行動とチーム満足度の

高い相関が見られた。このことは，チームが困難な状況に直面して，全

体的に落ち込んだ雰囲気に陥っても，効果的な対処行動をチーム全体で
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取ることができることによって，メンバーのチームに対する満足度にポ

ジティブな影響を及ぼすことを示唆している。そして，メンバーは，チ

ームに対して高い満足感を抱くと，そのチームにとどまろうとするだろ

う。というのも，これまでの看護師を対象とした研究においても，職務

満足度が組織コミットメントを高めることが多く示されている（ e.g. 

Ingersoll, Oisan, Drew, DeVinney, & Davies, 2002；McNees, 2001；石田，

2000；上野・西川，2005；グレッグ，2005）。すなわち，ある対象に対し

て満足感を抱いていると，その対象を与えてくれているものにとどまろ

うとすることが考えられる。このことは，チームに満足感を抱いている

と，そのチームでの仕事を長く続けようとすることに繋がることを示唆

していると考えられる。つまり，チーム満足度が職務コミットメントを

高めることが期待できる。そこで，本調査において，チーム満足度の従

属変数として職務コミットメントに焦点を当て，チーム満足度がもたら

す影響力を検討する。  

 以上のことから，チームレジリエンス行動がチームレジリエンス，お

よびチーム満足度を高め，その結果，チームレジリエンスが職務レジリ

エンスを，チーム満足度が職務コミットメントを高めるだろうと仮説を

立てた。この仮説を検証するために，看護師を対象とした質問紙調査を

実施した。  

 

方法 

調査対象者 福岡県内Ｂ総合病院の役職者を除いた全ての科の看護

師 470 名であった。409 名からの回答があり（回収率 87.0%），回答に不

備のあった 4 名を除外し，最終的に 405 名の回答を分析対象とした（有

効回答率 86.2％）。性別構成は女性 364 名，男性 41 名，平均年齢は 32.20

歳（SD =8.91，最小値 20，最大値 60），平均職務年数は 9.47 年  （SD =8.13，

最小値 .30，最大値 38.0）であった。  

手続き 質問紙調査は 2010 年 12 月に実施した。各看護師への配布は

各病棟の看護師長に依頼した。なお，プライバシーの保護の観点から，
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質問紙票は一部ずつ封筒に入れて渡し，記入後は封を閉じた状態で提出

するよう求めた。  

質問紙の構成  

フェイスシート：デモグラフィック変数（性別，年齢，職務年数）を尋

ねた。  

1. チームレジリエンス行動尺度：第 10 章において作成した計 21 項目か

らなるチームレジリエンス行動尺度を使用した。  

2. チームレジリエンス尺度：第 10 章において作成した計 6 項目からな

るチームレジリエンス尺度を使用した。  

3. チーム満足度尺度：第 10 章において作成した計 7 項目からなるチー

ム満足度尺度を使用した。  

4. 職務レジリエンス尺度：第 4 章において作成した計 5 項目からなる職

務レジリエンス尺度を使用した。  

5. 職務コミットメント尺度：第 6 章において作成した計 3 項目からなる

職務コミットメント尺度を使用した。  

なお，すべての尺度において，「全く当てはまらない＝１」から「と

てもよく当てはまる＝５」の 5 件法で回答を求めた。  

 

結果 

 

因子分析結果 

 チームレジリエンス行動尺度の構造 探索的因子分析（重み付けのな

い最小 2 乗法，プロマックス回転）を行った。分析にあたっては，SPSS 

ver. 17.0 を使用した。スクリープロットの減衰状況より，4 因子解が妥

当であると判断し，4 因子解を仮定して分析を行った。第 10 章で確認し

た因子構造と同様に，各下位尺度に含まれる項目内容から，第 1 因子を

“支援・協力体制”因子，第 2 因子を“チーム学習”因子，第 3 因子を

“ムードメイカーの存在”因子，第 4 因子を“チーム目標に基づく解決”

因子とした。また，Cronbach のα係数を算出したところ，.96 から .89 と
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充分な値を示した。  

チームレジリエンス尺度の構造 探索的因子分析（重み付けのない最

小 2 乗法，プロマックス回転）を行った。スクリープロットの減衰状況

より，1 因子解が妥当であると判断し，1 因子解の因子パターンを確定し

た。なお，クロンバックの信頼性係数αは， .93 と高い値が得られた。  

チーム満足度尺度の構造 探索的因子分析（重み付けのない最小 2 乗

法，プロマックス回転）を行った。スクリープロットの減衰状況より，1

因子解が妥当であると判断し，1 因子解を仮定して分析を行った。充分

な因子負荷量（ .45 以上）を示さなかった項目などはなかったため，全

ての項目を含む 1 因子解の因子パターンを確定した。なお，Cronbach の

α係数を算出したところ， .95 と充分な値を示した。 

職務レジリエンス尺度の構造 探索的因子分析（重み付けのない最小

2 乗法，プロマックス回転）を行った。スクリープロットの減衰状況よ

り，1 因子解が妥当であると判断し，1 因子解を仮定して分析を行い，因

子パターンを確定した。信頼性係数αは .92 と充分な値を示した。  

職務コミットメントの構造 探索的因子分析（重み付けのない最小 2

乗法，プロマックス回転）を行った。スクリープロットの減衰状況より，

1 因子解が妥当であると判断し，1 因子解を仮定して分析を行い，因子パ

ターンを確定した。信頼性係数αは .88 と充分な値を示した。  

 

各変数の記述統計量，および相関係数 チームレジリエンス行動尺度，

チームレジリエンス尺度，チーム満足度尺度，職務レジリエンス尺度，

職務意義認知尺度，および職務コミットメント尺度の記述統計量を Table 

11-1 に，各変数間の相関係数を Table 11-2 に示す。なお，チームレジリ

エンス行動尺度全体の得点は，下位尺度すべての点数の平均値を示して

いる。  
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M SD

チームレジリエンス行動 3.07 .63

支援・協力体制 3.25 .75

チーム学習 3.04 .65

ムードメイカーの存在 3.11 .85

チーム目標に基づく解決 2.87 .77

チームレジリエンス 3.16 .69

チーム満足度 3.03 .82

職務レジリエンス 3.40 .74

職務コミットメント 3.38 .93

Table 11-1

各変数の記述統計量  (N  = 405)
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各変数間の関連の検討 チームレジリエンス行動，チームレジリエン

ス，チーム満足度，および職務レジリエンス，職務コミットメントの関

連を検討するために，チームレジリエンス行動を独立変数，チームレジ

リエンス，およびチーム満足度を媒介変数に投入し，さらにチームレジ

リエンスの従属変数として職務レジリエンス，チーム満足度の従属変数

として職務コミットメントを投入し，共分散構造分析を行った。  

なお，チームレジリエンス行動に関して，下位尺度間の相関が高い傾

向にあったため，多重共線性の発生可能性を考慮し，潜在変数化して投

入した。また，分析にあたっては，Amos Graphics 17.0 ver. を使用した。  

 仮説モデルを描き，共分散構造分析を実行したところ，すべてのパス

1 2 3 4 5 6 7 8

1. チームレジリエンス行動

2. 支援・協力体制 .84
**

3. チーム学習 .82
**

.63
**

4. ムードメイカーの存在 .85
**

.66
**

.54
**

5. チーム目標に基づく解決 .82
**

.54
**

.65
**

.57
**

6. チームレジリエンス .61
**

.54
**

.57
**

.51
**

.43
**

7. チーム満足度 .71
**

.66
**

.58
**

.62
**

.49
**

.57
**

8. 職務レジリエンス .18
**

.24
**

.12
*

.18
** .06 .24

**
.23

**

9. 職務コミットメント .21
**

.18
** .09 .22

**
.17

**
.16

**
.24

**
.42

**

**
p  < .01, 

*
p  < .05

Table 11-2

各変数間の相関係数
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において有意性が確認された（チームレジリエンス行動からチームレジ

リエンス：β= .70, p < .001；チームレジリエンス行動からチーム満足度：

β= .82, p < .001；チームレジリエンスから職務レジリエンス：β= .22, p 

< .001；チーム満足度から職務コミットメント：β= .10, p < .001）。  

さらに適合度も GFI =.99，AGFI = .95，CFI = .99，RMSEA = .06 と充分

に高い値が示されたため，仮説モデル通りのモデルを採用した。最終的

に得られたモデルを Figure 11-1 に示す。なお，Figure 中の数値は標準化

係数である。  

 すなわち，チームレジリエンス行動を取ることによって，チームレジ

リエンス，およびチーム満足度が高まり，その結果として，チームレジ

リエンスがメンバー個人の職務レジリエンスを高め，チーム満足度が職

務コミットメントを高めることが示された。  
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考察 

 

 本調査では，チームレジリエンス行動がもたらす効果について検討を

行った。困難な状況に直面して，チーム全体がネガティブな雰囲気に陥

った際にも，メンバー同士で積極的にコミュニケーションを図りながら

協力しあったり，自分たちに足りないところを学ぼうとしたり，積極的

に雰囲気を盛り上げようとしたり，同じ方向を目指して解決を図ろうと

チーム
レジリエンス

行動

支援・協力体制

チーム学習

ムードメイカーの
存在

チーム目標に
基づく解決

チームレジリエンス 職務レジリエンス

職務コミットメント

.71***
.80***

.74***

.75***

.61***

.23***

.20***

Figure 11-1 各変数間の関連の検討

***p < .001

適合度：GFI = .99，AGFI = .95，CFI = .99，RMSEA = .06

注1）Figure中の数値は標準化係数である。
注2）誤差変数は省略している。

チーム満足度.81***
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したりすることによって，メンバーらは「自分たちのチームは困難な状

況を乗り越えることができる」と強く信じることができる。また，効果

的な行動をチーム全体でとることができているからこそ，そのチームや

メンバーたちに対して満足感を抱くことができることが示唆された。  

 また，以上のように，チームレジリエンス行動は，メンバーのチーム

や他のメンバーに対しての評価に影響を及ぼすだけではなく，それらを

媒介して，個々人の職務レジリエンスや，職務コミットメントにポジテ

ィブな影響を及ぼすことも示唆された。すなわち，チーム全体のレジリ

エンスが高いと，その状態に引っ張られるように個人の職務レジリエン

スも高まり，チームや他のメンバーに満足しているからこそ，そのチー

ムにとどまって，職務を全うしようというように，職務コミットメント

が高まることを示唆している。  

 チームの状態は個人の状態によって大きく左右され，個人の状態はチ

ーム全体の状態によって大きく左右される（West et al., 2009）。そのため，

チームで働くような職場では，個人のメンタルヘルスや職務遂行の状態

に注目する際にも，チーム全体としてのパフォーマンスや雰囲気に注目

する際にも，どちらか一方のみに焦点を当てるのではなく，同時に考慮

することによってはじめて，統合的な理解が可能になるだろう。そこで，

今後の職務レジリエンス，およびチームレジリエンスの検討においても，

個人レベル，チームレベル，そしてクロスレベルのすべてのレベルに視

野を向けることによって，職場におけるレジリエンスの統合的な理解を

進めることが求められる。  
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第 12 章 

被災組織における職務レジリエンス 

職務レジリエンスの促進要因の検討 1 
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第 12 章の要約 

 

本章では，現実のネガティブ事象に直面した時，職務レジリエンスが発

揮されるために必要な潜在的要因を当事者の生の声から浮き彫りにし，

それらの要因がどの程度影響力を持つのかについて，東日本大震災で被

災した企業の従業員を対象とした調査に基づいて実証的に示すことを目

的とした調査の報告を行う。職務レジリエンスの促進要因として，組織

内自尊感情，および職務意義認知に焦点をあて，それらの影響力を検討

した。共分散構造分析の結果，組織内自尊感情，および職務意義認知が

職務レジリエンスを促進し，その結果，心理的ストレス反応の各側面を

軽減することが示された。  
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問題と目的 

 

職務レジリエンスとは，突発的で深刻なネガティブ事象に直面し，従

業員が一時的に精神的に落ち込んでも，再び原状通りに職務を遂行でき

る状態に回復する力を指す。本章では，現実のネガティブ事象に直面し

た時，職務レジリエンスが発揮されるために必要な潜在的要因を当事者

の生の声から浮き彫りにし，それらの要因がどの程度影響力を持つのか

について，東日本大震災で被災した企業の従業員を対象とした調査に基

づいて実証的に示すことを目的とした調査の報告を行う。  

2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災は，日本において特にレジ

リエンス研究が注目を集めるようになったきっかけとなった。というの

も，東日本大震災という，未曽有の誰もが予想だにしなかったような甚

大な被害をもたらした自然災害を目の当たりにし，改めて，「自分たちが，

いつ深刻な困難な状況に立たされてもおかしくない」という認識をはっ

きりと持つことになったためである。困難な状況に直面して，一時的に

精神的に落ち込んだり，能力を発揮できない状態に落ち込んだりしたと

しても，そこから何とか這い上がり，状況に向き合い，原状の通りに回

復する力，すなわち従業員の職務レジリエンスをいかに高めるか，そし

て，組織が一時的に機能不全の状態に陥ったとしても，迅速に復旧する

力，すなわち組織レジリエンスをいかに高めるか，ということが大きな

課題として認識されるようになった。  

 震災という非常に深刻な状況に直面し，精神的に追い詰められながら

も，自らを奮い立たせ，働き続けた従業員らに注目することによって，

職務レジリエンス研究に対する貴重な示唆が得られるものと考えられる。

そこで，本研究では，東日本大震災で被災した宮城県女川町の食品加工

会社 A 社の従業員を対象とした調査を実施し，従業員の職務レジリエン

スの発揮に影響及ぼす要因を検討する。  

 職務レジリエンスの発揮に影響を及ぼす要因の検討 困難な状況に直

面して，一時的に精神的に落ち込んだり，追い詰められたりした際に，
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職務レジリエンスを発揮できるか否かを規定する要因はいかなるもので

あろうか。この職務レジリエンスの促進要因の検討という点は，これま

でのレジリエンス研究では，ほとんど実証的検討がなされていない。そ

こで，影響を及ぼすだろう要因を探索するために，東日本大震災という

非常に困難な状況に直面した現場の生の声から，それらを探ることを試

みた。まず，インタビュー調査を実施して，キーワードとなる要素をピ

ックアップし，そのご，それらの要因が職務レジリエンスの発揮に対し

て持つ影響について，質問紙調査を実施して実証的に検討を行う。以下

では，まずインタビュー調査の結果から報告する。  

 

インタビュー調査 

 

手続き 

インタビューは 2012 年 12 月に A 社の本社において実施した。インタ

ビュー対象者は，震災当時，現場の指揮官を務めた，A 社の取締役であ

る T 氏であった。インタビュー時間は 3 時間程度実施した。  

インタビュー内容 (1) 震災や津波によって受けた具体的な被害状況，

(2) 震災当時や，その後の，組織全体としての具体的な対処行動や取り

組み， (3) 震災当時やその後，現場の指揮官を務めるリーダーとして何

を重視し，いかに動いたか， (4) 震災当時やその後の従業員の様子や，

従業員の精神的な回復を支えたと考えられる要因， (5) 今後予定，検討

している組織全体としての取り組みなどについて尋ねた。  

なお，インタビュー内容は，T 氏の許可を得て，IC レコーダを用いて

録音した。インタビューでは，T 氏が語りに熟練していたため，要所ご

とに質問を投げかける以外は T 氏の自由語りに任せるという半構造形式

のインタビュー調査を行った。  

その後，インタビュー内容を文章化し，心理学研究者 2 名，一般社会

人 2 名によって，インタビュー内容のカテゴリー分けを行った。そして，

T 氏の語りの中で頻繁に挙げられたキーワードや，特に重要であると T
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氏が認識していたキーワード等を参考に，特に職務レジリエンスの発揮

に影響を及ぼすことが考えられる要因の選択，検討を行った。  

 

結果 

従業員の職務レジリエンスを支えたと考えられる要因について，T 氏

は，「震災が起こった直後はパニック状態になっているため，とにかく具

体的な指示を出して気持ちを落ち着かせたり，支援的な言葉をかけるこ

とで安心させたりすることが重要である。ただし，精神的な落ち込みや，

精神的疲労は徐々に押し寄せてくるものであり，むしろその解決が重要

である。そこで鍵をにぎるのが，いかに従業員が会社における自分の存

在価値を感じたり，自分の仕事への意義を感じたりすることができるか

なのではないか。というのも，人は必要とされている，役に立てている

と感じることができることで，頑張ろうと思えるものだ。そのため，普

段よりも具体的に働きを褒めたり，地域住民の役に立てていることを実

際の貢献活動から認識させたりしたことがよかったのではないか。」と答

えた（実際の T 氏の回答を簡潔に記載している）。  

 以上の回答は，当時，現場の指揮官として何を重視したかについての

回答によるものである。ここで，強調されていた要因は，特に“会社に

おける自己の価値の認知”と，“自分の職務に対する意義の認知”をいか

に従業員が持つことが出来るか，ということであった。  

組織内自尊感情 一点目の，“会社における自己の価値の認知”につ

いて，これまでの産業・組織心理学における研究と照らし合わせると，

「組織内自尊感情」のタームが当てはまる。自尊感情（ generalized 

self-esteem, Rosenberg, 1965）とは，自尊，自己受容などを含め，個人が

自分自身についてどのように感じているのか，という感じのことであり，

自己の価値と能力に関する感覚及び感情である。自尊感情を用いた従来

の組織行動論の研究では，自尊感情の高い従業員の方が自尊感情の低い

従業員に比べ，仕事に対する高いモチベーションや職務満足などにより，

積極的な従業員態度を示すことが報告されている（e.g. Brockner, 1988；
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Korman, 1976）。Pierce, Gardner, Cummings, & Dunham (1989) は，この自

尊感情を組織の文脈に適用，発展し，組織内自尊感情（organization-based 

self-esteem：OBSE）という概念を提唱した。組織内自尊感情とは，「個

人が組織の成員として自己を有能で価値ある重要な存在と捉える度合」

と定義されている（Pierce et al., 1989）。この概念では，メンバーが自分

をどのように評価し，自分が組織にとって役に立つ存在だと感じている

か（すなわち，高い組織内自尊感情）が従業員態度及び成果に有意な影

響を与えるものと考えられている。  

従来の組織内自尊感情研究では，組織内自尊感情が従業員の職務満足

や組織コミットメントなどの職務態度に対して有意な性の影響を及ぼす

ことが明らかにされている（Chen, Aryee, & Lee, 2005；Gardner & Pierce, 

1998；Pierce & Gardner, 2004）。また本邦の研究においても，組織内自尊

感情はワークエンゲージメントを促進し，抑うつ傾向，身体愁訴を抑制

することが報告されている（松田・石川，2012）。  

さらに，組織文脈という特定の条件に基づく個人の自尊感情は，全般

的自尊感情に比べて，従業員の職務成果に対してより有効な説明力を持

っていることが数多くの研究において報告されている（ e.g. Hui, Lee, & 

Niu, 2010）。特に組織内自尊感情は役割内成果だけではなく，組織市民

行動のような役割外成果に対しても有意な正の影響力を及ぼすことが明

らかになっている（Chen et al., 2005）。  

すなわち，職場における自己の存在価値を感じることによって，従業

員は仕事に対するポジティブな態度を持ったり，積極的に職務を全うし

たり，さらに精神的にも身体的にも良好な状態を維持できたりすること

が示唆されている。  

そこで，困難な状況に直面した際にも，職場において自分の存在価値

を認識できたり，必要とされていることを実感できることで，仕事への

積極的な姿勢を取り戻したり，精神的な健康状態を回復することができ

る，すなわち，組織内自尊感情が職務レジリエンスを促進することが考

えられる。そこで，職務レジリエンスの発揮に影響を及ぼすことが期待
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される要因の 1 つ目として組織内自尊感情に焦点を当てる。  

職務意義認知 2 点目の，“自分の職務に対する意義の認知”について

は，第 6 章における看護師を対象とした調査において「職務意義認知」

として焦点を当てた概念と同様のことを指していると考えた。職務義意

義認知の重要性については，例えば Herzberg（2003）は，ワーク・モチ

ベーションの中心的な要素として「仕事自体の内容」を挙げ，仕事内容

に対する価値を認識することの重要性を指摘している。さらに，齊藤

（2013）も仕事に対する意義を感じることをワーク・モチベーションの

構成要素として挙げている。このように，自身の職務に対して意義を感

じることは，積極的に職務に尽力するための非常に重要な要素であるこ

とが広く認識されている（水元 , 2006；小河 , 2007 等）。  

そして，看護師を対象とした調査においても，職務意義認知が職務レ

ジリエンスに対してポジティブな影響を及ぼすことが示された。すなわ

ち，困難な状況に直面して一時的に仕事に向かう気力が低下したとして

も，自身の職務に対する意義を改めて感じることによって，再び職務に

向かう力を回復することができる，すなわち職務意義を認知することが

職務レジリエンスを促進することが示唆された。  

そこで，本研究においても，職務レジリエンスの発揮に影響を及ぼす

ことが期待される 2 つ目の要因として職務意義認知に注目し，非常に困

難な状況に直面した際にも，その効果的な影響が見られるか否か，その

影響力の程度を検討する。  

また，職務レジリエンスが高まった結果として，現在，良好な精神的

状態が維持できているかを検討し，職務レジリエンスの影響力を明確に

示すため，従属変数として心理的ストレス反応の程度を測定する。レジ

リエンス研究では，これまでにレジリエンスの妥当性の検証を行うにあ

たって，抑うつ尺度（佐藤・祐宗 , 2009）やストレス反応尺度，自己効

力感尺度（Wagnild & Young, 1993），一般性不安障害尺度（Kathryn, Connor, 

Jonathan, & Davidson, 2003）等との関連が検討されてきている。すなわ

ち，レジリエンスが発揮されていれば，それらのネガティブな精神的状
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態の程度が低い値を示すはずである。そこで，本研究においても，職務

レジリエンスの従属変数として心理的ストレス反応を測定し，その職務

レジリエンスの影響力を検証する。  

以上を受けて，本研究では，「組織内自尊感情」と「職務意義認知」

が「職務レジリエンス」を促進し，その結果，「心理的ストレス反応」が

軽減されるという仮説モデルを生成し，モデルの妥当性を検証する。す

なわち，精神的苦痛や疲労を感じるような困難な状況下でも，自身の所

属組織における自己の存在価値や，自身が貢献できている程度，周囲か

ら必要とされていることを認知できたり，自身の職務に対する意義を感

じたりすることで，自身の精神的な回復力に対する信念が高まる。そし

て，その結果として，心理的ストレス反応が軽減されるという仮説を立

てた。  

この仮説モデルは，当時の指揮官の立場にある T 氏の認識を示したも

のである。これらの要因が従業員にどのように受け止められていたのか，

また，要因がどの程度影響したのかは不明である。そこで全従業員を対

象とした質問紙調査を実施し，仮説モデルの検証を行った。  

 

質問紙調査 

 

手続き 2013 年 2 月の上旬に実施した。調査対象者は社長，および取

締役を除く全従業員 205 名を対象とした。172 名からの回答のうち，回

答に不備のあった 5 名を除外し，最終的に 167 名の回答を分析対象とし

た。有効回答率は 81.46％であった（女性 85 名，男性 82 名，平均年齢

37.63 歳（SD = 13.64），平均勤続年数 6.03 年（SD = 6.75））。  

質問紙の構成  

フェイスシート：従業員によっては，質問紙への回答中に震災当時のこ

とを想起することによって精神的な苦痛を伴う可能性があったため，回

答は任意であり，気分が悪くなった場合には直ちに回答を中止すること

を教示文において強調した。なお，職務態度に関する質問項目を含み，
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従業員が企業関係者の目に触れることを懸念する可能性を考慮し，調査

票は企業関係者には見られず，研究者のみが個人を特定しない形で分析

処理することを注意書きとして記載した。また，個人情報保護の観点か

ら，質問紙は一通ずつテープ付きの封筒に入れて配布し，回答済みの調

査票を封筒に入れ，封をした状態で提出するよう求めた。  

1.組織内自尊感情尺度：Pierce et al. (1989)，Matsuda (2011) などを参考

に，「自分はこの会社に必要とされていると思う」などの 3 項目を含む尺

度を独自に作成した。  

2.職務意義認知尺度：「自分の仕事に意義を感じる」などの 3 項目を含む

尺度を第 6 章において独自に作成した尺度を使用した。  

3.職務レジリエンス尺度：「困難な出来事に直面して，精神的に参っても，

またすぐに気持ちを立て直すことができる」などの 6 項目を含む尺度を

第 4 章において独自に作成したものを使用した。  

4.心理的ストレス反応尺度：特に職場における心理的ストレス反応を測

定するために，小杉，田中，大塚，種市，高田，河西，佐藤，島津，島

津，白井，鈴木，山手，米原（2004）に従って，小杉（2000）による職

場ストレススケール（Job Stress Scale: JSS）より，ストレス反応 6 尺度

（怒り，循環器系の不調，対人場面での緊張感，疲労，過敏，抑うつ）

を使用した。  

 なお，すべての尺度において，「1＝まったく当てはまらない」から「5

＝とてもよく当てはまる」までの 5 件法で回答を求めた。  

 

結果 

 

各因子の構造 各尺度について，重み付けのない最小二乗法（プロマッ

クス回転）による因子分析を行った。なお，因子分析においては，SPSS 

ver. 17.0 を使用した。  

組織内自尊感情尺度 探索的因子分析（重みづけのない最小２乗法，

プロマックス回転）を行った。スクリープロットの減衰状況より，1 因
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子解が妥当であると判断し，1 因子解を仮定して分析を行った。十分な

因子負荷量を示さなかった項目などはなかったため，１因子解の因子パ

ターンを確定した。なお，信頼性係数はα＝ .83 であり，充分な値が示

された。  

職務意義認知尺度 探索的因子分析（重みづけのない最小２乗法，プ

ロマックス回転）を行った。スクリープロットの減衰状況より，1 因子

解が妥当であると判断し，1 因子解を仮定して分析を行った。十分な因

子負荷量を示さなかった項目などはなかったため，１因子解の因子パタ

ーンを確定した。この因子パターンは，第 6 章における因子分析結果と

同様のパターンである。なお，信頼性係数はα＝ .88 であり，充分な値

が示された。  

職務レジリエンス尺度 探索的因子分析（重みづけのない最小２乗法，

プロマックス回転）を行った。スクリープロットの減衰状況より，1 因

子解が妥当であると判断し，1 因子解を仮定して分析を行った。十分な

因子負荷量を示さなかった項目などはなかったため，１因子解の因子パ

ターンを確定した。この因子パターンは，第 4 章における因子分析結果

と同様のパターンである。なお，信頼性係数はα＝ .91 であり，充分な

値が示された。  

心理的ストレス反応尺度 探索的因子分析（重みづけのない最小２乗

法，プロマックス回転）を行った。スクリープロットの減衰状況より，4

因子解が妥当であると判断し，4 因子解を仮定して分析を行った。十分

な因子負荷量を示さなかった項目などはなかったため，4 因子解の因子

パターンを確定した。この因子パターンは，小杉ら（2004）と同様の 4

因子構造が示された。  

第 1 因子は，「ちょっとしたことで腹を立てる」，「すぐカアっとなる」

などの，イライラしている状態を反映する項目を含む，「イライラ感」で

あった。なお，信頼性係数はα＝ .84 と充分な値を示した。  

第 2 因子は「動悸がして苦しい時がある」，「息が苦しいことがよくあ

る」などの，身体的な不調の程度を反映する項目を含む「身体不調感」
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であった。なお，信頼性係数はα＝ .91 と充分な値を示した。  

第 3 因子は「仕事を終えたとき，疲れ切っている」，「疲れてぐったり

することがよくある」などの，疲れ切った状態を反映する項目を含む「疲

労感」であった。信頼性係数はα＝ .90 と充分な値を示した。  

第 4 因子は「見知らぬ人に会うと非常に落ち着かない」，「引っ込み思

案なほうである」などの，対人場面や普段の状態としての緊張の程度を

反映する項目を含む「緊張感」であった。なお，信頼性係数はα＝ .80

と充分な値を示した。  

第 5 因子は「人生に希望を持てない」，「自信が持てなくなってきた」

などの，憂うつな程度を反映する項目を含む，「憂うつ感」であった。な

お，信頼性係数はα＝ .87 と，充分な値を示した。  

各因子の記述統計量および相関係数 組織内自尊感情尺度，職務意義認

知尺度，職務レジリエンス尺度，および心理的ストレス反応尺度の記述

統計量を Table 12-2 に，相関係数を Table12-3 に示す。  

 各尺度の平均値について，組織内自尊感情，職務意義認知，および職

務レジリエンスについて，すべて 3 ポイントを上回っており，高い値が

示された。また，心理的ストレス反応に関しては，いずれも中程度の値

が示された。なお，標準誤差の値が大きいことから，従業員間で心理的

ストレス反応のバラつきが大きいために，中程度の平均値が示されたこ

とが考えられる。  
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M SD

1.組織内自尊感情 3.19 .79

2.職務意義認知 3.50 .99

3.職務レジリエンス 3.33 .76

4.イライラ感 2.35 .90

5.身体不調感 1.78 .93

6.疲労感 2.74 1.01

7.緊張感 2.29 .95

8.憂うつ感 2.44 .99

各尺度の記述統計量（N  = 167）

Table 12-2
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各因子の関連の検討 組織内自尊感情，職務意義認知，職務レジリエン

ス，および心理的ストレス反応の関連を検討するために，組織内自尊感

情と職務意義認知を独立変数，職務レジリエンスを媒介変数，心理的ス

トレス反応を従属変数とする仮説モデルを描き，共分散構造分析を行っ

た。なお，分析にあたっては，Amos Graphics 17.0 を用いた。  

共分散構造分析の結果，仮説モデルについて十分な推定値，および適

合度（GFI＝ .99 ，AGFI＝ .95，CFI＝1.00，RMSEA＝ .00）が得られたた

め，仮説モデルが支持されたと解釈した。最終的に得られたモデルを

Figure 12-1 に示す。なお，図中の数値は標準化係数である。  

すなわち，組織内自尊感情，および職務意義認知が職務レジリエンス

を促進し（組織内自尊感情：β= .18，p < .01；職務意義認知：β= .30，

p < .001），その結果，心理的ストレス反応の各側面を軽減することが示

1 2 3 4 5 6 7

1.組織内自尊感情

2.職務意義認知 .57
**

3.職務レジリエンス .45
**

.41
**

4.イライラ感 -.17
* -.12 -.29

**

5.身体不調感 -.07 -.06 -.33
**

.34
**

6.疲労感 -.22
** -.13 -.38

**
.44

**
.47

**

7.緊張感 -.08 .07 -.29
**

.37
**

.36
**

.46
**

8.憂うつ感 -.24
** -.15 -.32

**
.49

**
.40

**
.57

**
.48

**

**
p  < .01

Table 12-3

各尺度間の相関係数（N  = 167）
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された（イライラ感：β= -.34，p < .001；身体不調感：β= -.40，p < .001；

疲労感：β= -.51，p < .001；緊張感：β= -.41，p < .001；憂うつ感：β= 

-.42，p < .001；）。  

 

 

考察 

  

本研究では，震災後，わずか 10 日後に操業を再開するという非常に

迅速な復旧を可能にし，さらに地域貢献まで行った被災組織である A 社

の従業員らの職務レジリエンスの高さに注目し，その促進要因を検討し

た。その結果，震災や津波という，未曽有の非常に困難で突発的な状況

に直面し，精神的に非常に追い詰められたり，疲労したりするような状

組織内自尊感情

職務意義認知

職務
レジリエンス

疲労感

身体不調感

イライラ感

緊張感

憂うつ感

.18**

.30***

-.34***

-.40***

-.51***

-.42***

-.41***

Figure 12-1 変数間の関連 **p < .01, ***p < .001

適合度指標：GFI = .99，AGFI = .95，CFI = 1.00，RMSEA = .00

注1）Figure中の数値は標準化係数である。
注2）実線は正のパス，破線は負のパスを示す。
注3）誤差変数は省略している。
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況に置かれていた中でも，自身の職務や実践に対する意義を感じたり，

会社の中で必要とされている，自分は役に立てていると感じたりできた

ことで，精神的な回復力が促進され，その結果，心理的なストレス反応

が軽減していることが示された。  

 震災後，非常な苦痛，悲痛に心を痛めながらも，何とか奮起し，A 社

の従業員らを仕事に向かわせたのは，やはり“生きるため”，“家族のた

め”というのが最も大きい要因であろう。しかし，辞職して失業保険や

生活保護を受けるという手段もあることを考えると，仕事に向かわせた

のはそのような義務感やしょうがなさのみが支えとなったのではないと

考えらえる。生きていくため，という目的にプラスして，例えば本研究

で示されたような，組織内自尊感情や，職務意義を感じることができた

ことも大きな支えとなったことが窺える。  

 T 氏がインタビューの中で，「自分は必要とされている，役に立ててい

る」と感じることができることで元気を取り戻したり，改めて自分の職

務に対して意義を感じることで，職務を全うしよう，頑張ろうと思えた

りするということを強調しており，実際に実証的研究でもその T 氏の実

感が妥当であり，現実であったことが示された。  

 困難な状況に直面した際には，目の前の課題が山積みであり，従業員

のこころの状態にまで目を配る余裕はほとんどないだろう。しかし，従

業員が苦しい中でも頑張り続けることができるからこそ，組織全体の迅

速かつ効果的な復旧が可能になる。そのため，資源獲得やシステム復旧，

資金繰りなど様々な課題に対処しつつ，同時に従業員の精神的状態にも

注目し，ちょっとした声掛けなどで，例えば組織内自尊感情や職務意義

認知を改めて感じさせることが，大きな効果をもたらすことが期待でき

る。  

 今後の課題は，従業員の組織内自尊感情や，職務意義認知がどのよう

な要因によってもたらされるかを検討することである。というのも，本

研究では，インタビュー調査によって，普段よりも具体的に働きを評価

することで従業員に自己価値を認知させたり，地域住民の役に立ててい
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ると実感させることで，職務意義を感じさせたりすることができたとい

う示唆を基に仮説を生成した。しかし，実際に組織内自尊感情や職務意

義認知を促進した要因に関しては実証的検討を行っていない。そこで，

それらの促進要因を検討することで，より意義のあるアウトプットが可

能になるだろう。  

 また，本研究は一つの事例のみを扱ったものである。そこで，今後は，

より多くの組織や，職種における調査を実施することで，仮説モデルの

検証を行い，想定外のネガティブイベントに直面した際の，従業員の職

務レジリエンスの発揮を促進する要因を検討していくことが求められる。 
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第 13 章 

被災組織における職務レジリエンス 

職務レジリエンスの促進要因の検討 2 
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第 13 章の要約 

 

本章では，現実の困難事象に直面した場合，職務レジリエンスの発揮に

関わっている潜在的要因を探索的に検討し，それらの要因がどの程度影

響力を持つのかについて検討していく。具体的には，東日本大震災とい

う未曾有の深刻な困難事象に直面したにも関わらず，迅速な操業再開を

可能にした，宮城県女川町の食品加工会社を取り上げた。そして，震災

当時に現場の指揮官を務めた取締役を対象としたインタビュー調査，お

よび全従業員を対象とした質問紙調査を実施した。その結果，地域貢献

評価が職務意義認知，および誇りを高め，職務意義認知が職務レジリエ

ンスを高めることが示された。また，誇りが組織レジリエンス評価を促

進し，その結果職務レジリエンスが高まることが示された。  
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問題と目的 

 

職務レジリエンスとは，突発的で深刻なネガティブ事象に直面し，従

業員が一時的に精神的に落ち込んでも，再び原状通りに職務を遂行でき

る状態に回復する力を指す。本研究は，現実のネガティブ事象に直面し

た時，職務レジリエンスが発揮されるために必要な潜在的要因を当事者

の生の声から浮き彫りにし，それらの要因がどの程度影響力を持つのか

について，東日本大震災で被災した企業の従業員を対象とした調査に基

づいて実証的に示すことを目的とする。  

レジリエンスは直訳すると“回復力”を指す。Masten, Best, & Garmezy

（1990）による「困難な環境にもかかわらずうまく適応する過程・能力・

結果」という広義な定義が用いられることが多い。日本においては，小

塩ら（2002）による「困難で脅威的な状況に晒されることで一時的に心

理的不健康な状態に陥っても，それを乗り越え，精神病理を示さず，よ

く適応している者が有する内面的な特性」という定義が多く用いられる。

この他にも多くの定義が存在するが，どの定義にも共通して，①困難な

状況に直面し，②一時的に精神的不健康の状態に陥ったり，能力を発揮

できない状態に陥ったりしても，③完全な機能不全に至らずに元の状態

に回復する，ということがレジリエンス概念に共通した特徴である。こ

の意味で，レジリエンスは，人間進化の中心部分に位置し（Flach, 1988），

逆境に直面したとしてもうまく乗り越えていくことを可能にする重要な

役割を担うものだといえよう（Antonovsky, 1979; Flach, 1988; Klarreich, 

1998）。  

近年，技術革新に伴う産業構造の急速な変化やバブル経済崩壊後の経

済状勢の悪化のために，勤労者を取り巻くストレス状況は極めて厳しい

ものとなっており（柏木ら，2006），職場のメンタルヘルスが産業保健の

中心的課題となりつつある（柏木ら，2006）。また，“急速な変化”や“想

定外”といった言葉が多く聞かれる通り，現代は環境の変化がいつ起こ

っても不思議ではない「予測不能の時代」であることが特徴的である（川
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楠，2009）。そのため，誰もが困難な未経験課題や突発的事態に直面する

可能性は高まっており，それでも現実の要請の中で対処し，乗り越えて

いくことが求められている。  

従来の研究では，レジリエンス以外にもハーディネスやメンタル・タ

フネス，自己効力感が，職場におけるメンタルヘルスを維持する上で有

益であることが指摘されている。ハーディネスとメンタル・タフネスは

同義の概念であり，非常にストレスフルな状況下でも心身の健康を保ち

続けることができる特性を指す（Kobasa, 1979）。ハーディネスの観点か

らは，ストレッサーをポジティブなもの，またコントロールが可能なも

のとして捉える（Kobasa, 1979）。従って高ハーディネス者は，ストレッ

サーをストレスフルなものとして知覚せず  （Banks & Gannon, 1988），身

体的にも情動的にも不健康に陥らないのだという（Kobasa, 1979）。しか

し，これはあくまで日常的に生じる困難な場面に基づいてモデル化され

てきた。このため，未経験場面や，想定をはるかに超えるストレッサー

に直面した時にもハーディネスによって説明できるとは限らない。事実，

ストレスフルな状況に直面しても常に頑張り続ける人であるほど，突発

的にバーンアウトを引き起こし，深刻な精神病理の状態に陥ってしまう

危険性も指摘されている（Freudenberger，1980）。  

一方，自己効力感とは，ある状況において，ある結果を達成するため

に必要な行動を自分がうまくできるかどうかの予期のことである

（Bandura, 1977）。この自己効力感の行動に影響する要因として，Bandura

（1977）は「遂行行動の達成」，「代理的経験」，「言語的説得」，「情動的

喚起の情報」の 4 つの情報源を想定している。そしてこれらの中でも，

遂行行動の達成を情報源とする自己効力感が最も強く安定したものであ

ることを指摘している。すなわち，自己効力感は情報源から得られた経

験によって形成されていくものであり，未経験の困難な課題に直面した

ときにどのような反応を示すかについては説明しない。  

近年の不安定な社会情勢の中で，職場でもいつどのような困難な事象

が発生するかは予め予測することは不可能である。この意味では，どん
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なにハーディネスや自己効力感が高かったとしても，従業員が想定外の

困難な事態に直面して一時的に精神的に落ち込んだり，モチベーション

が下がってしまうこと自体を避けられない状況は常に生じうる。従って，

いったんは精神的に落ち込んだとしてもいかにその状態を乗り越え，再

び原状通りに職務を遂行できるように回復するためにはどのような手立

てがあるのかを問題とする必要がある。この社会的要請に起因する課題

は，組織にとっても重要な課題であり，従業員の職務レジリエンスに注

目し，これを促進しようとする組織が増加している（志水，2012）。  

残された課題  レジリエンスに関して多く研究がなされてきてはい

るが，現実の困難事象に直面した時，職務レジリエンスが発揮されるた

めの要因についての知見は限られている。これには，従来の研究が，レ

ジリエンスを個人特性や能力として捉える立場（ e.g. Block & Block, 

1980 ; Masten, 1994）に立ってきたことによるところが大きい。それは，

個人特性あるいは能力としてのレジリエンスの特徴を明らかにするため

に，レジリエンスを構成する要素を明らかにすることが主たる目的とな

ってきたからである（e.g. Wagnild & Young, 1993; Flach, 1997; 小塩ら , 

2002; 石毛・無藤 , 2006）。これらの研究の主たる関心は，「どのような特

性を備えた個人がよりレジリエンスを発揮しやすいか」というところに

ある。  

しかし，様々な予期しない困難事象に直面する危険性があることを踏

まえると，現実の困難事象が生じる中で職務レジリエンスが発揮される

ためには，どのような要因が必要で，またそれらがどの程度まで影響力

を持つのかについて明らかにすることが求められるだろう。そこで本研

究では，現実の困難事象に直面した場合，職務レジリエンスの発揮に関

わっている潜在的要因を探索的に検討し，それらの要因がどの程度影響

力を持つのかについて検討していく。具体的には，東日本大震災という

未曾有の深刻な困難事象に直面したにも関わらず，迅速な操業再開を可

能にした，宮城県女川町の食品加工会社（以下，A 社）を取り上げる。

未曾有の困難で苦しい状況下で，精神的に追い詰められ，極限状態にあ
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ったはずの A 社の従業員らを精神的に支え，組織の迅速な復旧活動へ駆

り立てたのはどのような要因であろうか。以下では，震災当時に現場の

指揮官を務めた取締役（以下，T 氏）を対象としたインタビュー調査，

および全従業員を対象とした質問紙調査を報告する。  

 

インタビュー調査 

 

方法 

2012 年 12 月に A 社において，T 氏を対象に 3 時間程度実施した。そ

の中で，震災による被害状況，震災当時や，その後の A 社の具体的な対

処行動や取り組み，従業員の様子，組織の迅速な復旧や従業員の精神的

な回復を支えたと考えられる要因などについて尋ねた。  

 

結果 

A 社の従業員の職務レジリエンスを支えた要因の検討 T 氏の回答を

元に，従業員の職務レジリエンスの促進要因を抽出するため，回答内容

についてカテゴリー化を行った。その結果を Table 13-1 に示す。「地域貢

献評価」，「職務意義認知」，「誇り」，「組織レジリエンス評価」の 4 つの

カテゴリーが見出された。  
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カテゴリー
サブカテ
ゴリー

発言例

地
域
貢
献
評
価

「うちの会社は，祖父の代から地域貢献を一番に考えてるからね…（中
略）…女川町は小さな町だし，みんなが家族みたいなものだから，家族が
困ってたら助けるのは当たり前だもんね」，「当然，工場はすべてダメに
なったわけだし，会社のこれからのことを考えると何もかもが大変な状況
だったよ。まずは安全の確保だけど，それからは工場の立て直し，資源の
確保，従業員のケア，やらなきゃいけんことは山積みだった。けどね、一
歩会社の外に出てみると，食べるものがない地域住民がいて，みんな苦し
んでて。そんな時だからこそ，うちの会社がどうにかせな，立ち上がら
なって当然思ったよ。うちがやらなくてどうするんだって。」「くよくよ
していてもどうしようもない状況だったし，とにかくどうにかできると信
じて動くしかなかった。うちの会社の復旧が女川町全体の復旧に繋がると
思っていたからね，とにかく信じて動き続けるしかなかった。」

職
務
意
義
認
知

「苦しい時に，一番自分を支えてくれるものって，やっぱり人のために役
に立てていると思えることなのかもしれない。自分のためだけに元気なん
て出せないしね。…（中略）…とにかく自分の事はさておき，会社をどう
立て直して，女川のために何ができるかを考えていたら落ち込んでいる暇
なんてないし，そういう意味ではこの町に支えられたよ。みんなががん
ばってくれたのも，女川のみんなの役に立てている喜びとか嬉しさとかが
支えになったんだろうと思うよ。」

誇
り

「後から従業員と話してても，避難所で美味しそうにうちの商品を食べて
くれてる人たちを見て嬉しかったし，誇らしくて，なんだか逆に元気も
らったって。」，「昔っからうちで働いてくれてる従業員が，こうやって
動いて，感謝されて，やっぱり誇らしいよ，救われるよって言ってくれた
時は僕自身嬉しかった。」

組
織
レ
ジ
リ
エ
ン
ス
評
価

「日頃からの信念を貫いている姿を見せることで，従業員も安心したん
じゃないかな。この会社なら大丈夫だって思ってもらえないと，みんな離
れていくし。いつもと変わらない姿を見せて，この会社の立て直しを信じ
させることで，がんばろうって初めて思ってもらえるものだと思う
よ。」，「女川のためにがんばるんだっていう団結力があったし，苦しさ
とか不安が大きいことも団結力を高めるのに逆に効果的だったのかもしれ
ないね。苦しい時でもみんなで協力できていれば，俺らなら大丈夫だって
思えるよね。」，「従業員のみんなも，この会社なら何とか復旧できるっ
て信じてついてきてくれた。自分たちの会社は大丈夫だと思えることで，
なんとか自分たちの気力を保ってくれていたんじゃないかな。」「会社の
復旧力を信じることができるのは，本当に大きなことだよ。」

職
務
レ
ジ
リ
エ
ン
ス
の
促
進
要
因

従業員の職務レジリエンスを支えた要因の分類

Table13-1



195 

 

地域貢献評価 最も頻出したキーワードとして，「地域貢献」が挙げ

られた。事実，A 社は，企業理念に地域貢献を掲げており，代々，地域

住民への貢献を常に念頭に置いてきた会社である。この地域貢献の理念

は，教育やトレーニングの場面のみならず，毎朝の朝礼で改めて確認し

合うなど，従業員の信念や態度にも深く浸透している。ただし，この地

域貢献の達成の程度を客観的に測定することは困難である。また，Ｔ氏

の発言からも，どの程度地域貢献できていたかという実際の量的な程度

というよりも，従業員が地域貢献できていると感じていた程度が重要で

あることが窺える。そこで，会社が地域に貢献できていると従業員らが

認識している程度を指して「地域貢献評価」と呼ぶこととする。  

職務意義認知 地域の人の役に立つことができていると思え，自分た

ちの行いに対する意義を感じることができることもまた重要であるとい

うことが挙げられた。経験したことのない混乱した状況の中で，自分た

ちが何を行うべきかを明確に把握することは容易では無いだろう。その

ような状況の中でも与えられた役割を担ったり，指示に応えたりして懸

命に働き，その働きが地域の人の役に立つことができている実感するこ

とが出来れば，自らの行いに対して明確な意義を感じることができるだ

ろう。そこで，本稿ではこれを指して「職務意義認知」と呼び，「自身の

職務の意義の高さについての評価，信念」と定義する。  

誇り 地域の人が喜んでくれている姿を目の当たりにして，自分たち

の会社や職務に対して誇りを感じることができたことで逆に支えられた

ということから，「誇り」が挙げられた。誇りを感じることができると，

この会社のためにもっと頑張ろうというモチベーションが高まったり，

誇れるような会社で働くことができていることに喜びを感じたりできる

だろう。そのようなモチベーションの高まりや喜びを感じることによっ

て，苦しい時でも支えられ，職務に向かうエネルギー源となるのであろ

う。誇りは，「肯定的な自己意識的感情であり，自分の行動，発言，特徴

が他者より優れている，または望ましいと評価されたときに経験される

ものである」（Fischer & Tangney, 1995）と定義される。ただし，本稿で
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は，特に他者との比較の要素を含まない文脈での誇りの経験を指すため，

広辞苑に基づき，「誇ること，自慢に思うこと。また，その心である」（新

村，2008）と広義に定義する。  

組織レジリエンス評価 “この会社なら大丈夫だ”と，組織の復旧力

を信じることができることが，きついときでも気持ちを奮い立たせて職

務に向かわせるために重要であることが挙げられた。組織の復旧や存続

を信じることができなければ，組織の復旧活動に尽力するモチベーショ

ンを保ち続けることは難しいだろう。そこで，従業員の，組織の復旧力

に対する信念を「組織レジリエンス評価」と呼び，従業員の職務レジリ

エンスを支える要因として挙げた。なお，組織レジリエンス評価の類似

概念として，個人レベルの概念である自己効力感を，集団レベルの概念

へと引き上げた集団効力感が挙げられる。集団効力感とは，「課題の達成

に必要とされる行動を系統立て実行するための能力に対する集団で共有

された信念」と定義される（Bandura，1997）。Bandura（1997）は，この

集団効力感について，集団や組織において，自分たちの集団メンバーは

課題を解決し，継続的な努力によって行動を改善できるという，集団に

対する効力感が存在していることを示唆しており，集団の成員によって

知覚された効力感は，集団や組織の機能を理解するために重要であるこ

とが示されている（淵上，2005）。組織レジリエンス評価と集団効力感は，

集団の問題解決能力に対するメンバーの信念である点で共通している。

しかし，組織レジリエンス評価は，特に「困難な状況，状態からの回復」

の意味を強調する点で区別される概念である。  

仮説モデルの生成 以下のような構成で仮説を立てた。  

1. 地域貢献評価は，直接的に職務レジリエンスを促進するというよりも，

職務意義認知や誇り，組織レジリエンス評価を高めることによって，結

果的に職務レジリエンスを促進することに繋がると仮説立てた。という

のも，例えば Boezeman & Ellemers（2008）  は，個人は所属集団の存在

意義を高く評価することによって，集団の一員であることに対する意義

を高めることを示しており，Nakashima, Isobe, & Ura（2007）も内集団が
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優れていると感じることで誇りを感じることを示している。このことか

ら，A 社の従業員も，地域貢献できていると認識する，つまり所属組織

の存在意義を感じたり，優れていると感じたりすることによって，誇り

や職務意義を感じることができたと推測されるためである。  

また，集団効力感は，成功体験を得たり，達成感をもったりすること

で高まることや（e.g. Hodges & Carron, 1992；Lichacz & Partington, 1996），

肯定的な気分の時に高まることが示唆されている（Bandura, 1997）。この

ことから，地域貢献できている，すなわち困難な状況下でも機能不全に

陥らずに行動できているという達成感や，住民から感謝されることによ

って換気された肯定的な気分が，これから先の組織の回復力を強く信じ

ることに繋がることが考えられる。以上のことから，地域貢献評価は，

職務意義認知，誇り，組織レジリエンス評価を媒介して職務レジリエン

スを促進するだろうと考えられた。  

2. Herzberg（2003）は，ワーク・モチベーションの中心的な要素として

「仕事自体の内容」を挙げ，仕事内容に対する価値を認識することの重

要性を指摘している。さらに，齊藤（2013）も仕事に対する意義を感じ

ることをワーク・モチベーションの構成要素として挙げている。このよ

うに，自身の職務に対して意義を感じることは，積極的に職務に尽力す

るための非常に重要な要素であることが広く認識されている（水元 , 

2006；小河 , 2007 等）。  

このことから，困難な状況に直面して一時的に仕事に向かう気力が低

下したとしても，自身の職務に対する意義を改めて感じることによって，

再び職務に向かう力を回復することができる，すなわち職務意義認知が

職務レジリエンスを促進するだろうと考えられた。  

3. 人は誇りを経験すると，自尊心や（Hart & Matsuda, 2007），職務への

動機づけ，自己効力感が高まったり（Verbeke, Belschak, & Bagozzi, 2004），

達成への努力が強化され，社会的地位の向上や課題成績が向上したりす

ることが示されている（Herrald & Tomaka, 2002）。レジリエンスは自己

効力感や自尊感情と強い関連が示されている（e.g. 小塩ら，2002；三宅，
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2010；田中・兒玉，2012）。  

さらに，達成への努力が強化されるという示唆からも，誇りを感じる

ことで精神的健康の回復や，職務に対するモチベーションの回復を意味

する職務レジリエンスが高まることが期待できる。こうした議論に基づ

いて，誇りの経験が職務レジリエンスを促進するだろうと考えられた。  

4. 個人は集団に組み込まれた際，自分のアイデンティティよりも集団の

アイデンティティを優先し，そのため集団の特性や状態が大きく個人の

状態に影響を及ぼすことが示唆されている（e.g. Hogg & Abrams, 1988; 

West, Patera, & Carsten, 2009）。例えば，Godard & Godard（2001）は，教

師集団を対象とした調査の結果，個人の自己効力感の高さは，その個人

が所属する集団の集団効力感の高さに左右されることを示している。こ

のことから，自分たちの組織は回復できると信じることで，個人の回復

力も促進される，すなわち，組織レジリエンス評価は職務レジリエンス

を促進するだろうと考えられた。  

以上を総合して，「地域貢献評価が，職務意義認知，誇り，組織レジ

リエンス評価を促進し，その結果，職務レジリエンスが促進される」と

いう仮説モデルを立てた（Figure 13-1）。この仮説モデルの妥当性を検証

するために，A 社の全従業員を対象とした質問紙調査を実施した。  

 

 

 

 

 

地域貢献評価 誇り

職務意義認知

組織レジリエンス評価

職務
レジリエンス

Figure 13-1 仮説モデル
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質問紙調査 

 

方法 

手続き A 社の社長，および取締役を除く全従業員 205 名を対象とし，

2013 年 2 月に質問紙調査を実施した。最終的に 167 名の回答を分析対象

とし，有効回答率は 81.46％であった（女性 85 名，男性 82 名，平均年

齢 37.63 歳（SD = 13.64），平均勤続年数 6.03 年（SD = 6.75））。  

質問紙の構成  

フェイスシート：従業員によっては質問紙への回答中に震災当時のこと

を想起することによって精神的苦痛を伴う可能性があったため，回答は

任意であり，気分が悪くなった場合には直ちに回答を中止することを教

示した。  

1．地域貢献評価尺度：従業員が，自身の所属組織がどの程度地域貢献を

果たしていると評価しているかを尋ねる地域貢献評価尺度を独自に作成

した。「この会社は地域に貢献している」などの項目を含み，計 3 項目か

ら成る。  

2．職務意義認知尺度：従業員が，自身の所属組織の取り組みや，職務に

対して，どの程度意義を感じているかを測定する職務意義認知尺度を第

6 章において独自に作成したものを使用した。「自分の職務に意義を感じ

る」などの項目を含み，計 3 項目から成る。  

3．誇り尺度：従業員が，自身の所属組織に対して，どの程度誇りを感じ

ているかを測定するため，尾関・吉田（2009）の誇りに関する項目を使

用した。  

4．組織レジリエンス評価尺度：従業員の，自身の所属組織の復旧力に対

する評価を尋ねる尺度を独自に作成した（Table13-2）。  

5．職務レジリエンス尺度：London（1983）を参考に，精神的な回復力

に対する信念を尋ねる尺度を第 4 章において独自に作成したものを使用

した（Table 13-3）。  

なお，全ての尺度において，「1＝まったく当てはまらない」から「5
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＝とてもよく当てはまる」の 5 件法で回答を求めた。  

 

結果 

各因子の構造  

1．地域貢献評価：1 因子構造を仮定した確証的因子分析を行ったところ，

適合度指標は GFI = .97，AGFI = .93，RMSEA = .00 と十分な値を示した。

内的整合性に関してクロンバックの信頼性係数を算出したところ，α  

=.85 と十分な値を示した。  

2．職務意義認知：1 因子構造を仮定した確証的因子分析を行ったところ，

適合度指標は GFI = .99，AGFI = .96，RMSEA = .00 と十分な値を示した。

信頼性係数もα  =.88 と十分な値を示した。  

3．誇り：主因子法による因子分析を行ったところ，尾関・吉田（2009）

と同様の 1 因子構造が示された。信頼性係数はα  =.87 と十分な値を示

した。  

4．組織レジリエンス評価：１因子構造を仮定した確証的因子分析を行っ

たところ，適合度指標は GFI = .99，AGFI = .96，RMSEA = .00 と十分な

値を示した。信頼性係数もα＝ .94 と十分な値を示した（Table 13-2）。  

 

 

項目 標準化係数

困難な出来事に直面して，全体的に精神的に参っても，またすぐにみんなで気持ちを立て直すことができる。 .80
***

予想外のアクシデントが起こって，メンバーの心が疲れても，お互いに元気づけようすることができる。 .79
***

困難な出来事に直面して，自分たちの力不足に落胆しても，みんなでお互いを鼓舞することができる。 .82
***

予想外のアクシデントが起こって，もうダメだというムードになっても，私たちならできると信じることができる。 .85
***

困難な出来事に直面して，全体的なやる気が下がっても，再び一丸となって精力的に挑むことができる。 .91
***

予想外のアクシデントが起こって，一時的に全体的な意欲が低下しても，みんなであきらめずに対処できる。 .81
***

***
p  < .001

Table 13-2

組織レジリエンス評価の項目に対する確証的因子分析結果 （α＝.94）
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5．職務レジリエンス：１因子構造を仮定した確証的因子分析を行ったと

ころ，適合度指標は GFI = .99，AGFI = .97，RMSEA = .00 と十分な値を

示した。信頼性係数もα＝ .91 と十分な値を示した（Table 13-3）。  

 

 

 

各変数の記述統計量 地域貢献評価，職務意義認知，誇り，組織レジ

リエンス評価，および職務レジリエンスの平均値，標準偏差を Table 13-4

に示す。また，各変数間の相関係数を Table 13-5 に示す。  

平均値を参照すると，全ての尺度において，平均値が 3.0 以上であり，

全体的に高い値を示した。  

 

項目 標準化係数

困難な出来事に直面して，精神的に参っても，またすぐに気持ちを立て直すことができる。 .76
***

予想外のアクシデントが起こって，心が疲れても，自分なりに元気を取り戻すことができる。 .66
***

困難な出来事に直面して，自分の力不足に落胆しても，自分を鼓舞することができる。 .78
***

予想外のアクシデントが起こって，もうダメだと思っても，自分ならできると信じることができる。 .80
***

困難な出来事に直面して，やる気が下がっても，再び精力的に挑むことができる。 .85
***

予想外のアクシデントが起こって，一時的に嫌になっても，あきらめずに対処できる。 .77
***

***
p  < .001

職務レジリエンスの項目に対する確証的因子分析結果 （α＝.91）

Table 13- 3
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変 数 間 の 関 連 の 検 討  変 数 間 の 関 連 を 検 討 す る た め に ， Amos 

Graphics17.0 を用いて共分散構造分析を実施した。「地域貢献評価が職務

意義認知，誇り，および組織レジリエンス評価を促進し，その結果職務

レジリエンスが高まる」という仮説を検証するために，地域貢献評価を

独立変数，職務意義認知，誇り，および組織レジリエンス評価を媒介変

数，職務レジリエンスを従属変数に投入し，分析を実施した。  

その結果，地域貢献評価から組織レジリエンス評価に対して，および

M SD

1.地域貢献評価 3.93 .90

2.職務意義認知 3.50 .99

3.誇り 3.54 .96

4.組織レジリエンス評価 3.29 .82

5.職務レジリエンス 3.33 .76

各変数の記述統計量

Table 13-4

1 2 3 4

1.地域貢献評価

2.職務意義認知 .53
**

3.誇り .59
**

.57
**

4.組織レジリエンス評価 .30
**

.37
**

.52
**

5.職務レジリエンス .29
**

.41
**

.31
**

.41
**

**
p  < .01

Table 13-5

各変数間の相関係数
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誇りから職務レジリエンスに対する有意なパスが見られなかった。そこ

で，修正指数を参考にモデルの修正を行い，「誇りが組織レジリエンス評

価を媒介して職務レジリエンスを促進する」というモデルで再度分析を

実行した。  

その結果，十分な適合度が示されたため（GFI = .99，AGFI = .98，CFI 

= 1.00，RMSEA = .00），最終的に Figure 13-2 に示すモデルを採用した。

なお，図中の数値は標準化係数である。  

 

 

 

 

 

地域貢献評価と職務意義認知の関連  地域貢献評価は職務意義認知

を促進することが示された（β= .58, p < .001）。すなわち，従業員が，

自身の組織は地域貢献できている，自身の職務は地域住民の役に立って

いると評価することで，職務に対する意義を感じることができることが

示された。A 社の従業員らは，実際に自分たちの足で避難所を周り，ひ

とつひとつの商品を配って回った。そして，美味しそうに，嬉しそうに

自社の商品を食べてくれる地域住民の姿を見たり，多くの感謝の言葉を

地域貢献評価

誇り

職務意義認知

組織
レジリエンス評価

.23***
.58***

.63***

.28***

.44***

職務
レジリエンス

Figure 13-2 変数間の関連

***p < .001

適合度：GFI = .99，AGFI = .98，CFI = 1.00，RMSEA = .00

注1）Figure中の数値は標準化係数である。
注2）誤差変数は省略している。
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もらったりしたことで，改めて自分たちの行い，職務に対する意義を感

じることができたのだろう。Mead (1934) は，人は所属している集団，

共同体の態度を自分の中に受け入れることで，自己を形成していくこと

を提唱している。本調査の結果からも，自分たちの組織が，地域に貢献

できていると高く評価できることで，従業員自身の職務意義認知も高ま

ることは，組織のポジティブな態度を受け入れ，そのことが自身のポジ

ティブな態度を形成することに繋がることが示唆された。  

地域貢献評価と誇りの関連  地域貢献評価は誇りを高めることが示

された（β= .63, p < .001）。すなわち，従業員が組織は地域に貢献でき

ていると高く評価できることで，所属組織に対する誇りを感じることに

繋がることが示された。  

企業が地域に対して貢献すべきであるという考え方は CSR（Corporate 

Social Responsibility）にも盛り込まれており，その達成に取り組む企業

は増加している。しかし，平常時にはそれらのことを意識し，実践して

いたとしても，いざ組織が困難な状況に直面している際に，地域に目を

向けることは容易ではないだろう。それにも関わらず，A 社は真っ先に

町民らに対して貢献できた。  

常に地域貢献を重視し，日頃から実際の行動に移してきた A 社である

が，さらにこの度のような未曾有の困難な状況に置かれても，その信念

を曲げることなく貫いた組織全体の様子をみて，肌身で感じて，そして

自ら動くことで，従業員らは組織に対して改めて高い誇りを感じること

になったのであろう。  

誇りと組織レジリエンス評価の関連  誇りは組織レジリエンス評価

を高めていた（β= .32, p < .001）。すなわち，自身の所属組織に対して

誇りを感じることによって，組織の復旧力を信じることに繋がることが

示唆された。Tyler & Blader（2001）は，集団自体の地位が注目され，自

分の所属する集団が高地位である場合，人はその集団に所属しているこ

とに誇りを感じ，集団アイデンティティが強まることを示している。ま

た，人々は肯定的な自尊心を維持，高揚しようとするため，所属集団に
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ついても，その好ましい社会的アイデンティティを維持，高揚するよう

動機づけられる（Doosje, Ellemers, & Spears, 1999）。組織レジリエンス評

価とは，所属集団の復旧能力を強く信じることであり，組織のアイデン

ティティへの好ましい評価を基盤としていると考えらえる。これらのこ

とから，誇りが組織レジリエンス評価を促進するという結果が得られた

と考えられる。  

職務意義認知と職務レジリエンスの関連  職務意義認知は職務レジ

リエンスを促進することが示された（β= .23, p < .001）。この結果は，

自身の職務に対して意義を感じることは，長期的，持続的に積極的に職

務に尽力する上で重要な要素であるという示唆（水元 , 2006；小河 , 2007）

を裏付ける結果であると考えられる。というのも，困難な状況に直面し，

一時的に落ち込んだ時にでも，職務に対する意義を感じることができて

いると，その思いが自らの精神的な回復力を高め，再度ワーク・モチベ

ーションを高めることに繋がるからこそ，長期的，持続的な積極的尽力

を可能にできるのではないかと考えられるためである。自身の職務に対

する意義を認識できていると，職務に対するポジティブな態度，積極的

な姿勢を持つことに繋がり，それは困難な状況に置かれた際にも同じよ

うに効果的な影響力を持つことが示唆されたものと考えられる。  

組織レジリエンス評価と職務レジリエンスの関連  組織レジリエン

ス評価は職務レジリエンスを促進することが示された（β= .28, p < .001）。

すなわち，困難な状況に晒されて一時的に落ち込んでいた従業員も，所

属組織の迅速な復旧を信じることができることによって，自身の精神的

健康や，ワーク・モチベーションを回復できることが示唆された。  

所属組織全体の状態は，従業員個々人の状態に大きな影響を及ぼす

（West et al., 2009）。そのため，自身の所属する組織の復旧力を高く評価

できると，従業員個人の回復力もそのことによってポジティブな影響を

受け，高まることが期待できることが示唆された。  

誇りと職務レジリエンスの関連 誇りを感じることで，職務レジリエ

ンスが高まるという仮説を立てたが，分析の結果，誇りが直接職務レジ
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リエンスを促進する効果が見られなかった。これは，従来の研究におい

て誇りの経験が自尊心や（Hart & Matsuda, 2007），職務への動機づけ，

自己効力感の向上や（Verbeke, Belschak, & Bagozzi, 2004），達成への努力

の強化に繋がることが示されているが（Herrald & Tomaka, 2002），これ

らの研究では，あくまでも自分自身に対する誇りを扱っている。一方，

本研究で対象とした誇りとは，所属組織に対する誇りである。そのため，

組織に対する誇りは，直接的に職務レジリエンスを高めるのではなく，

組織に対してポジティブな評価を行うことを媒介して，職務レジリエン

スを高めることが示唆されたものと考えられる。  

 

考察 

  

本研究の結果より，組織が想定外の困難事象に直面した際にも，自分

たちの組織が，内部の復旧活動のみに奔走するのでなく，地域貢献も果

たしていると従業員が高く評価することによって，自身の職務に対する

意義や，組織に対する誇りを抱き，その結果，組織の復旧力を信じるこ

とができることで，自身の精神的な回復に繋がることが示された。  

 組織の存続自体が危ぶまれるような困難な状況下で，いかに迅速に復

旧活動に着手し，生産システム，経営を元の状態に戻すことができるか

は，実に多くの迅速な意思決定を必要とし，決断力と実行力が求められ

る。そして，恐らく多くの企業が，まずは自社の存続を賭けて資金繰り

や資源確保に奔走するなど，自社の持ち直しのみに目が向くのはごく自

然なことである。しかし，A 社は，組織としては当然求められる対応の

みならず，同時に地域に対する視野を日常以上に広げ，果たせるべき役

割を見極め，実行に移した。  

A 社は，日頃から地域貢献を理念として掲げ，実践してきた。そのため，

“女川町という郷土愛溢れる町民が集まった結びつきの強い町のシンボ

ル的，中心的な存在”として認識してもらっているのではないかと T 氏

は話す。本当にそのような存在であるかは，いざという時の姿勢で評価
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される。そして，実際に A 社は想定外の非常に深刻な状況に直面したに

も関わらず，その日頃の理念を実践する姿勢を貫いた。このことは，町

民の A 社に対する感謝の念や信頼を一層高めることになったに違いない。

そして，本研究の結果が示す通り，従業員らが，嬉しそうに自社商品を

食べてくれている町民の姿を見たり，感謝の言葉をもらったりすること

で，自分たちの組織の存在意義を強く感じることができることで，組織

に対する誇りや，職務に対する意義を改めて感じることに繋がったので

あろう。  

 従業員が元気でなければ組織は存続し得ない。そのため，困難な状況

に直面した際には，迅速かつ適切に対処すべき課題は数え切れないほど

出てくるが，その中でも同時に従業員の精神的な状態にも十分に目を向

けていなければならない。従業員が一時的に落ち込んでしまった際に，

精神的健康やワーク・モチベーションを取り戻し，組織の復旧活動に尽

力するよう動機づけるためには，例えば賃金のアップや昇進，休暇など

様々な方法があるだろう。しかし，ただでさえ困難な状況下では，その

ような手段を取ることは難しいだろう。そのようなコストの掛かる手段

を講じなくとも，従業員が“自分たちは地域に貢献できている”と評価

できることで，誇りや職務意義を感じ，結果的に精神的健康やモチベー

ションを回復させることに繋がることが示唆されたことは，興味深いこ

とであると考えられる。  

 また，所属組織の復旧力を信じることが出来ることによって，従業員

個人の職務レジリエンスが促進されるという結果は，個人の精神的な回

復力を捉え直す観点となる。というのも，たとえ個人では弱くても，周

囲の前向きな姿勢に引っ張られたり，全体で立ち上がろうとしたり，互

いに支え合える環境があったりすることで，自分の限界を越えた力が引

き出される余地が生じるからである。この観点からは，従業員の職務レ

ジリエンスの向上を目指す際，その個人が組み込まれている組織，環境

全体にアプローチするという新たな教育やトレーニングが可能であると

示唆される。  
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第 14 章 

被災組織におけるレジリエンス 

組織レベルのレジリエンスの検討 
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第 14 章の要約 

 

本章では，組織が想定外の深刻なネガティブ事象に直面し，一時的に困

難な状態に陥っても，より迅速に復旧活動に向かわせ，できるだけ原状

に近い状態にすることを促進する心理的要因について，東日本大震災で

被災した企業を対象とした調査によって検討した結果を報告する。イン

タビュー調査，および質問紙調査の結果，チームワークが組織レジリエ

ンス評価を促進し，その結果，組織コミットメントが高まるという仮説

モデルが支持された。  
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問題と目的 

 

本研究の目的は，組織が想定外の深刻なネガティブ事象に直面し，一

時的に困難な状態に陥っても，より迅速に復旧活動に向かわせ，できる

だけ原状に近い状態にすることを促進する心理的要因について，東日本

大震災で被災した企業を対象とした調査によって検討することである。  

近年，世界情勢や社会経済の混乱，自然災害などの様々なネガティブ

事象によって，苦境に立たされる組織が増加しており，どの組織にとっ

てもいかに生き残っていくかが大きな課題となっている。従来，どのよ

うな困難に直面してもビクリともしない堅固な組織を目指した経営が求

められてきた。だが，予想外のネガティブ事象に直面したとき，その強

固さはかえって組織が意思決定・行動する際の制限となり，企業の生き

残りを妨げてしまうという反省が聞かれることも多くなった（北村，

2011）。このため，北村（2011）は，企業が組織としていかに柔軟に，い

かにしなやかに対応できるかということが重視されるようになってきた

と指摘している。このような，困難に直面し，一時的に混乱したとして

も柔軟に対応し，復旧していく力を指す概念として「レジリエンス」が

注目されている。  

このレジリエンスの考え方は，わが国では特に 2011 年 3 月 11 日に発

生した東日本大震災を機に急速に注目を浴びるようになった。多くの組

織が直接的，間接的な被害や損害を受けている状況を目の当たりにした

ことで，いつ自分たちの組織が予想外の困難な状況に立たされてもおか

しくないという危機感を持ち，自らの組織の在り方を見直した組織は多

いだろう。実際に，東日本大震災で被災した企業の中には，直接的，間

接的な被害や損害を受け，その後も復旧に必要な資源が入手できず，稼

働再開を諦めざるを得ない組織も多く存在する。だが，その一方で，決

して資源に余裕があるわけでないにも関わらず，迅速な復旧を遂げた組

織も存在する。その一つとして注目を浴びているのが食品会社の A 社で

ある。宮城県女川町に位置する A 社は，震災によって大きな被害を受け
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ながらも，わずか 10 日後には稼働再開を果たし，さらに地域町民のため

に貴重な貢献を果たした。  

組織が困難な状況下から復旧するために必要な資源やシステムは数

えきれないほど多く，経営者は金銭的，物理的資源の獲得やシステムの

復旧に奔走しなければならない。しかし，組織が復旧を遂げるためには，

現場で従業員がいかに尽力してくれるかが鍵を握るだろう。そのため，

組織のレジリエンスを考える際には，金銭的，物理的資源といった環境

要因に注目するだけで不十分である。現場で働く従業員らの心理的状態

や，組織全体の雰囲気やコミュニケーションといった心理的要因が果た

す役割に注目する必要性は非常に高い。だがそれにもかかわらず，企業

が現実に復旧を遂げていく過程においてこれらの心理的要因がどのよう

に影響し合うのかについては，あくまで想定の範囲に止まり実証的には

ほとんど明らかになってはいなかった。  

そこで本研究では，組織レジリエンスが発揮された代表的な事例とし

て，迅速な操業再開を果たした A 社の復旧までの過程を取り上げ，これ

を可能にした A 社の特に社会心理学的要因を検討する。これにより，想

定外の困難に直面した組織の迅速な復旧を支える要因を明らかにしてい

くことを目指す。そこでまず，震災当時に現場の指揮官を務めた A 社の

代表取締役（以下，T 氏）へのインタビューを行い，その結果を踏まえ

て，A 社の全従業員を対象とした質問紙調査を実施した。  

組織レジリエンスとは 

近年，レジリエンスの考え方への注目が高まりつつある人間工学の分

野では，レジリエンスの考え方に対して，よりマクロな視点が取り入れ

られている。いかなる組織であっても，自然災害や，関連企業の突然の

倒産などの外部環境に起因するネガティブ事象，突然のシステムダウン

などの内部環境，特に技術的要素に起因するネガティブ事象，従業員の

ミスなどのために起こった損害などの人的要素に起因するネガティブ事

象などに直面する可能性はゼロではない。組織がこのような突発的で深

刻なネガティブ事象に直面した際に，いかに柔軟に対応し，損害を低く
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抑え，逸早いシステム復旧を可能にするかということを考える上で，組

織全体の回復力や復旧力を指して，レジリエンスの重要性を唱えている。

このような人間工学分野においては，「いかに組織やシステムの反応力，

モニタリング力，予測力，学習能力を高めるか」，すなわち，「いかにレ

ジリエンスを高めるか」ということに関心があり，レジリエンス・エン

ジニアリングの考え方が特に注目されている（ Hollnagel, Woods, & 

Leveson, 2006）。さらに特徴としては，レジリエンス・エンジニアリング

では，心理学におけるレジリエンス研究とは対照的に，比較的短期間で

の復元に焦点を当てる。それは組織がネガティブイベントに直面したと

しても，被害や損害を最小限に抑えるために，できるだけ早い復元が求

められるためである（菊地・山口，2012）。  

特に多くの研究知見が積み重ねられてきている心理学分野でのレジ

リエンス研究においては，個人の精神的な回復力に焦点を当ててきたの

に対して，人間工学の視点では，組織全体の状態，状況に焦点を当てて

きた。そこで，これら両者の視点の長所を取り入れることで，組織全体

のレジリエンスについて心理学的側面からアプローチすることが可能に

なると考えられる。というのも，組織の状態は従業員個人の状態によっ

て創発され，個人の状態は組織の状態によって大きく影響を受ける

（Mead, 1934）。そのため，組織の文脈においてレジリエンスに注目し，

統合的に理解するためには，組織レベルの視点と，個人レベルの視点の

両方を重視する必要があると考えられるためである。  

そこで，本研究では，心理学で注目されてきた個人としてのレジリエ

ンスとは別に，組織が備えるレジリエンスを「組織レジリエンス」と呼

び，「組織が想定外のネガティブ事象に直面し，一時的に機能困難な状況

に陥っても，その状況を乗り越えて逸早く復旧する力」と定義し，組織

全体として発揮されるレジリエンスに注目する。  

 本研究の特徴 本研究では，実際に津波に寄って甚大な被害を受け，

未曾有の困難な状況に直面しながらも，迅速な復旧を可能にした組織を

対象とした調査の報告を行う。このような生のデータに基づく調査は貴
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重であり，本研究の最大の特徴である。  

調査対象である A 社は，既述のように，震災による大きな被害を受け

ながらも，迅速な操業再開を可能にしたという点で，組織レジリエンス

の高い組織として適切な事例であるといえる。そのため，A 社や，従業

員らの震災当時やその後の状況，状態について調査することによって，

組織が高い組織レジリエンスを備えるための示唆を得られるのではない

かと考えられる。  

そこで本研究では，取締役 T 氏へのインタビューによる質的アプロー

チと，従業員を対象とした質問紙調査による量的アプローチの両アプロ

ーチによって，組織レジリエンスを支える心理メカニズムに関する仮説

モデルを生成する。第 1 段階として，震災当時に現場の指揮官を務めた

取締役 T 氏へのインタビューを行い，組織の迅速な復旧を可能にした要

因を検討する。そして，第 2 段階として，それらの要因が実際にどの程

度影響力を持っていたかについて，全従業員を対象とした質問紙調査を

行い，実証的に検討を行う。  

 

インタビュー調査 

 

まず，想定外の困難な状況における組織レジリエンスを支える要因の

うち，特に重要な要因を探ることを目的として，震災当時に現場の指揮

官を務めた T 氏へのインタビュー調査を行った。  

手続き インタビューは 2012 年 12 月に A 社の本社において，T 氏を

対象に 3 時間程度実施した。  

インタビュー内容 (1) 震災による具体的な被害状況，(2) 具体的な対

処行動や取り組み， (3) リーダーとして何を重視し，いかに動いたか，

(4) 震災当時やその後の従業員の様子，(5) 組織の迅速な復旧を可能にし

たと考えられる要因， (6) 今後の取り組みなどについて尋ねた。  

なお，インタビュー内容は，T 氏の許可を得て，IC レコーダを用いて

録音した。その後，インタビュー内容を文章化し，心理学研究者 2 名，
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一般社会人 2 名で内容の分類を実施した。  

インタビュー調査によって得られた示唆 

迅速な復旧を支える要因の検討 T 氏は，従業員の当時の積極的，主

体的な動きについて高く評価しており，「従業員らが積極的に動いてくれ

たし，指示を出せばしっかりと対応してくれた。不安が大きいことも逆

に効果的になったのか，まとまりもあった。互いに気遣いながらチーム

ワークを発揮して，みんなの力を併せて何とか乗り切ったという感じだ

った。」などと述べ，従業員らが想定外の困難な状況に直面しているにも

関わらずチームワークを発揮しながら積極的に組織に尽力していたこと

を高く評価していた。 

チームワークとは，チーム内での情報共有や活動の相互調整のために

行われる対人的行動の総称とされる（Dickinnson & McIntyre, 1997）。し

かし，実証研究では，行動と密接に関連する態度，思考，感情といった

心理的変数までも含めて検討されているのが実情である（Salas, Sims, & 

Burke, 2005）。これを受け，三沢ら（2009）はチームワークを「チーム全

体の目標達成に必要な協同作業を支えるために，メンバー間で交わされ

る対人的相互作用であり，その行動の基盤となる心理的変数を含む」と

包括的に定義している。本研究でもこの定義に基づいて，チームワーク

を捉える。  

良好で高質のチームワークがなければ創造性や成果は生まれないこ

とは広く認識されている。すなわち，組織の大きな成果はチームワーク

によって規定される（古川，2004）。チームワークは平常時においても，

チームパフォーマンスに対して大きく影響を及ぼすが，困難時にはより

重要となることが考えられる。というのも，平常時であれば求められな

いような，より綿密なコミュニケーションや連携，より確実な情報伝達

や情報共有などが，困難時にはより重要となることが考えられるためで

ある。そこで，チームワークを組織の迅速な復旧を支える要因の 1 つと

して注目し，その影響力を検討する。  

また，迅速な復旧を可能にした要因に関しては，「くよくよしていて
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もどうしようもない状況だったし，とにかくどうにかできると信じて動

くしかなかった。うちの会社の復旧が女川町全体の復旧に繋がると思っ

ていたから，とにかく信じて動き続けるしかなかった。従業員のみんな

も，この会社なら何とか復旧できると信じてついてきてくれた。自分た

ちの会社は大丈夫だと思えることは本当に大きいことだ。」と述べ，自ら

の組織の復旧力を信じて作業に取り組むことの重要性を説いた。  

すなわち，従業員が自らの組織のレジリエンスを高く評価しているこ

とが重要な要因となることが見出された。そこで，従業員による自らの

組織のレジリエンスの高さに対する評価を「組織レジリエンス評価」と

呼び，組織の迅速な復旧を支える要因の 1 つとして，その影響力の程度

を検討する。  

さらに，「組織の復旧のためには，金銭的資源，物理的資源の確保，

環境やシステムの整備など数えきれないほど多くの重要考慮課題がある

が，それらを揃えたところでついてきてくれる従業員がいなければどう

にもならない。組織が再び動き出すには，何よりも従業員が組織にとど

まり，組織のために働いてくれることが重要だ。短期的な目線からは人

員を削減したいとは思っても，長期的な復旧には必ず人員が必要だ。」と

繰り返し述べた。実際に，被災した企業の中には，従業員が新天地での

生活のために会社を離れていったり，従業員の募集をしても人が集まら

なかったりして，従業員不足に悩まされた企業も多かった。この点 A 社

は，従業員の離職者は一人もいなかった。この点から 3 つ目のキーワー

ドとして「組織コミットメント」が見出された。  

組織コミットメントとは，「組織と従業員の関係を特徴づけ，組織に

おけるメンバーシップを継続，もしくは中止する決定に関するインプリ

ケーションを持つ心理状態」（Meyer & Allen，1991）のことである。組

織コミットメントの高い従業員は低い従業員よりも高いパフォーマンス

を示し，組織コミットメントの高い従業員は役割以上の働きをすること

が多く，組織の生産性に結びつくと考えられている（Aranya, Kushnir, & 

Valency, 1986）。また，Lee, Carswell, & Allen（2000）は，コミットメン
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トが高い従業員ほど，職務関与（ job involvement）の程度や職場の人間

関係に対する満足感など職務満足度が高く，バーンアウト傾向が低いこ

とを，メタ分析を通じて明らかにしている。  

これらのことから，従業員の組織コミットメントが高いと，従業員が

精神的健康を保ちながら積極的に職務を遂行することにつながり，その

ことで組織全体の迅速な復旧が可能になることが考えられる。そこで，

組織コミットメントを組織の迅速な復旧を支える要因の 1 つとして焦点

を当てる。  

 上記をまとめると，A 社の迅速な復旧に関わる要因として， (1) 困難

な状況下で，不安も非常に高い中であったにも関わらず従業員らが主体

的にまとまりを保ちながら尽力していたこと，すなわち困難な状況下で

のチームワークと， (2) 組織の復旧力を強く信じていたこと，すなわち

組織レジリエンスを高く評価していたこと， (3) そしてそのことによっ

て，自分たちの組織に対するコミットメントが高まっていたことが見出

された。この結果は，当時の指揮官の立場にある T 氏の認識を示したも

のである。これらの要因が従業員にどのように受け止められていたのか，

また，要因がどの程度影響したのかは不明である。そこで本調査におい

て全従業員を対象とした質問紙調査を実施し，組織のチームワークが組

織レジリエンス認知を介して組織コミットメントを高めるというプロセ

スモデルを検証する。  

 

質問紙調査 

 

方法 

手続き 2013 年 2 月の上旬に実施した。調査対象者は社長，および取

締役を除く全従業員 205 名を対象とした。172 名からの回答のうち，回

答に不備のあった 5 名を除外し，最終的に 167 名の回答を分析対象とし

た。有効回答率は 81.46％であった（女性 85 名，男性 82 名，平均年齢

37.63 歳（SD = 13.64），平均勤続年数 6.03 年（SD = 6.75））。  
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質問紙の構成 

フェイスシート：従業員によっては，質問紙への回答中に震災当時のこ

とを想起することによって，精神的な苦痛を伴う可能性があったため，

回答は任意であり，気分が悪くなった場合には直ちに回答を中止するこ

とを教示文において強調した。また，調査依頼者の連絡先を明記し，回

答中や回答後に気分が悪くなり，ケアが必要な場合には対応することも

強調した。  

なお，個人情報の保護の観点に加え，回答者が安心して率直な回答が

できるよう，1 部ずつテープ付きの封筒に入れて質問紙票を配布し，回

答後は必ず封を閉じて提出するよう求めた。さらに，回答後の質問紙票

は会社関連の人の目には触れず，研究者のみが研究分析を目的としての

み閲覧することを明記した。  

1. チームワーク尺度：三沢ら（2009）のチームワーク尺度のうち，それ

ぞれ因子負荷量の高い 4 項目ずつを抜粋した尺度を使用した。なお，平

常時や現在のチームワークの程度ではなく，震災直後や，その当時に，

どの程度チームワークが発揮されていたかを測定するため，各項目の語

尾を過去形に変換した。具体的には，「仕事を一人でたくさん抱えている

メンバーがいたら援助している。」を「仕事を一人でたくさん抱えている

メンバーがいたら援助していた。」のように変換した。さらに，「震災当

時やその直後に」と強調することで，当時の状況を想起して回答するよ

う求めた。  

2. 組織レジリエンス評価尺度：「予想外の困難な出来事が起こって，一

時的に全体的な意欲が低下しても，みんなであきらめずに対処できる。」

などの項目を含む，計 6 項目からなる組織レジリエンス評価尺度を第 13

章において独自に作成したものを使用した。  

3. 組織コミットメント尺度：高木・石田・益田（1997）の組織コミット

メント尺度のうち，因子負荷量の高い 3 項目ずつを抜粋した尺度を使用

した。  

 なお，全ての尺度において，「1＝まったくあてはまらない」から「5
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＝とてもよくあてはまる」までの 5 件法で回答を求めた。  

 

結果 

 

各因子の構造  各尺度について重みづけのない最小二乗法（プロマック

ス回転）による因子分析を行った。なお，分析にあたっては，SPSS ver. 17.0

を使用した。  

1．チームワーク尺度の構造：チーム志向性，チーム・リーダーシップ，

チーム・プロセスそれぞれについて因子分析を行った。  

(1) チーム志向性：因子分析を行った結果，2 因子構造が示され，因子負

荷量の低い 1 項目（「和やかな雰囲気がある」）を除外して再度因子分析

を実施したところ，三沢ら（2009）と同様の 2 因子構造が得られた。第

1 因子は「会社の目標を達成しようという意気込みがあった。」などの項

目を含む「職務志向性」であり，信頼性係数αは .85 と充分な値を示し

た。  

第 2 因子は「和やかな雰囲気があった。」などの項目を含む「対人志

向性」であり，信頼性係数αは .81 と十分な値を示した。  

(2) チーム・リーダーシップ：三沢ら（2009）と同様に，2 因子構造が得

られた。第 1 因子は「簡潔で要点をついた指示・コメントをした。」など

の項目を含む「職務遂行上の指示」であり，信頼性係数αは .86 と充分

な値を示した。  

第 2 因子は「職場全体のやる気を盛り上げていた。」などの項目を含

む「対人関係上の配慮」であり，信頼性係数αは .86 と，充分な値を示

した。  

(3) チーム・プロセス：因子負荷量の低い項目，および複数の因子間に

わたって因子負荷量の高い項目，計 4 項目を除外し，再度因子分析を行

った結果，三沢ら（2009）と同様の 4 因子構造が示された。  

第 1 因子は「個人の知識や技術の向上のためにアドバイスしあってい

た。」などの項目を含む，「知識と情報の共有」であり，信頼性係数αは .85
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と充分な値を示した。  

第 2 因子は「皆が納得するまで話し合った。」などの項目を含む「職

務の分析と明確化」であり，信頼性係数αは .93 と充分な値を示した。  

第 3 因子は「仕事を一人でたくさん抱えているメンバーがいたら援助

していた。」などの項目を含む，「モニタリングと相互調整」であり，信

頼性係数αは .81 と充分な値を示した。  

第 4 因子は「仕事のやり方を間違って行っているメンバーがいたら，

それを本人に教えた。」などの項目を含む「フィードバック」であり，信

頼性係数αは .88 であり，十分な値を示した。  

2．組織レジリエンス評価尺度：第 13 章における因子構造と同様に，1

因子構造が得られた。なお，信頼性係数αも .94 と充分な値を示した。  

3．組織コミットメント尺度：高木ら（1997）の構造とは異なり，規範的

要素と存続的要素が一つの因子に含まれるなどして，3 因子構造が得ら

れた。  

そこで項目内容より，それぞれ，第 1 因子を「他の会社ではなく、こ

の会社を選んで本当によかったと思う。」などの項目を含む「情緒的コミ

ットメント」（α= .87），第 2 因子を「この会社の人々に恩義を感じてい

るので、今すぐにこの会社を辞めることはない。」などの項目を含む「規

範的コミットメント」（α= .89），第 3 因子を「この会社の問題があたか

も自分自身の問題であるかのように感じる。」などの項目を含む「内在的

コミットメント」（α= .85）とした。  

各変数の記述統計量 

 各変数の記述統計量を Table 14-1 に，各変数間の相関係数を Table 14-2 

に示す。職務の分析と明確化を除く，すべての変数において，平均値が

3 以上となり，高い値が示された。  
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M SD

1.  職務志向性 3.22 .79

2.  対人志向性 3.50 .82

3.  職務遂行上の指示 3.19 .78

4.  対人関係上の配慮 3.23 .85

5.  モニタリングと相互調整 3.46 .83

6.  職務の分析と明確化 2.87 .95

7.  知識と情報の共有 3.33 .93

8.  フィードバック 3.37 .99

9.  組織レジリエンス評価 3.29 .82

10.情緒的コミットメント 3.23 1.00

11.規範的コミットメント 3.46 1.12

12.内在的コミットメント 3.21 .93

Table 14-1

各変数の記述統計量
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各変数間の関連の検討 

 チームワーク，組織レジリエンス評価，組織コミットメントの関連を

検討するために，Amos Graphics17.0 を用いて共分散構造分析を行った。 

仮説モデルは，「震災当時やその直後にもチームワークを取れていた

からこそ，従業員の組織レジリエンス評価が高まり，その結果，組織コ

ミットメントが促進されただろう」という時系列を考慮した理論的背景

に基づいて生成した。そこで，独立変数にチームワーク，媒介変数に組

織レジリエンス評価，従属変数に組織コミットメントを投入し，フルモ

デルでの分析を行った。その後，推定値，および修正指数を参考にモデ

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

1.  職務志向性

2.  対人志向性 .67
**

3.  職務遂行上の指示 .63
**

.69
**

4.  対人関係上の配慮 .73
**

.77
**

.79
**

5.  モニタリングと相互調整 .57
**

.60
**

.62
**

.72
**

6.  職務の分析と明確化 .53
**

.53
**

.61
**

.69
**

.68
**

7.  知識と情報の共有 .64
**

.61
**

.66
**

.76
**

.68
**

.68
**

8.  フィードバック .54
**

.57
**

.66
**

.65
**

.61
**

.62
**

.70
**

9.  組織レジリエンス評価 .52
**

.57
**

.62
**

.68
**

.52
**

.50
**

.58
**

.45
**

10.情緒的コミットメント .59
**

.58
**

.57
**

.57
**

.38
**

.45
**

.36
**

.37
**

.45
**

11.規範的コミットメント .48
**

.43
**

.44
**

.46
**

.32
**

.42
**

.30
**

.35
**

.35
**

.77
**

12.内在的コミットメント .52
**

.45
**

.47
**

.46
**

.28
**

.46
**

.36
**

.41
**

.44
**

.73
**

.70
**

**
p  < .01

各変数間の相関係数　( N = 167)

Table 14-2
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ルの修正を行い，最終的に Figure 14-1 に示す通り，チームワークが組織

レジリエンス評価を促進し，その結果，組織コミットメントが高まると

いう仮説モデルが支持された。なお，モデルの適合度指標は GFI = .95，

AGFI = .85, CFI = .97, RMSEA = .04 と，AGFI の値が若干低いものの，全体

としては充分な値が示された。  

 

 

組織
レジリエンス

情緒的
コミットメント

規範的
コミットメント

内在的
コミットメント

職務志向性

対人志向性

職務遂行上
の指示

対人関係上
の配慮

モニタリングと
相互調整

職務の分析
と明確化

知識と情報
の共有

フィード
バック

.23**

.41***

.24**

.45***

.35***

.44***

.50***

.44***

.68***

.67***

.61***

チーム
志向性

チーム
リーダーシップ

チーム
プロセス

.20*

Figure 14-1 各変数の関連

***p < .001，**p < .01，*p <.05

適合度指標：GFI = .95，AGFI = .85, CFI = .97

注1）Figure中の数値は標準化係数である。
注2）誤差変数は省略している。
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1. チーム志向性と組織レジリエンス評価の関連：職務志向性（β＝ .24, p 

< .01），対人志向性（β= .41, p < .001）ともに組織レジリエンス評価を

促進することが示された。すなわち，従業員が，震災当時やその後，自

分たちの組織は，会社の目標を達成しようとする意気込みがあると評価

していたことや，皆が互いの長所を認め合う雰囲気があると認識してい

たことによって，組織のレジリエンスを高く評価することに繋がったこ

とが示唆された。  

2．チーム・リーダーシップと組織レジリエンス評価の関連：職務遂行上

の指示（β= .23, p < .01），対人的配慮（β= .50, p < .001）ともに組織レ

ジリエンス評価を促進することが示された。すなわち，従業員らが，メ

ンバーが互いに積極的に各メンバーの役割を明確にして，冷静に判断，

指示を出そうとしたり，お互いの話をよく聞き，やる気を高めようとし

たりしていると評価していたことによって，組織レジリエンス評価が高

まっていたことが示唆された。  

3．チーム・プロセスと組織レジリエンス評価の関連：モニタリングと相

互調整が職務の分析と明確化（β= .68, p < .001），知識と情報の共有（β

= .67, p < .001），フィードバック（β=.61, p < .001）を促進していた。モ

ニタリングと相互調整を行う，つまり，お互いの状況に目を向けること

で，自分たちの職務を確認し合ったり，知識や情報を共有し合ったり，

率直に注意し合ったりすることに繋がることが示された。  

そして，職務の分析と明確化（β＝ .20, p < .05）と知識と情報の共有

（β=.44, p < .001）が組織レジリエンス評価を促進することが示された。

困難な状況を乗り越えて逸早く復旧するためには，単に役割を分担すれ

ば良いのではなく，組織内で積極的に知識や情報を共有することが有益

であることが示された。  

4．組織レジリエンス評価と組織コミットメントの関連：組織レジリエン

ス評価が組織コミットメントのすべての下位因子を促進することが示さ

れた（情緒的コミットメント：β= .45, p < .001；規範的コミットメント：

β= .35, p < .001；内在的コミットメント：β= .44, p < .001）。すなわち，
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従業員らが，自分たちの組織は迅速に復旧することができるものと信じ

ることで，多様な面で組織コミットメントが高まることが示唆された。  

 

考察 

 

 A 社では，震災当時や，その後もチームワークを発揮することができ

ていたからこそ，「自分たちの会社はすぐに復旧することが出来る」と信

じることが出来，そのために組織にとどまり，積極的に組織の復旧のた

めに尽力することに繋がったことが示された。このようなコミットメン

トへと繋がる組織レジリエンス評価には，知識や情報の共有だけではな

く，対人志向性や対人的配慮が強く影響していた。非常に困難な状況下

でも，他者との関わりを強く認識し，協力関係を築いて目の前の課題に

取り組むことで，充分に組織コミットメントが高まることが示された。  

いつか組織が復旧できると強く信じながら経営者や他の従業員と協

力して現実の課題に向き合うことが，実際的にも情緒的にも組織に関与

している実感を生じさせたのだと考えられる。従来，組織コミットメン

トを高める手段として，給料や雇用体制の見直しなどが知られているが，

仕事さえないような状況下で，そのような手段は取りえない。この意味

で，本研究の結果は非常に示唆に富む。  

このような過程が見られたのは，T 氏は経営者として，物理的資源の

確保や，環境，システムの整備などにばかり注意を向けるのではなく，

従業員の状態にしっかりと目を向け，手厚い働きかけを意識的に行った

ためであろう。そして，その想いに応えるように，組織の復旧のために，

精神的な苦痛を抱えながらも働き続けた従業員らがいたからこそ，A 社

は驚くほどの速さで稼働再開を果たすことができたのだと思われる。  
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第 15 章 

総合考察と今後の課題 
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第 15 章の要約 

 

本章では，第 3 章から第 14 章までの実証的研究に基づいて得られた示唆

を統合的に理解するために，第 1 章において提示した職場におけるレジ

リエンスの統合的理解のための枠組みを用いて考察する。その後，今後

の研究の課題と展望を示す。  
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総合考察 

 

 本研究では，第 3 章から第 11 章においては看護師を対象とした研究成

果をまとめ，第 12 章から第 14 章において，東日本大震災で被災した組

織を対象とした研究成果をまとめた。本章では，第 1 章において提示し

た，職場におけるレジリエンスの包括的理解のための枠組み（Table 1）

を參照しながら，以上の研究成果を対象レベルごとに理解することを目

的とする。そこで，ここまでの研究で得られた知見を，Figure 1-3 で示

した枠組みに当てはめたものを Table 15-1 に示す。  

なお，提示している職場におけるレジリエンスの統合的理解の枠組み

では，時系列と対象レベルを明確に区別しているが，実際の現場では，

どこまでは緊急時でどこからが事後であるかは明確ではない。また，対

象レベルに関しても，レベル個別的にレジリエンスが立ち現れるのでは

なく，それぞれのレベル間のクロスレベルの相互影響が大きいだろう。

しかし本研究では，クロスレベルの影響過程についてはカバーできてい

ない。そのため，Table15-1 に示している枠組み，およびそれぞれのセル

に含まれる要素は，本研究の知見を基に考えられる仮説段階の枠組みで

あることを強調する。  

また，例えば本研究で見出された職務レジリエンス行動やチームレジ

リエンス行動の下位行動に関して，それぞれが平常時，緊急時，事後の

どの段階で重要となるか，すなわり時系列をより明確にした上での調査

は実施できていない。そこで，以下では，それぞれの下位行動や，その

他の要因が，平常時，緊急時，事後のどの段階でより求められるかにつ

いて，仮説を交えつつ考察を行うこととする。  
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平常時 緊急時 事後

組
織
レ
ベ
ル

チ
ー
ム
レ
ベ
ル

個
人
レ
ベ
ル

CSRに関する取り組み
（特に地域貢献）

組織の理念や方針の周
知と共有

復旧活動のための様々
な資源の獲得

CSRに関する取り組み
（特に地域貢献）

楽観的行動
熟慮的行動

ポジティブイベントの想起
気ばらし行動
誇りの向上

組織レジリエンスの高い評価

職務志向性の共有と向上
対人志向性の共有と向上
チーム目標の明確化と共有

支援・協力体制
ムードメイカーの存在
チーム目標に基づく解決

職務遂行上の指示
対人関係上の配慮

モニタリングと相互調整
知識・情報の共有
職務の分析と明確化

チーム学習
フィードバック

チーム満足度の向上

職務意義の認知
職務コミットメントの向上
組織コミットメントの向上

組織内自尊感情の向上

同僚や上司への相談
チームレジリエンス行動，
チームワーク行動への積極的

尽力

Table 15-1 職場におけるレジリエンスの統合的理解のための枠組み

復旧活動や緊急時にお
けるCSR活動の見直し
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個人レベル 

 

平常時 第 6 章における看護師を対象とした調査において，職務レジ

リエンスの発揮に影響を及ぼす要因として，職務意義認知と，職務コミ

ットメントが見出された。また，第 12 章においては，被災組織において

も，同様に職務意義認知が職務レジリエンスに対してポジティブな影響

を及ぼすことが示された。そしてさらに，組織内自尊感情のポジティブ

な影響力も見いだされた。これらは，職場におけるレジリエンスの統合

的理解のための枠組みに当てはめると，個人レベルで平常時に高めてお

くことが求められる要因であろう。平常時に，いかに自身の職務に対す

る意義を認識させ，コミットメントを高め，さらに組織内自尊感情を高

めておくかによって，困難な状況下においても，それらが失われない，

もしくは損なわれたとしても，少しの働きかけによって取り戻すことが

できる。そしてそれらの要因が職務レジリエンスの発揮に大きく影響を

及ぼし，深刻な精神病理の状態にまで陥ってしまうことを防いでくれる

ことが期待できる。  

 自身の職務に対して意義を感じたり，コミットメントを高めたり，組

織内自尊感情を高めることは，何らかのきっかけがもたらされない限り，

改めて認識したり，感じたりすることは稀なことであろう。そのため，

従業員らがいかにそれらの感情や態度を改めて抱くことが出来るような

きっかけづくりをするかが，組織にとっての日頃の課題となるだろう。  

  

緊急時 困難な状況が発生し，まさに何とか目の前の状況に対処しな

ければならない際には，とにかく実践的に動くことが求められる。そこ

で個人に求められることは，第 10 章で見出されたような，チームレジリ

エンス行動や，第 14 章で見出されたようなチームワークの行動に積極的

に尽力することであろう。積極的に情報を取り入れ，状況をモニタリン

グし，全体の様子を把握しながら，自身の担うべき役割や，行うべき行

動を確実に実践していくことが個々人に求められる。  
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また，個人の役割内行動のみならず，バックアップや支援などの，他

のメンバーとの連携や協力を行うことも重要となる。困難で混乱してい

る状況の中で，個人の役割内行動を実行することだけでも精一杯であろ

うが，役割外の行動であっても，積極的に尽力していくことが求められ

るだろう。これらのことによって，組織，チームの迅速な復旧につなが

り，そのことが個々人の精神的な回復にも大きくポジティブな影響をも

たらすだろう。というのも，組織レジリエンス評価が職務レジリエンス

を高めるという結果からも，所属組織，所属チームの明るい未来，すな

わち迅速な復旧の可能性が見えなければ，職務に対するモチベーション

は高まらないであろうし，いつまでたっても同じような状況に置かれる

のだと想像すると，精神的にも非常にストレスフルであろう。そのため，

個人の精神的健康の回復のためにも，組織やチームの迅速な復旧は不可

欠であり，そのためには個人がチームワークを発揮しながら，チームレ

ジリエンス行動に積極的に尽力することが求められるだろう。  

  

事後 困難な状況に対して緊急に対応した後には，精神的に追い詰め

られ，落ち込んだり，緊張状態にあったり，苦痛を感じたりしている心

のケア，回復が求められる。この段階では，第 7 章で見出されたような

職務レジリエンス行動のうち，楽観的行動や熟慮的行動，ポジティブイ

ベントの想起や気ばらし行動が重要となるだろう。  

困難な状況に直面し，精神的に疲労した状態において，あまり深く考

え込みすぎずに楽観的に考えたり，割り切ったりすることで，心の安寧

を図るのも 1 つであろう。また，なぜ自分がそのような状況に直面した

のか，そのような経験が自分にとってどのような意味や意義を持つのか，

そしてまた繰り返さないように，もしくはそれらを糧にして成長するた

めにどうすれば良いのかを熟慮することで，ネガティブな経験をポジテ

ィブに捉えようとすることも 1 つであろう。もしくは，以前に経験した

嬉しい事や喜ばしい事を思い出して，元気を取り戻したり，自信を取り

戻したりすることや，好きなことや夢中になれることを行って，困難な
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状況を少しでも忘れることで心を休ませることも 1 つであろう。  

これらの職務レジリエンス行動を行うことで，精神的な苦痛や疲労を

和らげ，良好な精神的健康の状態に回復していく。そして，また改めて

職務意義を認識したり，組織コミットメントや組織内自尊感情を高めた

りするというように，事後から平常時にループすることで，職務レジリ

エンスがさらに高まっていくことが期待できるだろう。  

職務レジリエンス行動のうち，どれがより効果的かは，状況によって

も，個人の状態や職務経験，パーソナリティなどによって異なるだろう。

そのため，どの行動がより効果的な状況であるかを見極めたり，自分に

とってより効果的な行動を見極めたりすることで，困難時にもその行動

を確実に取れるよう訓練しておくことが大切であろう。もしくは，状況

によっていつでも行動を使い分けることができるように，自分に足りな

いところを見出して，その行動が取れるよう訓練することも 1 つであろ

う。  

 本研究の知見からは，2 つのフィールドにおける調査において，共通

して職務意義認知の重要性が示された。自身の職務に対する意義を感じ

ることができることは，その職務を長く続けたいという思いに繋がり，

そのことが精神的な疲労や苦痛を経験している際にも大きな支えとなる

ことが期待できる。また，自身の職務遂行状況に対して，自分自身で評

価しているだけでは，自分の実践が実際に組織に貢献できているのか不

安であろう。従業員が，自分は組織の中で必要とされている，役に立て

ていると感じることができるよう，すなわち組織内自尊感情が向上する

よう，周囲から働きかけることも大きな支えとなることが期待できる。

今後，このほかの重要な要素についても，幅広く検討を行うことで，個

人の職務レジリエンスの発揮を促進し，向上させるために有効な要因を

明らかにすることが求められるだろう。  
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チームレベル 

 

平常時 チームが困難な状況に直面した際にも，チーム全体としてよ

り効果的に，より迅速に，心理的な面においても，システムや技術的な

面においても，元の状態に回復するためには，チームメンバーがまとま

りをもってチームワーク行動やチームレジリエンス行動をとることが求

められる。そのためには，平常時からチームの目標や志向性を明確化，

共有しておくことが求められるだろう。  

というのも，困難時には，状況が混乱しており，互いにどのように行

動すべきか，どのような方向性で解決をはかるべきか，時間をかけて確

認しあう余裕はないだろう。そのため，平常時に，このチームがどのよ

うな目標や志向性を重視し，万が一困難な状況が発生した際には，いか

なる方向性を持って解決を図るべきかについて明確にし，それらをメン

バー間で共有することで，困難時においてもスムーズ，かつ効果的にチ

ームワーク行動やチームレジリエンス行動をとることが可能になるだろ

う。  

本研究で得られた知見からは，目標や志向性の共有の重要性が示され

たが，この他にも第 1 章で取り上げたように，トランザクティブメモリ

ーシステム（TMS）の構築や，チームメンタルモデルの確立，心理的安

心感や信頼関係の構築なども効果的な影響力を持つ可能性がある。本研

究で焦点を当てた要素は，実際の現場の声を基に重要性が確認された要

素であり，現実の場面に即した結果であるといえるが，今後より多くの

要素について影響力を確認することで，平常時にチームで重要視すべき

要素，取り組みを明らかにしていくことが求められる。  

 

緊急時 この段階においては，第 10 章で明らかとなったチームレジ

リエンス行動や，第 14 章において効果が認められたチームワーク行動の

うち，支援・協力体制の維持やムードメイカーの存在，チーム目標に基

づく解決，職務遂行上の指示，対人関係上の配慮，モニタリングと相互
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調整，知識・情報の共有，職務の分析と明確化などがより重要となるだ

ろう。  

緊急時には，とにかく目の前の課題を解決することが求められる。そ

こで，実際の課題解決に繋がる行動として，上記のような要因が重要と

なるだろう。互いの状態や，全体的な状況に対して絶えず視野を広げて

把握することで，手が足りない個所に対して積極的にバックアップや支

援を行うなどの協力体制を維持することが重要であろう。そして，まと

まりをもって解決を図るためには，平常時から共有しているチームの目

標や志向性を参考に，同じ方向を向いて解決を図ることが求められ，そ

の中で情報を伝達，共有し合いながら，積極的にとるべき行動の指示を

行ったり，同時に円滑なコミュニケーションを可能にするためにもお互

いの心理的な状態にも目を配ったりすることによって，より効果的かつ

迅速なチーム全体としての回復が可能になるだろう。  

 

事後 困難な状況に対して，緊急に対処した後には，チームレジリエ

ンス行動のうち，チーム学習やフィードバック，チーム満足度の向上な

どが重要な要素となるだろう。チームとして，困難な状況をネガティブ

な経験として片付けるのではなく，学習の機会として受け止め，チーム

として足りなかった点や，課題となった点を全員で共有し，高めていく

ような振り返りや学習の機会を意図的に設けることで，困難な状況がチ

ームの力を高める糧となるだろう。  

また，積極的にフィードバックし合うことで，お互いの不足点や，逆

に認め合うべき点を提供し合うことで，各個人の課題も明確になるであ

ろうし，さらにお互いにどのようなことを求め合っているのかについて

明確にできるために，よりチームとしてのまとまりも醸成されるだろう。

また，互いに意見を交わし合うことで，メンバーが何を考えているのか

が明確になることで，信頼関係や心理的安心感向上にも繋がるであろう

し，それらが向上することによって，またチームとしてまとまりをもっ

て困難状況にも効果的に対処できるようになるというように，ポジティ
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ブなループに繋がることが期待できる。  

また，チーム満足度の向上も重要な要素であろう。チームや，チーム

メンバーに対する満足度は，そのチームに留まろうとする意志を規定す

る重要な要素となる。チームメンバーがチームにコミットし続けること

は，チームがチームとして成り立つための前提となる重要な要因である。

そのため，従業員らがチームやチームメンバーに満足をしているかなど

の，チームやメンバーに対する評価を明確にし，  

本研究で得られた知見では，チーム学習やフィードバックなどの課題

的側面での取り組みに焦点を当てている。これらは，現場の生の声から

浮き彫りとなった重要な要素である。ただし，例えば情緒的なピア・サ

ポートのように，よりメンタルヘルスに着目した相互的働きかけも重要

な要素となることが考えられる。そのため，この段階における重要な要

素についても，本研究で挙げられた要素のみならず，幅広く探索してい

くことが求められるだろう。  

 

組織レベル 

 

 本研究の成果として得られた知見からは，組織レベルで重要となるの

は，いかに組織が地域貢献を果たすかということである。日頃から，地

域に対してどの程度貢献できているかということは，組織の存在価値や

周囲からの評価を決定づける要因の 1 つであり，組織が果たすべき役割

でもある。それは企業の社会的責任（Corporate Social Responsibility: CSR）

の大きな柱の 1 つである。  

 CSR とは，「今日，経済，社会の重要な構成要素となった企業が，自

ら確立した経営理念に基づいて，企業を取り巻くステークホルダーとの

間の積極的な交流を通じて事業の実施に努め，またその成果の拡大を図

ることにより，企業の持続的発展をより確かなものとするとともに，社

会の健全な発展に寄与することを規定する概念であるが，同時に，単な

る理念にとどまらず，これを実現するための組織づくりを含めた活動の
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実践，ステークホルダーとのコミュニケーション等の企業行動を意味す

るもの」（経済産業省，2004）を指す。1990 年台以降，CSR は再び注目

を集めている。その背景としては，一つには各国における名門企業によ

る重大な違法行為ないし不正行為の頻発や，経営破綻をめぐる事件があ

る。日本においては，雪印や三菱自動車が特にその代表的な例として挙

げられる。これらのために，法令順守の徹底や行動規範，倫理規定の策

定，社会的責任の実践に関する方針，原則，基準，各種具体的手法の確

立とその定着に向けての努力が様々な方面において展開されつつある。  

 もう一つには，環境破壊，人権，貧困，紛争，差別など，グローバリ

ゼーションの進行する過程で生じる様々な問題に関する国際的な議論が

進展する中で，これら諸問題に関する企業の責任と，その解決のために

企業の積極的な対応を強く求める動きが国際社会の様々な機関，組織か

らみられるようになってきたことが挙げられる。すなわち，組織はもち

ろん，それを取り巻く社会全体の持続可能性を高めていくことが課題と

なってきた。この考えに基づき，世界規模の社会問題を解決するという

マクロレベルの視点だけではなく，組織が存在するより身近な社会，地

域に目を向け，組織と地域が共に持続し，発展していくために，いかに

組織を取り巻く地域社会に貢献していくかということを考慮する必要性

が高まってきた（加賀田，2006）。  

 従来は特にコンプライアンスに焦点が当てられ，いかに組織が法令を

順守していくかということに重きが置かれてきたが，それらの考え方が

根付き始めた現在では，後者に対して，すなわちいかに地域に貢献して

いくかということに目を向ける組織が増加してきた。ただし，困難な状

況においても，そのような取り組みを貫くことは容易なことではない。

組織存続のために，より迅速な対応が求められ，資金繰りや資源確保，

システム復旧など，様々な課題に対処していくことが求められる。そし

て，柔軟かつ効果的にそれらの対処行動をこなしていくことで，従業員

に対して，所属組織の復旧の兆しを明確に示すことができ，その結果と

して従業員の精神的健康やモチベーションを高めることにも繋がるだろ
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う。  

 ただし，それらのような組織の存続をかけた対処行動のみならず，困

難な状況だからこそ，地域，周囲の環境に目を向け，当該組織として何

ができるか，どのような貢献が可能かを探り，実行していくことで，よ

りポジティブな影響が得られることが示唆された。様々な側面での資源

に余裕がない中で，地域貢献に尽力することは，非常にコストのかかる

ことである。しかし，組織全体が日頃の姿勢を貫いていることを認識し

たり，自分たちが地域住民の役に立てていると実感できたりすることで，

従業員らの職務レジリエンスの発揮に大きな効果をもたらすことが示さ

れた。従業員が精神的健康を保ちながら，組織の復旧に積極的に尽力し

てくれなければ，いくら資金をかき集めても，資源を確保しても，そし

てシステムを復旧しても，原状復旧は叶わない。そのため，短期的な視

点からはいくらコストのかかることであっても，より積極的に周囲の環

境にも目を向け，貢献可能な取り組みを実行することによって，長期的

にはその取り組みが大きなポジティブな効果をもたらすことが期待でき

る。  

 本研究では，組織レベルのレジリエンスに関しては，より限られた知

見しか得られていない。今後，人間工学や経営学などの知見を幅広く取

り入れ，学際的に検討することによって，組織全体としていかなる取り

組み，実践が各段階において重要となるかを検討していくことが求めら

れるだろう。  

 

まとめ 

 

インプリケーション  

 

本研究では，病院看護師と被災組織の 2 つの調査フィールドにおける

研究成果を報告した。これら 2 つのフィールドは共に，レジリエンス研

究を行う上で非常に注目されているフィールドである。それらを調査対
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象として得られた生のデータに基づく研究知見，および示唆は，説得力

のあるものであると考えられ，この点は本研究の一つの特徴である。  

バーンアウト傾向の高さ，離職率の高さが問題となっており，それら

のさらなる拡大が懸念されている看護現場において，厳しい労働環境条

件下でさらに困難に直面した特に苦しい状況の際にも，日頃から職務意

義を感じていたり，職務コミットメントを高めたりしておくことで，職

務レジリエンスが発揮されやすくなることが示された。バーンアウトの

解決には，給料や休暇，雇用体制，職務環境条件（人員の増加など）の

改善などが必要であるとされてきた。確かに，それらを見直し，改善し

ていくことは重要であろうが，非常にコストがかかるため，経営的な限

界から，なかなか実現できない状況，職場が多く存在するだろう。それ

らの経営的改善にのみ視点を持つのではなく，いかに従業員の職務意義

や職務コミットメントを高めるか，という心理的側面からのアプローチ

をはかることによって，職務レジリエンスの発揮を促し，そのことが曳

いては離職意向を低下させることが期待できることを示唆した本研究の

知見は，意義のあるものであろう。  

また，被災組織における調査によって，組織にとっても，そこで働く

従業員にとっても，日頃から地域に目を向け，いかに貢献するか，そし

て緊急時にも自社のことだけではなく，いかに地域住民のことを配慮し，

行動できるかによって，レジリエンスの発揮に大きく影響を及ぼすこと

が示された。この地域貢献は，今回の調査対象となった組織が，より地

域密着型の組織であり，比較的規模の小さい地域であったことも影響し

ている可能性はあり，特有の結果であったとも捉えられる。ただし，外

社会への貢献，グローバル社会への発信という視点では，どの企業にも

一般化できる枠組みである可能性もある。組織が追い詰められた際にも，

内部のみに視点が向き，自社の復旧活動のみに奔走するのではなく，い

かに周囲の状況を把握し，外の世界にも活動のベクトルを向けるかが，

組織や従業員のレジリエンスを支えることに繋がるという，“情けは人の

ためならず”の示唆を与える本研究の知見は意義のあるものであろう。  
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さらに，組織，チーム，個人のすべての対象レベルに注目するマルチ

レベルアプローチをとっていることも本研究の一つの特徴である。これ

まで，心理学分野では個人のレジリエンス，人間工学では組織全体のレ

ジリエンスにそれぞれ焦点を当てており，学際的，統合的に理解しよう

とするアプローチはとられてこなかった。本研究では，個人，チーム，

組織それぞれのレベルにおけるレジリエンスに焦点を当て，実証的検討

を行った。このマルチレベルのアプローチは，将来的に，組織における

レジリエンスについて包括的に理解するための第一歩となるだろう。  

さらに，特に人間工学分野においては，組織レベルのレジリエンスに

焦点を与える重要性が広く示唆されているにも関わらず，実証的検討は

ほとんど行われていない。そのため，本研究において実証的検討を試み

たことは新たな挑戦である。今後，より多くの組織や職種を対象とした

調査を積み重ねることによって，例えば集団サイズや，組織風土などの

集団レベル，組織レベルの要因が与える影響について明らかにしていく

ことで，より意義深い示唆が得られるだろう。  

 

本研究の制限，限界点  

 

本研究の調査は，1 つの病院，また 1 つの被災組織のみを対象とした

調査であり，結果の一般化可能性については一定の制限が存在する。本

研究は，非常に過酷な現場であっても効果が認められる要因であれば，

一般的な現場でもある程度効果が認められるだろうという期待を前提に，

特に職務レジリエンスの発揮が求められる現場を対象とした調査を行っ

た。そして現場の声を集め，ボトムアップ的アプローチによって，職務

レジリエンスやチームレジリエンスの発揮に影響を及ぼす要因の探索を

行った。そのため，看護現場，被災現場特有の要素の影響が色濃く反映

されている。  

一般的な職務環境において，困難な状況に直面した際に効果を発揮す

る要因には，本研究では明らかにされていないものも存在する可能性が
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ある。また，職種，職場環境，職務遂行状況等の違いによっても，従業

員の職務レジリエンスやチーム，組織レジリエンスの発揮に影響を及ぼ

す要因が異なる可能性も高い。例えば，相互依存性が高い職場と，相互

依存性が低い職場では，連携や協働の量や質が大きく異なることが考え

られ，そのためチームレジリエンスの発揮課程や，それらを高めるよう

な要因は異なるはずである。  

今後，より多様な職場や職種において研究知見を積み重ねることによ

って，一般的に共通して効果が認められる要因と，個別事例ごとに特有

の要因との両方について探索し，実証的に効果を示すアプローチが求め

られるだろう。  

また，本研究では，職務レジリエンス，チームレジリエンス，組織レ

ジリエンスの高さについて，直接測定できていない。というのも，回復

力，復旧力を直接測定するためには，困難な状況に直面する以前の，平

常時の状態を把握し，困難な状況が発生した際の落ち込みの深さの程度，

そして原状への回復状態に至るまでの時間などを測定する必要がある。

すなわち，レジリエンスの概念には，平常時，緊急時，そこからの回復

という時系列の要素が含みこまれているため，明確に測定するためには，

縦断的調査等の時系列を考慮した調査方法をとる必要がある。  

時系列を考慮してレジリエンスを直接的に測定するためには，困難な

状況が発生することがより高く予期されるような仕事現場での調査や，

人工的に困難な状況を発生させるような実験による調査が必要となる。

いずれの調査方法も，手続きの困難さや倫理的な問題から，これまでの

レジリエンス研究においてもほとんど取られてこなかった。この調査方

法を実現することによって，より明確にレジリエンスを捉えていくこと

が求められ，そしてレジリエンス研究の発展に大きく貢献することとな

るだろう。  

 

 

 



240 

 

今後の展望  

 

組織におけるレジリエンスについて，包括的に理解するためには，本

研究のように，組織，チーム，個人レベルのレジリエンスについて個別

的に理解するだけではなく，それぞれのレベル間のクロスレベルの影響

過程について捉える必要がある。というのも，各レベルで立ち現れるレ

ジリエンスは，各レベル内における要素間の相互影響のみで規定される

のではなく，レベルを超えて相互影響し合うことでその影響力や影響過

程，結果が決まるだろう。そこで，今後，各レベルごとに重要となる要

素のさらなる解明のみならず，クロスレベルの影響過程について実証的

検討を行うことによって，組織におけるレジリエンスについて包括的に

理解することが求められるだろう。  

また，「予測不能の時代」と呼ばれる現代では，誰でもが困難な未経

験課題や突発的事態に直面する可能性は高まっており，それでも何とか

乗り越えていくことが求められている。不安定な社会情勢の中で，職場

でもいつどのようなネガティブ事象が発生するかは予測不能である。そ

のような情勢の中で，従業員が想定外のネガティブ事態に直面して一時

的にストレスを抱え，精神的に落ち込んだり，モチベーションが下がっ

たりしても，いかにその状態を乗り越え，再び原状通りに職務を遂行で

きるように回復できるように促すか，すなわち，いかに従業員の職務レ

ジリエンスを高めることができるか，そしてチームや組織全体として困

難な状況に直面した際に，いかにチームや組織全体として効果的かつ迅

速に復旧を可能にするか，という課題に向きあうことがより重要視され

ている。  

 これらの現場の要請，課題に応えるためにも，個人レベル，チームレ

ベル，組織レベルそれぞれのレベルにおいてレジリエンスの発揮を促す

効果的な要因をより詳細かつ明確に実証的に検討することで，組織が取

るべき対策や従業員に対する効果的な訓練，教育のあり方などへの提言，

研究知見の応用を目指すことが求められるだろう。  
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る私が，このように博士論文を提出することができるのは，一重に山口

先生のお陰です。山口先生でなければ，大学院への進学すら考えていな

かったと思います。いくら感謝の言葉を重ねても足りないほどに感謝い

たしております。今後，さらなる努力を重ね，精進し，研究者として社

会に貢献していくことで，この御恩をお返しいたします。そして，いつ

か美味しいお酒を堂々とごちそうさせていただきたいと思っております。 
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レジリエンス研究を柱とするきっかけをくださり，いつも的確なご意

見やアドバイスをくださった三沢良さんにも格別の感謝を申し上げます。

研究テーマが定まらず，悶々としていた際に，三沢さんにレジリエンス

というキーワードをご紹介いただきました。「社会心理学の分野ではまだ

研究の数は少ないけれども，きっとこれから注目されるだろう」とおっ

しゃっていましたが，まさにそのお言葉通りにレジリエンス研究は一気

に注目を集め，そのお陰で私の研究も認めて頂けることができました。

そして三沢さんの研究者としてのお考え方には大変感銘を受け，目指す

べき研究者像となっています。深く感謝いたしております。  

 

博士課程まで進学させてくれ，生活面でも，精神的にも，常に支え続

けてくれた父，母，想像を絶する忙しさの中でも英訳の手伝いをしてく

れた弟，感謝しています。特に博士後期課程においては心身共に不安定

な状態が続き，生死をさまようほどの体調不良を起こしたり，精神的に

非常に不安定になったりと，きつい毎日が続きました。そのような私を，

心配しながらも，決して甘やかすことなく，深い愛情を持って支え続け

てくれた父，母，本当にありがとうございます。また，弟，直哉が過酷

な状況の中で踏ん張り続けている姿は，尊敬してやまず，そしてそれが

大きな支えとなりました。ありがとう。  

 

他にも，ここには書ききれないほど多くの方のおかげで，本論文を完

成させることができました。いくら感謝してもしきれません。これから

が本当のスタートだと思っています。研究者として私に何ができるのか

を常に模索しながら，少しでも役に立てるよう精進します。そして，ペ

イ・フォワードのかたちで，この御恩をお返ししていきます。  

 

 

2014 年 1 月 14 日 菊地 梓  


